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序章 はじめに 

 

第 1 節 問題意識と目的 

 

「インターンシップの推進に当たっての基本的な考え方」が三省合意により作成された

平成 9 年当初は、大学におけるインターンシップの実施校は 107 校であり、全体のわずか

18％でしかなかった。その後、増加の一途をたどり、文部科学省（平成 27 年）のデータ

によると、単位認定を行うインターンシップの割合（大学と大学院）は、平成 26 年に全

体の 91.5％に達しており、単位認定していないインターンシップを合わせると、実に全体

の 95.4％となった。つまり、ほとんどの大学等でインターンシップが実施されている状況

である（図 1）1。 

また、インターンシップの多様化にも注目しなければならない。表 1 は、インターンシ

ップの主な種類を表したものである（経済産業省 2014）。まず、「体験中心」は、数日から

数週間の短い期間で、仕事理解型、採用直結型の 2 種類である。つぎに、「実践中心」は、

数週間から数か月と長い期間で、業務補助型、課題協働型、事業参画型の 3 種類に分けら

れる。このように、若者を取り巻く環境の変化によりキャリア教育の必要性が高まり、大

学から社会への移行が円滑に行えるように、大学と企業が連携したあらゆる形態のインタ

ーンシップが確立されてきたのである。つまり、平成 9 年に作られた「インターンシップ

の推進に当たっての基本的な考え方」から約 20 年の間、インターンシップは急速に普及

してきたと言えるであろう。 

しかし、近年、インターンシップに新たな状況が生まれつつある。2017 年に経団連がイ

ンターンシップの開催日数の下限を廃止2したことにより、多くの企業では、秋・冬以降に

会社説明会を兼ねたインターンシップを積極的に実施している。つまり、企業が多くの学

生に接触することを目的として、「1 日インターンシップ」の増加が目立ってきているので

ある。就職みらい研究所（2018）によると、企業がインターンシップを実施する期間が、

2018 年度（予定）で最も多いのが「1 日」であり、全体の 53.4％（前年対比+1.3 ポイン

ト）を占めている。また、学生の参加日数も同じく「1 日」が最も多く、全体の 65.5％（同

                                                   

1 単位認定を行うインターンシップであり、特定の資格取得に関係しないものである。 

2 インターンシップの日数が 5日間以上の規定は、企業と学生の双方に負担が重いという理由から、経団連が、2017

年 4月に日数規定を廃止し、1日限りを実質的に解禁した（日本経済新聞 2018年 1月 13日 朝刊）。 
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+7.8 ポイント）である。このように、企業はインターンシップの目的を「採用」へと移行

する傾向があり、学生は、インターンシップを就職活動の一環として活用している傾向に

ある。 

そもそも日本におけるインターンシップの普及の背景には、大学におけるキャリア教育

の必要性が挙げられる。大学や産業の国際競争力強化の観点から、大学は次代を支える人

材育成のために大きな役割を果たすことが期待されており、その中でインターンシップは、

学生が産業や社会についての実践的な知見を深める機会と考えられている。経団連（2017）

によると、インターンシップは産学連携による人材育成の観点から、学生に就業体験の機

会を提供するものであり、社会貢献活動の一環と位置付けられるものである。その実施に

あたっては、募集対象を学部 3 年、修士 1 年次の学生に限定せず、採用選考活動とは一切

関係ないことを明確にして行う必要があるとしている（「採用選考に関する指針の手引き」）

3。このように、日本のインターンシップは、キャリア教育の一環、人材育成の観点から考

えられてきたが、新卒採用の市場の変化に伴う、企業と学生それぞれのニーズの変化によ

り、その活用方法や求められる効果が変化し始めているのである。つまり、「新しいインタ

ーンシップのあり方」が求められている時期が到来していると言える。 

 

 

 

 

 

                                                   

3 www.keidanren.or.jp/policy/2017/030_tebiki.html（参照 2018.9.10） 

図 1 大学等におけるインターンシップの実施校数・参加学生数の推移 
出典：「平成２６年度 大学等におけるインターンシップ実施状況について」文部科学省（平成 27年） 

http://www.keidanren.or.jp/policy/2017/030_tebiki.html（参照2018.9.10
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表 1 インターンシップの種類 

区分 特徴 

 

学生の教育効果 企業のメリット 社会的意義 

体験中心 

数日～数週間 

仕事理解型 

1～2週間程度の職場・業

務体験が中心。最後にレ

ポートやプレゼンによる

報告を実施することが多

い 

 

自己の適性・志向

の理解 

 

働くこと・業界の

理解 

 

 

企業・業界広報 

 

 

 

 

採用マッチング 

 

 

学校から職場・

社会への円滑な

移行 

採用直結型 

実際に一緒に働いてみて

お互いを見極める採用活

動の一環。外資系企業や

大手ベンチャー企業など

で実施 

実践中心 

数週間～数か月 

業務補助型 

普通のアルバイトでは経

験できないような企業の

業務に取り組む。期間は

1か月以上の長期が多い 

社会人基礎力 若者を活用した

業務の推進 

 

 

 

 

 

将来の産業界を

担う若者の育成 
課題協働型 

会社と大学を行ったり来

たりして問題発見や企画

立案に取り組む。グルー

プワーク形式が多い 

社会人基礎力 

学びの実践 

若者の発想の活

用・社内活性化 

事業参画型 

企業の新規事業や変革プ

ロジェクトの一員をして

業務に取り組む。期間は

1 か月から長いものだと

半年間の長期が多い 

社会人基礎力 

リーダーシップ 

若者を活用した

新規事業などの

推進 

出典：「成長する企業のためのインターンシップ活用ガイド基本編」（経済産業省 2014年発行） 

 

 

第 2 節 研究の背景 

 

 ここからは、なぜ、大学教育におけるインターンシップと大学生のキャリア発達課題と

の関連性を探究するのか、本論文の背景にある問題意識について詳しく述べる。 

 

1. 日本のインターンシップの現状 

 すでに、第 1 節で述べたが、大学や企業におけるインターンシップの実施は、年々増加

の傾向にあり多様化している。特に近年では、就職活動解禁日変更の影響や、少子化問題

による人材確保が困難な状況から、企業が「学生との接点を増やす策」として、1 日イン

ターンシップを実施する割合が増えており、参加する学生も同じく増加の傾向である。さ

らに、経団連が、2021 年春入社以降の就職活動のルールを廃止すると言及した（日本経済
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新聞 2018 年 9 月 5 日朝刊）4。よって、今後ますます、大学と企業が連携したキャリア教

育要素のあるインターンシップは減少し、企業がより多くの学生と接触する機会を増やす

目的のためにインターンシップを実施すると推測される。そのため、大学がインターンシ

ップに介入できず、学生が単独でインターンシップに参加する傾向になることが考えられ

る。このような状況は、キャリア教育の一環として始まったインターンシップが、教育的

要素を失いつつあることを物語っているのではないだろうか。 

そのような状況の中、「インターンシップの更なる充実に向けて 議論の取りまとめ（文

部科学省 平成 29 年）」において、インターンシップの教育的効果が求められ、単位認定、

事前授業・事後授業の導入など、大学等が積極的に関与する教育活動としてのインターン

シップが求められている。よって、平成 9 年「インターンシップの推進に当たっての基本

的な考え方」が三省合意により作成されてから約 20 年が経ち、改めて大学生にとっての

キャリア教育効果のあるインターンシップとはどのようなものなのか、インターンシップ

に求められる新たな領域を検討する必要があると考える。 

 

2. 大学生のキャリア発達とインターンシップ 

大学4年間はキャリア発達の視点から見ると、社会という次の段階へ移行するための重

要な期間である。スーパーによると、探索段階では、自分のパーソナリティ、興味、適性

に適した役割を演ずる機会を探索する。すなわち自我と職業を探索する時期にあたる

（Super, 1957, 日本職業指導学会訳1960）。安達（2010）によると、キャリア探索とは、

自分自身や仕事、職業、組織についての情報を収集し理解を深めることで、仕事世界への

移行やその後の適応プロセスに関わりを持つ意図的行動とされている。また、Stumph, 

Colarelli & Hartmanは、探索段階における探索行動は様々であるが、最低4つの構成、ど

こで探索する、どのように探索する、どれくらい探索する、何を探索することが必要であ

る。さらに、多様な情報源からキャリアの情報を収集することが出来るが、特に環境と自

己の2つの情報源が主流であると述べている(Stumph, Colarelli & Hartman,1983, p.192)。 

また、Bartley & Robitschek（2000）は、探索段階の間に、将来の職業選択を導く思考や

行動が始まるため、もし、個人が探索段階の課題をうまく達成できなければ、組織に参入

                                                   

4 経団連の中西宏明会長が、今の就活ルールを廃止すると言及。理由は、かねてより現在の就活ルールの形骸化が指

摘されており、ルールに拘束力がなく、6月より前に事実上の採用活動を始める企業が多いためである。 2012年春入

社以降の学生が対象となる（日本経済新聞 2018年 9月 5日 朝刊）。 
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するときや職務適応時に悪戦苦闘すると指摘している。 

一方で、若松（2012）は、大学生の進路探索行動が十分になされていない事を指摘して

いる。意思決定が遅れる学生は、受け身状態で情報収集や外的活動をほとんど行っていな

いのである。また、職業選択を主体的に行わない受け身な姿勢は、職業未決定の問題へ繋

がる可能性が大きいとしている。さらに、安達（2004、2010）によると、就職先の内定を

得るという短期的で形式的な決定ではなく、自分の力でキャリア探索に取組み決定へ至っ

たという経験が重要な意味を持つとしている。このように、探索段階の大学生が高い職業

意識を持ち、自律的に職業選択を行うためには、大学生の早い段階からキャリア探索を促

す必要があると考える。さらに探索期間において若松（2012）は、進路の意思決定は容易

に決められないし、十分に考える必要があるため、入学の時期から進路に向けて啓蒙、情

報収集・吟味が必要であると述べている。 

また、上西（2007）は、大学におけるキャリア教育には、入学時からの動機づけが重要

であり、自ら学ぼうという動機づけ、人と積極的に関わっていこうという動機づけ、積極

的に行動しようという動機づけが重要であると指摘している。このように、ますます大学

における初年次からのキャリア教育の推進が求められているのである。児美川（2013）に

よると、学校の教育課程には多様な「キャリア教育」が埋め込まれている。将来の役割と

の間に直接的なつながりは見えないが、どこか「キャリア発達」に資する「間接的な学習」

と、職場体験（インターンシップ）など、将来の働く者としての役割を実体験させる「直

接的な学習」があり、若者の将来のキャリアに対し包括的なキャリア教育のアプローチが

必要であるとしている。 

しかしながら、大学生が主体的に自我と職業の探索を求められる重要な時期に、休学や 

留年を引き起こす大学生の学業離れ、大学不適応などの問題が生じている。その一つに、

学業に対するリアリティショックが挙げられる。リアリティショックとは、自分の期待や

夢と、組織での実際の仕事や組織に所属することの現実とのギャップに、初めて出会うこ

とから生じるショックであるとされる(Schein, 1978, 二村・三善 訳 1991）。溝上（2004）

は、新入社員が組織参入時に受けるショックと同様に、大学教育や授業の現実に大学新入

生の期待がうまく合致しなかった時、期待外れ、失望が起こるとしている。また、半澤（2009）

は、入学前に抱いていた大学での学業イメージと、入学後に実際に経験した学業の間には

ズレがあり、そのズレを学業に対するリアリティショックとした。リアリティショックを

受けた学生は、一時的に学業を回避する傾向があることを示唆している。また、山口（2002, 

2003）は、大学生が学業活動に自分なりの意味づけをして、コミットしていくことが必要
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であり、そのように仕向ける大学側の支援も不可欠であると述べている。  

では、大学生がどのような機会において、これらの課題を達成することができ、主体的

に自我と職業の探索ができるのであろうか。上西（2007）は、大学生が自ら主体的に考え

行動し、他者に働きかける機会の支援の一つにインターンシップが挙げられ、大学におけ

る学びとインターンシップの相互関連は強く意識されているとしている。また、溝上（2006）

によると、学生は、座学的な基礎的専門科目の学習だけでは将来との関連が意識できず、

学習への動機づけが弱いと指摘している。さらに、インターンシップやボランテイア活動

などの社会の現場で活動して、自分の興味、関心、人生の上で位置づけ大学の学びと接続

することが学習意欲を高めるとしている。 

つまり、インターンシップが、学生を動機づける機会となり、キャリア発達課題に取り

組む意識に影響を及ぼすと考えられるのではないだろうか。このような問題意識から、本

研究では、「インターンシップ＝就職活動のための就業体験」という限定された枠を超え、

探索段階（15～24 歳）である大学 4 年間におけるキャリア発達理論と融合したインター

ンシップを捉えていく。大学生低学年、高学年それぞれにおいて、どのようなキャリア発

達の課題があるのか、キャリア発達課題とインターンシップとの関連を検討していく。 

 

第 3 節 本論文の目的 

  

 以上のように、近年、日本のインターンシップの目的が「採用」に移行する傾向にある

が、一方では、大学生の初年次からのキャリア教育が強く求められているという相反する

状況が起こっている。さらに、日本のインターンシップは、今までキャリア教育の効果が

期待されているにもかかわらず、インターンシップの多くが、特定の学年（高学年）にて

活用されているため、その効果が限られた領域での検討に留まっているのが現状である。

そのため、大学生の初期から後期のキャリア発達に対して与える影響については、十分な

研究がなされていないのである。 

よって、本論文の目的を大学教育におけるインターンシップと大学生のキャリア発達に

おける課題との関連について探究することとする。 

では、なぜ、今まで日本のインターンシップ研究は、キャリア発達の視点からの検討が

なされてこなかったのであろうか。日本のインターンシップ研究は、インターンシップの

普及と共に多くの研究がみられる。例えば、インターンシップの形態による教育効果の検

証、インターンシップ経験が学生の就職活動へ及ぼす影響の検証、インターンシップの事
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前教育・就業体験・事後教育を通して、学生の成長効果に有効なプログラムの取組みなど

に関するものがある。このように、事前教育・事後教育を含めた、インターンシッププロ

グラムを経験した学生の意識変化や成長効果を検証した研究など多岐にわたる。 

しかし、これらの先行研究は実践的な観点が強く、理論的な観点では今まであまり論じ

てこられなかった。その理由として、インターンシップが推進された背景に関係があると

言えるだろう。1990 年代末ごろ、フリーター、ニート、ひきこもりなどの若年層雇用問題

が大きく取り上げられた。その対応として、学校教育におけるキャリア教育が推進され、

実践的な取り組みとしてインターンシップが導入された。その目的は、「大学から社会への

円滑な移行」であり、主に大学のキャリアセンターがインターンシップの全体を担ってき

た。つまり、就業体験を通して職業観の育成など、実践的効果が求められてきたのである。

このような背景から、多くのインターンシップ研究は、実践的、実用的観点からの研究が

多く、理論的な観点が弱かったと思われる。 

 文部科学省（平成 18 年）によると、キャリア発達とは、「自己の知的、身体的、情緒的、

社会的な特徴を一人一人の生き方として統合していく過程」と定義している。具体的には、

社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現していくことがキャリア

発達の過程と捉えている。人は、自己実現、自己の確立に向けて社会とかかわりながら生

きようとする。さらに、各時期にふさわしいそれぞれのキャリア発達の課題を達成してい

くことが重要であるとしている。 

キャリア発達理論の第一人者であるスーパーは、生涯を通じた一連のライフ・ステージ

をマキシ・サイクルと呼び、成長段階（0～14 歳）、探索段階（15～24 歳）、確立段階（25

～44 歳）、維持段階（45～64 歳）、解放段階（65 歳以上）の 5 つの段階で構成されている

としている。渡辺によると、個々の主要なライフ・ステージにおける課題は、複数の主要

な発達的課題の連続として描写される。それぞれの発達的課題を達成していくことは、学

生、労働者、あるいは親として有効に機能することであり、次段階の発達的課題達成の基

礎を築くこととなる。しかし、ある段階の課題への取り組みを避け、その課題を達成する

ことなく放置したままにすることは、後の段階での課題達成を困難にすることに繋がると

している（渡辺 2007, p. 41）。 

また、エリクソンは、人間の発達には段階があり年齢段階で区分され、各年齢段階に応

じた固有の発達課題が存在するとした。大学生は青年期にあたり、この時期の危機は「自

我同一性」と「自我同一性拡散」である。子供時代を終結し、大人として実社会に出てい

くこの時期に、「本当の自分とは何か」「自分は何をやりたいのか」「自分は何になりたいの
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か」がテーマになる。このように青年期の発達課題は、まさにキャリア発達課題が中心で

あると言える。 

寿山（2012）は、大学生のキャリア発達段階は、スーパーのキャリア発達論において探

索段階（15～24 歳）であり、そのことを十分に理解した上でのキャリア教育が必要とされ

るとしている。さらに、「キャリアデザイン」「キャリア形成」「インターンシップ」などの

キャリア科目は、その他の教養科目や専門科目よりもキャリア発達を促すと述べている。

また、寺田（2014）によると、キャリア教育の問題として、職業への準備・移行過程にお

ける「実像」を膨らませることが重要であり、キャリア・職業の世界の認識、キャリアモ

デルとの出会いが大切であるとしている。このような意味において、インターンシップは

なくてはならないものであるという。つまり、大学生の初年次からキャリア教育は求めら

れており、キャリア発達を促す施策としての新しい領域のインターンシップが求められて

いると言えるのではないだろうか。 

これらのことから、本論文は、キャリア発達の探索段階にあたる大学生低学年、高学年

のそれぞれ異なるキャリア発達課題を考察していき、その発達課題を達成していく施策と

してのインターンシップの影響や効果について検討していく（図 2）。つまり、本研究上の

問いは、インターンシップが、大学生のキャリア発達にどのような影響を及ぼすのかであ

る。そこで、本研究の目的を達成するために、以下の 3 つの具体的な目的を設定する。 

まず目的 1 は、インターンシップとキャリア教育について考察することである。キャリ

ア教育におけるインターンシップの位置づけ、日本のキャリア教育の始まり、インターン

シップの推進の背景などを検討することにより、インターンシップの新しい特質について

考察する。 

つぎに目的 2 は、大学生のキャリア発達課題について考察することである。大学 4 年間

は、スーパーのキャリア発達論における「探索段階（15～24 歳）」と捉え、大学生低学年

と高学年では、それぞれの年齢が抱えるキャリア発達課題が違うことに注目して研究を進

める。キャリア発達理論と融合させることにより、新たな知見を示唆する内容にしたい。 

最後に目的 3 は、インターンシップと大学生の低学年、高学年のキャリア発達課題との

関連について具体的に分析することである。インターンンシップ研究において、特に初年

次を対象にした研究は、ほとんどなされていない。つまり、低学年については見落とされ

ており、十分な研究蓄積がないのが現状である。 

 このように、インターンシップ研究では、あまり論じてこられなかったキャリア発達理

論と融合したインターンシップ研究を行うことには十分な意味がある。よって、本論文は、
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キャリア教育としてのインターンシップの新たな研究領域を検討することに繋がると言え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 本研究の分析の枠組み 

 

 

第 4 節 本論文の構成 

 

本論文は、大学生のキャリア発達を中心にインターンシップの効果を検討するため以下

のように構成される（図 3）。 

まず、第 1 章では、日本のインターンシップの定義と意義、インターンシップの歴史、

さらに、日本と海外のインターンシップを比較する。日本のインターンシップと海外のイ

ンターンシップには、どのような違いがあるのか、なぜ日本のインターンシップは多様な

のか、それぞれの歴史から近年の状況までを紐解いていく。つぎに、第 2 章では、キャリ

ア教育とインターンシップの関係について明らかにする。日本におけるキャリア教育とは

何か、どのように推進されてきたのか、また、日本でインターンシップがキャリア教育の

一環としてどのように位置づけられたのかなど、キャリア教育との関連性について考察す

る。第 3 章では、日本と海外の先行研究のレビューを行い、これまでのインターンシップ

研究を整理していく。さらに、第 4 章では、大学生のキャリア発達を取り上げる。本論文

の研究対象である大学生が、大学 4 年間でどのようにキャリアを発達させるのか、また、

インターンシップ 

職業未決定 

職業キャリア・レディネス 

職務探索 

自ら学ぶ意欲 

探索段階における大学生のキャリア発達課題 

低学年 高学年 
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キャリア発達における課題などを考察する。 

第 5 章からは、対象者を大学生低学年と高学年に分けてそれぞれの実証研究を行う。ま

ず、大学生の視点に立ち、低学年と高学年のインターンシップに対する考えや学修態度に

違いがあるのか比較検討していく。つぎに、第 6 章では、低学年における初年次教育とイ

ンターンシップの研究を行う。インターンシップ研究対象者の主流は高学年が多い中、低

学年にとってのインターンシップの有効性を明らかにする。特に初年次のインターンシッ

プが、大学生の職業決定状態や学習意欲にどのような影響を与えるのか検討していく。続

いて、第 7 章では、低学年のインターンシップにおけるどのような要因が、大学生の自ら

学ぶ意欲に影響を与えるのか検討する。インターンシップに深く関与している職場の他者

（実習担当者、従業員など）に着目し、その関係性を検討していく。さらに、第 8 章では、

対象者を高学年に移し、1 日インターンシップと大学生の就職活動に関する意識との関連

を検討する。近年、急増している 1 日インターンシップが就職活動の意識へどのような影

響を及ぼすのか検討する。最後に、第 9 章では、第 1 章～8 章までの検討結果をもとに、

まとめとして考察を行い本論文から導かれる含意を論じる。さらに、今後の研究課題を提

示する。 
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図 3  本論文の構成 

 

序章 

背景 目的 意義 

 

 

 

第 5章（実証研究Ⅰ） 

 大学生低学年と高学年のインターンシップ観について 

（インターンシップ観） 

第 7章（実証研究Ⅲ） 

 インターンシップにおける職場の

他者からの支援と自ら学ぶ意欲との

関連性 

（自ら学ぶ意欲） 

第 8章（実証研究Ⅳ） 

 1日インターンシップと大学生の就職

活動におけるキャリア意識の考察 

（職業キャリア・レデイネス） 

第 1章  

インターンシップとは何か 

第 2章  

キャリア教育とインターンシップ 

第 4章  

大学生のキャリア発達課題 

第 9章  

まとめ 

第 6章（実証研究Ⅱ） 

 動機づけタイプと大学生の職業決

定の状態との関連性 

（職業未決定） 

第 3章  

インターンシップ研究のレビュー 
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第 1 章 インターンシップとは何か 

 

第 1 節 インターンシップの定義と意義 

 

 そもそもインターンシップとは、どのようなことを表すのであろうか。インターンシッ

プを広辞苑で調べると、「実務能力の育成や職業選択の準備のために、学生が一定期間、企

業で仕事を体験する制度」とある。日本のインターンシップの定義は、平成 9 年、文部省、

通商産業省、労働省（当時）で作成された、「インターンシップの推進に当たっての基本的

考え方」より、「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を行う」

とある。また、古閑（2011）は、長期的かつ多様なインターンシップを視野に入れ、「学

生が、在学中に教育の一環として、企業で一定の業務に従事し、職業人に必要な一般的な・

専門的な知識や能力を実践的に身に付けるため就業体験を行うことおよびその機会を与え

る制度」としている。このように、日本のインターンシップの定義は定着しておらず、そ

の意味合いは広範囲に捉えることができる。 

つぎに表 1-15は、インターンシップの意義についてまとめたものである。すなわち、「イ

ンターンシップは、学生を送り出す大学等、これを体験する学生、学生を受け入れる企業

等それぞれにとって、様々な意義を有するものであり、それぞれの側において積極的に対

応していくことが望まれる」とある（文部科学省、厚生労働省、経済産業省、平成 26 年）。

ではここで、大学・学生・企業にとっての意義をそれぞれみていくこととする。 

はじめに、大学にとってインターンシップは、キャリア教育を推進する有効な取り組み

であり、アカデミックな教育研究と社会での実地体験を結び付けることにより、教育内容

が充実する。つぎに、学生にとっては、学習意欲を喚起し、自己の職業適性や将来設計に

ついて考える機会となる。そのため、主体的な職業選択や高い職業意識の育成が図られる。

さらに、就業体験によって「社会人基礎力」や「基礎的・汎用的能力」が高まり、それが

自主的に考え行動できる人材の育成につながる。最後に、企業にとっては、実社会への適

応能力の高い人材の育成につながり、大学との連携により産業界のニーズを伝え大学教育

へ反映させていくことにもなる。また、大学等と企業等の接点が増えることにより、相互

の情報の発信・受信が促進され、特に中小企業の魅力発信として有効である。さらに、学

生が各企業の業態・業務の理解を深めることにより、就業希望の促進が可能となり、企業

                                                   

5 「インターンシップの推進に当たっての基本的な考え方」（平成２６年）p.1-2 より筆者が作成 
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の若手人材の育成の効果も得られる（「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」

p.3、平成 26 年）。 

このように日本のインターンシップは、欧米のインターンシップとは違い、キャリア教

育の一環として位置づけられているのである。つまり、学生が自主的に考え行動できる人

材として育成される有効な取り組みであり、今後ますます企業と大学が連携し積極的に対

応していかなければばらないと言えるであろう。 

では、欧米と日本では、それぞれどのようにインターンシップが普及していったのであ

ろうか。第 2 節、第 3 節で欧米のインターンシップと日本のインターンシップの違いをみ

ていく。 

 

表 1-1 インターンシップの意義 

大学・学生にとっての意義 企業等における意義 

キャリア教育・専門教育を一層推進するのに有

効な取り組み 

実社会への適応能力のより高い実践的な人材

育成につながる 

教育研究と社会の実地体験により、大学の教育

内容・方法の改善・充実に繋がり、学生の学習

意欲の喚起 

大学等と連携を図ることにより、産業界等のニ

ーズを伝えることができ、大学等の教育に反映

させていくことにつながる 

学生の主体的な職業選択や職業意識の育成 

 

大学と企業の情報の発信・受信の促進、特に中

小・ベンチャー企業にとって意義が大きい 

社会人基礎力や基礎的・汎用的能力を高め、自

主的に考え行動できる人材の育成 

企業の業態・業種・業務内容の理解、就業希望

の促進、受け入れ企業の若手人材の育成 

出典：インターンシップの推進に当たっての基本的考え方（文部科学省 厚生労働省 経済産業省平成 26年） 

 

第 2 節 インターンシップの歴史 

 

インターンシップの起源とされるのは、1906 年アメリカのシンシナティ大学工学部長ヘ

ルマン・シュナイダー（Herman Schneider）博士の創案による、大学と地元の工作機械

メーカーの間で行われた、「Cooperative Education Program」（CO-OP 教育）であると言

われている。最初は、大学に入学した工学部の 27 名の学生と 13 の企業を対象に始まった

が、翌年には、有望な生徒から 400 を超える要望があった。田中（2013）によると、CO-OP

教育の基本的概念とは、「大学のカリキュラムと、これと同レベルの高い完成度の教育価値
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を持つ就業体験が、理論と実践として強い結びつきを持って機能する教育システム」であ

るとしている。その後、他大学でもすぐに CO-OP 教育を取り入れ、1909 年ノースイース

タン大学、1910 年ピッツバーグ大学、1911 年デトロイト大学、1912 年ジョージア工科大

学と続いた（Akins 2005）。現在は、全国的に約 24 万人の学生がおよそ 600 の CO-OP 教

育に携わっている(University of Cincinnati ホームページ)6。 

さらに、CO-OP 教育における学生と企業の利点をみてみる（表 1-2）。まず、学生にと

っての利点は、CO-OP 教育を経験することで、理論と実践による大学の学習の強化、キ

ャリアの形成、給料を得ることで大学費用の負担が軽減、就職の機会が増えるといったこ

とである。一方、企業にとっての利点としては、優秀な人材の確保、大学と企業の産学連

携、職場の訓練費用の削減、正社員の定着などがあげられる。また、田中（2013）による

と、CO-OP 教育とインターンシップの違いは、両方のプログラムを持つシンシナティ大

学を例にとると、CO-OP 教育は大学主導の高等教育の一環と考えられており、それに対

してインターンシップは、企業主導の雇用者採用活動の一環として考えられている点にあ

ると述べている。 

 

表 1-2 CO-OP 教育における学生と企業主の利点 

学生の利点 企業主の利点 

理論と実践の統合を通して学校の学習を強化 十分教育された従業員の要員の供給 

キャリアデザインの確認や修正 終身雇用の採用決定の基準として勤務成績を

条件とする 

給料を稼ぐことで大学費用の出費を補える 職業と大学との関係を強化 

卒業後の仕事の機会を広げる 弱い立場のグループの学生のため終身雇用の

確保を改善 

コミュニケーション、学際的なチームと働く、

キャリアアセスメント、履歴書の書き方、面接

などソフトスキルを教わる 

募集やトレーニングにより経費に効果をもた

らす 

大学を目指さない学生に中等教育後の教育を

受けたいと思わせる 

正社員の定着率が増加 

 技術（知識）の伝達の手段を供給 

出典：A  Brief Summary of Cooperative Education （Akins 2005）より筆者作成 

 

つぎに、18 世紀半ばから 19 世紀にかけて産業革命に成功したイギリスのインターンシ

ップの始まりは、1863 年ごろからである。グラスゴー大学工学部におけるダイアー（Dyer, 

                                                   

6
 http://www.uc.edu （参照 2016 年 5 月 16 日） 

http://www.uc.edu　（参照2016年5月16
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Henry）による、講義と講義の間に実践を行うサンドイッチ・システムが始まりとされてい

る。サンドイッチ・システムとは、教育機関における学習と学外の職場での実習とを交互

におこなう教育制度である。ダイアー（Dyer, Henry）は、エンジニアとして成功しうる人

材の育成は、学校での学理を教えるのと、現場における見習い訓練を重視する 2 つの方式

の賢明な結合が必要であると考えた（三好 1983）。 

その後、ダイアー（Dyer, Henry）と日本は深い関わり合いを持つこととなる。ここから

は、日本のインターンシップの始まりをみていく。高良ら（2007）は、インターンシップ

の定義を幅広い範囲に捉え、教育実習、工場実習、医師の臨床研修制度などの分野もイン

ターンシップの源流と捉えた。そのひとつである工場実習を実施するため、1874 年東京大

学（工学部）の前身である工部大学校は、スコットランドからダイアー（Dyer, Henry）を

教頭兼土木・機械学教師として招いた。つまり、ダイアー（Dyer, Henry）によって、授業

と実習を繰り返す教育効果を上げるサンドイッチ・システムが、19 世紀末の日本において

すでに導入されていたのである。また、諏訪（2004）によると、インターンシップは、学

校と職業の境界に生まれた制度であるとしている。つまり、学校教育と職業が直結してい

るということであり、医師・看護師の医療教育分野、船員の遠洋航海実習、理系教育の工

場実習や農場実習、あるいは教員養成分野の教育実習がこれにあたる。これらの特徴とし

て、インターンシップは学校教育の仕上げの時期に置かれている OJT であるということが

挙げられる。このように、日本でのインターンシップ制度は、ある特定の分野ではすでに

導入されていた。 

その後、社会経済の変化に伴い企業が求める人材の変化、ニートやフリーターの増加な

どの若者の就業問題により、大学等によるキャリア教育の必要性が問われるようになった。

1997 年 1 月教育開拓が打ち出された、「教育立国を目指して」という教育改革プログラム

の中で、インターンシップの総合的な推進が行われた。いわゆる大学と企業による産学連

携による人材育成として、インターンシップが注目され始めたのである。政府の方針が決

まると、その画期となったのが 1997 年のいわゆる三省合意である。当時の文部省、通商

産業省、労働省の三省が、インターンシップのより一層の推進を図るため、インターンシ

ップに関する共通した基本的認識や推進方策を取りまとめた「インターンシップの推進に

当たっての基本的な考え方」を作成したのである。さらに、2003 年 6 月には、若年者雇

用問題に対処するため、「若者自立・挑戦プラン」を打ち出した。それ以来、政府、大学等、

産業界においては、インターンシップの普及・推進が図られてきた（文部科学省、厚生労

働省、経済産業省、平成 9 年）。「インターンシップの推進に当たっての基本的な考え方」
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が三省合意により作成された平成 9 年のインターンシップ実施校は 107 校であったが、平

成 26 年には 566 校となり、単位認定されていないインターンシップを含めると全体の

95.4％の大学でインターンシップが実施されている（文部科学省 平成 27 年）。この約 20

年の間にインターンシップは、全国の大学でキャリア教育の一環として定着したと言える。 

 

第 3 節 海外のインターンシップの現状 

 

 第 2 節では、インターンシップの歴史をみてきたが、ここからは、主な海外のインター

ンシップの現状をみていく。日本と海外では、インターンシップに対してどのような違い

があるのであろうか。 

 

1. アメリカのインターンシップ 

まず、インターンシップの起源とされている CO-OP 教育を始めたアメリカは、どのよ

うな状況であるのかみていく。 

リクルートワークス研究所（2015）7は、米国大手グローバル企業のインターンシップ

調査を行っている。米国では、若者の就労率の大幅な低下に伴い、インターンシップに対

する関心が高まっている。まず、実施状況についてみてみると、インターンシップあるい

は、CO-OP プログラム8を実施している企業が全体の 51.2％と半数を占めている。また、

インターンシップのみを実施している企業は 39.0％であった。つまり、回答企業の 9 割超

が何らかの就業プログラムを実施していることになる。つぎに、実施目的についてみてみ

ると、「エントリーレベルの採用（70.3％）」が最も多く、「経験の提供（18.9％）」、「自社

の採用ブランドの向上（8.1％）」、「大学との関係構築（2.7％）」など、日本と違いインタ

ーンシップが、採用目的であることが明確である。つぎに、インターン生の業務内容に関

してみてみると、就業時間の大半を「課題解決業務（56.8％）」に費やしていることがわか

る。次いで、「コミュニケーション」、「ロジステイックス（物流）」の業務の比率が高い。

一方、「管理業務」や日本のインターンシップで多く導入されている「付随業務」は少ない

状況である。また、優秀な人材確保のため、他社に学生を取られない様に福利厚生の面で

                                                   

7 調査対象は米国 Career Xroads 社の会員企業のうち従業員数 1 万人～10 万人規模の企業の人事担当者である 

有効回答は 41 社、調査の時期は 2014 年 1 月 15 日～2 月 10 日、調査方法はインターネット調査 

8 Co-opは産学連携で授業内容に合わせた就業体験を組む大学主導のプログラム 
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工夫をしている。例えば、競合他社の報酬水準を調べ、「他社より高い報酬（73.0％）」で

オファーしている。 

 つぎに、インターンシップからの正社員採用をみていくと、インターン生の半数以上に

正社員採用オファーを出す企業が全体で、「学士課程（56.7％）」、「修士課程（48.5％）」で

あった。海外の長期インターンシップ制度において、欧米企業は新卒者の中からエリート

層を選抜するためにインターンシップを行う（村田ら 2011）。つまり、就業体験そのもの

が選考試験となり、学生に対しフルタイムのポストのオファーを出す仕組みになっている。 

橘（2004）によると、アメリカにおいて、産学共同による実習教育が本格化したのは、60

年代以降、高度成長産業育成のため産業界から強いニーズあり、政府が積極的に支援した

時代背景があったとされる。その後、アメリカの大学でインターンシップが普及していっ

た。 

インターンシップ経験者の定着率をみていくと、正社員として採用したインターンシッ

プ経験者の 1 年後の定着率を（81～100％）と回答した企業が全体の約 9 割を占めた。ま

た、8 割の企業が、入社 5 年後の定着率が 61％以上であった。一方、インターンシップの

経験が全くない学生の定着率は、1 年後 62.8％、5 年後 45.0％である。これらの結果から

も学生にとって、インターンシップには RJP（Realistic Job Preview、現実的職務予告）

の効果があることが覗える。RJP（Realistic Job Preview、現実的職務予告）とは、新規

参入者が組織に参入する前に、組織に関するネガティブな情報を与え、新規参入者が描い

ていた組織に対する初期の期待を減少させることで、参入時に失望させず離職を防ぐこと

である。いわゆる、病気を予防するワクチンの様な効果があると言われている（Wanous 

1992）。 

山田（2007）によると、アメリカの大学生の就職活動には、日本の「新卒採用」のよう

なシステムがなく、多くの学生はインターンシップなどの経験から会社と繋がり、また、

卒業生のツテや従業員のリファラル（縁故）9で採用が決まるとされている。さらに、大学

における就職支援に関しては、企業の担当者が大学を訪問する学内採用活動が主流である。

学内採用活動では、企業担当者は大学を訪問し、キャリアセンター内で企業説明会や面接

を行う。また、学生は、事前に Web 上から参加企業にエントリーして、レジュメを送る。

また、フェア当日気になった企業の面接をその場で受けることもできる。このように、ア

                                                   

9 企業の従業員、ベンダー、サプライヤー、元従業員等による知人・友人の紹介。紹介者にリファラルボーナスを支

払う企業が多い。（リクルートワークス研究所 2010） 
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メリカの大学のキャリアセンターは、学生の就職活動に対して支援することに力を入れて

いることが覗える。 

 その他、大学においてインターンシップ以外の職業教育プログラムとして、サービス・

ラーニング（公益のための地域に根ざした無償労働経験）、ワーク・ラーニング（公益のた

めの有償労働経験）、プラクティカム（教育実習など専門分野での実習経験）、アプレンテ

ィスシップ（一種の徒弟プログラム）、シャドウイング（社員に陰のようにくっついて専門

領域の労働を理解する）などのプログラムがある（労働政策研究・研修機構 2004）。 

 このように、アメリカには日本のような新卒一括採用の慣行は存在しない。従ってイン

ターンシップを実施し学生の採用選考を行っている。つまり、大学生が在学中に長期イン

ターンシップに参加して仕事の適性を知り、企業は学生の能力や資質を見極め、正社員採

用のオファーを行うシステムなのである。 

 

2. イギリスのインターンシップ 

 つぎに、サンドイッチ・システムを導入したイギリスのインターンシップをみていく。 

島田（2015）によると、イギリスはこの 5 年間でインターンシップを急速に普及させ、米

国とならぶインターンシップ先進国となっている。それまで行われていたインターンシッ

プは、大学の優秀な学生を囲い込むためのものであった。しかし、2010 年イングランド全

大学の授業料が引き上げられ、それに伴い奨学金のローン返済のため就職先を早く確保す

ることが、学生にとって最優先事項になった。一方、企業は景気後退の背景のもと、低リ

スク、低コストの考えで新卒採用の方法として大企業のみならず、中小企業もインターン

シップを提供するようになった。さらに島田は、「新卒者雇用企業協会（Association of 

Graduate Recruiters AGR）は、『インターンシップ経験が無い学生は新卒者として採用し

ない、と言い切る企業の割合はついに 100％に達した』（2014 年、団体ホームページ）と

発表している」と述べている（島田 2015、p.47）。 

また、2009 年以降、インターンシップの形態にも変化があり、今までの大企業が行って

いた数か月～1 年の長期から、2 年生の夏季休暇における 4～8 週間の有給インターンシッ

プが主流となっている。その背景には、イギリスの大学の学位取得は極めて厳しく学業に

集中せざる負えないため、夏季休暇にインターンシップを実施することが最適と考えられ

たということである。この頃、2009 年 7 月に労働・年金省、ビジネス・イノベーション・

技能省と児童・学校・家庭省、コミュニティ・地方自治省が共同して「Backing Young Britain」

キャンペーンを立ち上げ、国を挙げてインターンシップを支援している（村田ら 2011）。 
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このように、イギリスのインターンシップは、日本と同じく学生が参加しやすい夏季休

暇に実施されている。しかし、就職活動に関しては違いがみられる。イギリスの大学生の

就職活動は、すでに 1 年生を対象として始まる。新卒者雇用の企業は、より優秀な学生を

絞り込むためのキャンパス・イベントを 1 年生対象に行っている。学生たちは、入学直後

から色々なイベントに参加してネットワーキングを行い、リクルーターと長期的な関係を

構築する。2 年生になると、インターンシップ採用活動が始まり、夏季休暇にインターン

シップに参加する。最終学年になると就職活動を行うが、トップ大学ではインターンシッ

プ経験者の 97％が、企業（インターンシップに参加していない企業も含む）に就職する状

況である（島田 2015）。 

  

3. 中国のインターンシップ 

 中国のインターンシップと就職事情に関してである。インターンシップは欧米同様、採

用の一環として実施されている。株式会社学情（2014）10によると、中国の就職事情は、

1980 年代までは、「高等教育期間の卒業生の職業は政府が配分する」と定められた統一分

配制度が行われており、学生は職業選択の自由を与えられていなかった。しかし、労働現

場におけるミスマッチ等の問題が起こり、日本のような合同企業セミナーなどのイベント

が行われるようになった。その後、経済発展と共に次世代の人材を育成するため、中国政

府は 1999 年に大学の定員を広げ大学生の数が大幅な増加となった。大卒者数は、2001 年

には 100 万人強だったのが 2014 年の段階で 700 万人に達している。しかし、増加の一途

をたどる大学生のスクリーニングを行うため、外資系大手企業や国内の有名企業は、指定

された大学に絞りこみをかけて採用を行った。さらに、指定大学から優秀な学生を選出す

るためにインターンシップが行われた。欧米諸国と同じく期間が 2 か月のものが多く、イ

ンターンシップの評価に学業成績が加味され採用の有無が決められる。このように、中国

の学生は企業のターゲットとなる大学への入学、インターンシップの参加権利の取得、よ

り良い就職先の確保と入学前より就職活動は始まっていると言える。 

また、高等教育機関が多い地域では、大卒者の雇用推進が求められている。その一つの

例として、上海市では上海労働局職業訓練センターが主管となり、卒業後の就職先が決定

していない大学 4 年生にインターンシッププログラムを提供している。期間は 3～6 か月

                                                   

10 https://service.gakujo.ne.jp/data/201407、（参照 2016 年 6 月 20 日) 

 

https://service.gakujo.ne.jp/data/201407、（参照2016年6月20
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で、最長でも１年となっている。受け入れ企業は知名度の高い大企業、将来性のある業種、

従業員の教育訓練に優れている、高度な生産技術を持っているなどの条件で選抜している。

この制度は 2003 年以降全国に広がりをみせており、さらに受け入れ企業の確保、地方の

自治体への財政支援の整備などが求められている（労働政策研究・研修機構 2005）。中国

においても日本と同様に、インターンシップにおける企業や地方自治体との連携が求めら

れている状況である。 

人材採用支援サービス大手「智聯招聘」が行った調査によると、2012 年に就職した学生

のうち 48.4％が企業での実習を経て採用に至るという結果となった。採用する企業側も自

社で実習する学生だけでなく、この学生がどのような実習経験を持ち、どのような事を学

んだのかを採用面接の際に重視するとある。キャンパスにおける新卒募集イベント、人材

関連ウェッブサイトの募集も、現実的には選抜を前提とした実習生の募集を募っているの

が目立ち、中国の新卒就職の中心的なルートのひとつに定着している。日本と同様に、若

者の早期離職の問題が深刻化する中で、インターンシップを経ての採用は、ミスマッチの

防止に効果的であるとされている（リクルートワークス研究所 2013）。 

このように中国の状況は、近年日本において、人材不足により企業が採用目的のインタ

ーンシップを行う、また、若者の早期退職の原因といわれているミスマッチを防ぐ施策と

してインターンシップを実施するなどの状況に似ていると考えられる。次節では、日本の

インターンシップの現状をみていくこととする。 

 

第 4 節 日本のインターンシップの現状 

 

 第 3 節では、主な海外のインターンシップの現状をみてきた。ここからは、日本のイン

ターンシップの現状をみていく。そもそも日本のインターンシップは、若者を取り巻く環

境の変化により、キャリア教育の必要性が高まり、大学と企業が連携したあらゆる形態の

インターンシップが確立されてきた。つまり、日本のインターンシップは、採用目的の海

外インターンシップとは異なり、若年層の雇用問題による若者の支援として、また、キャ

リア教育の一環として位置づけられてきた。しかしながら、近年のインターンシップの課

題として、「全学生の参加率の低さ」、「プログラムの教育的効果」、「就業体験を伴わないイ

ンターンシップ（ワンデイインターンシップ）の実施」などが挙げられている（文部科学

省 平成 29 年）。 

それぞれの課題をみていくと、まず、「全学生の参加率の低さ」に関しては、平成 9 年
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当時から比べてインターンシップの普及率は 5 倍強までに増加している。しかし、一方で

インターンシップの参加率は増加しているものの、大学を通じて参加しているインターン

シップは、全学生の 2.6％にとどまっている。この理由には、企業が独自に行っているイ

ンターンシップに学生が大学等を介さず、直接個人で参加しているインターンシップが相

当数存在する状況が考えられるとある。平成 28 年に文部科学省が行った調査11によると、

6 割近くの学生が就職支援サイトや企業に直接個人で申し込みを行っており、また、企業

の５割強が独自で募集を行っている状況である。学生が直接企業にインターンシップを申

し込む理由として、「大学が斡旋するインターンシップに興味ある企業がない」、「プログラ

ム内容や日程が合わない」、さらに「採用に繋がるインターンシップを望んでいる」などが

挙げられる。 

つぎに、「プログラムの教育的効果」に関しては、すでに多くの大学でインターンシップ

は実施されているが、座学と合わせて単位認定が行われている場合やインターンシップの

参加のみで単位認定が行われている場合もあり、大学等における教育目的によりその形態

は様々であると指摘されている。学修の深化や学習意欲の喚起、職業意識の醸成など、イ

ンターンシップの教育効果を高めるために、大学等の教育活動の一環として明確に捉える

ことが必要である。そのため、担当教員の責務のもと、受け入れ企業と実習内容・目的等

を共有したプログラム設計、事前・事後授業の実施、実習期間中のモニタリング、実習内

容に対する適切な評価やフィードバック等を行うことで、学生に新たな知識・技術の獲得

や学修へのつながり・気づきを与えることができるとしている。 

最後に「就業体験を伴わないインターンシップ（ワンデイインターンシップ）の実施」

である。ワンデイインターンシップに関しては、近年、増加の傾向にある。多くの企業が、

業界や企業について理解してもらう目的のために、会社説明会を兼ねた「ワンデイインタ

ーンシップ」を開催している。その発端は、2017 年 4 月に経団連が、企業が柔軟かつ多

様なインターンシッププログラムを実施できるように、最低日数要件を削除したことにあ

る。つまり、インターンシップは従来の「5 日間以上」とする日数規定をなくして 1 日か

ら可能としたのである。「採用に関する指針」の手引きにおいて、インターンシップの本来

の趣旨を踏まえ、教育的効果が乏しく、企業の広報活動や選考活動につながるような 1 日

限りのプログラムは実施しないことなどを条件としている。 

                                                   

11 平成 28 年度文部科学省 先導的大学改革推進委託事業の「インターンシップ推進のための課題及び具体的効果・

有用性に関する調査研究」 
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図 1-1 は、企業がインターンシップを実施する期間と学生が参加する期間を表したグラ

フである（就職みらい研究所 平成 29 年）。企業がインターンシップを実施した期間をみ

てみると、2017 年（予定）で最も多かったのが、「1 日」で 44.5％であり、2016 年度と比

較すると 6.6 ポイント上昇している。また、学生のインターンシップの参加期間をみてみ

ると、同じく「1 日」が最も多く、57.7％と全体の約 6 割となっている。このように、ワ

ンデイインターンシップの普及は、今後も増加の傾向が予測される。さらに、図 1-2 は、

プログラム期間別インターンシッププログラムの内容（1 週間以上のみと 1 日の比較）を

表したものである。1 週間以上のみでは、「仕事をしている社員に同席あるいは同行

（48.2％）」が一番多く、つぎに「社員の基幹的な業務の一部を経験（45.5％）」であり、

いわゆる実務経験型の内容である。一方、1 日では、「会社、仕事、業界に関する説明のみ

（44.0％）」が一番多く、つぎに、「通常の業務ではなく、別の課題やプロジェクトを経験

（43.9％）」であり、会社説明会型や課題ワーク型が主流である。つまり、増加の傾向にあ

るワンデイインターンシップは、インターンシップ元来の意義であるキャリア教育的要素

が薄れ、採用的要素が濃くなってきていると考えられる。さらに、大学側の関与が薄く、

企業が中心となりインターンシップが実施されるため、学生にとってのインターンシップ

の効果を把握することが難しい状況である。また、学生はインターンシップを就業体験と

は捉えず、就職活動の手段として利用する功利的な考えでインターンシップを捉えるよう

になってきている。 

このように日本のインターンシップは、これまでの若者を取り巻く雇用問題から始まり、

日本独自の社会的構造である新卒一括採用の時期の変更、そして、少子化問題、売り手市

場などの時代背景と共に、主流となるインターンシップの形態が流動的に変化してきたと

言えるのではないだろうか。 
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企業（インターンシップの実施期間）    学生（インターンシップの参加期間） 

図 1-1 インターンシップの実施（企業）と参加（学生）状況 

出典：「就職白書 2017－インターンシップ編―」就職みらい研究所 平成 29年 

図 1-2 期間別インターンシッププログラムの内容 

出典：「就職白書 2017－インターンシップ編―」就職みらい研究所 平成 29年 
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第 2 章 キャリア教育とインターンシップ 

 

第 1 節 日本のキャリア教育 

  

 そもそも日本におけるキャリア教育とは、どのようなものなのであろうか。児美川（2012）

によると、日本においてキャリア教育の概念の有力なモデルとなったのは、1970 年代以降

にアメリカで展開された「キャリア・エデュケーション運動」であると言われている。「キ

ャリア教育の父」として知られるシドニー・マーランド（Sidney P. Marland, Jr.）は、1970

年にニクソン大統領より連邦教育局長に任命され、翌年、全国中等学校長会におけるスピ

ーチで、キャリア教育が連邦教育局の最優先課題であると宣言した。さらに、各種の同省

関連の機関・団体・個人に対して、キャリア教育の概念構築を促しキャリア教育の推進へ

の協力を求めた。その背景には、1960 年代後半から 1970 年代初めにかけて、登校拒否と

校内暴力の増加、職業と教育の分離、若年層の失業率の拡大などの原因により、教育の荒

廃、「教室の危機」12が叫ばれ、新しい改革が求められた（野淵 1983）。このような背景の

もと、連邦教育局はキャリア・エデュケーションの推進のため多くの施策に取り組んでい

った（表 2-1）。 

表 2-1 キャリア・エデュケーション推進のための施策 

・キャリア・エデュケーションの定義の明確化、その理念・目標の策定 

・キャリア・エデュケーションの実践モデルの提示（学校、職場、家庭、特定移住地域をベー

スにした、それぞれのモデルがある） 

・全米各地でのキャリア・エデュケーション・プログラムの試行（ニュージャージーでのキャ

リア発達プロジェクト、デトロイトでの発達的キャリアガイダンス・プロジェクトなどが有名

である） 

・キャリア・エデュケーションの概念モデルの開発（小学校から高校に至る児童・生徒のキャ

リア発達課題を構造化したもの。一般的に、「職業的自覚」（第 1～第 6 学年）→「職業的方向づ

けと探究」（第 7～第 8 学年）→「職業的探究の深化と特殊化の開始」（第 9～第 10 学年）→「特

殊化」（第 11～第 12学年）といった系統性が考えられていた）。 

・キャリア・エデュケーションのカリキュラムについてのナショナル・スタンダードの開発 

（学年段階ごとに学習内容と児童・生徒が獲得すべき能力・スキルの到達度を提示したもの。

キャリアに関する判断力・態度。自己意識、意思決定、教育への意識、進路意識、経済的知識、

スキルなどの要素がある）。 

出典：「権利としてのキャリア教育」p.66（児美川 2012） 

 

                                                   

12 C・Eシルバーマン（山本正訳）『教室の危機－学校教育の全面的再検討』（サイマル出版会、1973年） 
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その後、1977 年 12 月 13 日連邦議会は、キャリア教育奨励法を成立させた。本法の主

な目的は、初等中等教育段階におけるキャリア教育の実践と活性化、高等教育段階におけ

る先導的試行を支援する事である。キャリア教育は、連邦教育局の公式文書では次の様に

定義されている。「自分の生活の一部分として仕事に従事することを学んだり、準備したり

する体験の総体」、また、後には、「アメリカの教育に再び注目し、有意義で生産的で満足

のいく生活を送れるように必要な知識・スキル・態度を身に付け、利用できるようにする

幅広いコミュニティの活動」と定義されている。 

1980 年代以降、多くの専門的な組織・ボランテイアの市民団体・個人・グループ・機関

が、キャリア教育の理念と実践を支えてきた。さらに、1981 年にアメリカキャリア教育学

会（AACE）が設立され、人生全体を通じて、キャリア・教育・仕事をより強く結びつけ

るミッションを継続し、サポートする基点が与えられた。このように、1971 年にキャリア

教育は教育改革の達成を目指して、連邦政府の取り組みとして開始された。しかし、10 年

後、連邦支出の大幅カットの一部として、キャリア教育奨励法が廃止された。しかし、そ

の後 1980 年代から、多くの専門的組織や連邦政府のリーダーシップが継続され、キャリ

ア教育は大きく発展してきた（Kenneth. B. Hoyt 2005, 仙崎ら 訳 2005）。  

一方、日本における文部科学行政関連の審議会報告等において「キャリア教育」という

用語が初めて登場したのは、1999 年の中央教育審議会答申においてである。「初等中等教

育と高等教育との接続の改善について」（文部科学省 平成 11 年）の検討の趣旨は、戦後

の学制改革により統合・整備が行われ小学校 6 年、中学校 3 年、高等学校 3 年、大学 4 年

という学校制度いわゆる「6・3・3・4 制」が採用された。義務教育期間が小学校 6 年間

と中学校 3 年間を併せた 9 年間に延長され、基本的に全員に単一の学校系統を用意する「単

線型」の学校制度が採用された。単線型の教育制度の下に高等学校は国民皆教育機関とな

り、高等教育への進学率も大幅に上昇した。それに伴い受験戦争の激化や学（校）歴編重

社会13の問題なども生じた。さらに、高等学校の多様化が進み大学進学率の上昇が見込ま

れる中、これまで以上に多様な能力、履修歴等を有する学生が大学に進学することが予想

された。このような状況を踏まえ、初等中等教育と高等教育との接続の改善を図った。 

 

                                                   

13 個人に対する評価が「何をどれだけ学んだか（学習歴）」よりも「いつどこで学んだか（学校歴）」が重視され、個

人の価値、能力や個性の評価に影響を及ぼす問題（「初等中等教育と高等教育との接続の改善について 第 1節 戦後

半世紀の教育の発展とその課題」文部科学省 平成 11年） 
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情報化・グローバル化・少子高齢化・消費社会等 

学校から社会への移行をめぐる課題 子どもたちの生活・意識の変容 

①社会環境の変化 

・新規学卒者に対する求人状況の変化 

・求職希望者と求人要望との不適合の拡大 

・雇用システムの変化 

②若者自身の資質等をめぐる課題 

・勤労観、職業観の未熟さと確立の遅れ 

・社会人、職業人としての基礎的資源・能力の

発達遅れ 

・社会の一員としての経験不足と社会人として

の意識の未発達傾向 

①子どもたちの成長・発達上の課題 

・身体的な早熟傾向に比して、精神的・社会的

自立が遅れる傾向 

・生活体験・社会体験等の機会の喪失 

②高学歴社会における進路の未決定傾向 

・職業について考えることや、職業の選択、決

定を先送りにする傾向の高まり 

・自立的な進路選択や将来計画が希薄なまま、

進学、就職する者の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育に求められている姿 

「生きる力」の育成 

～確かな学力、豊かな人間性、健康・体力～ 

 

社会人として自立した人を育てる観点から 

・学校の学習と社会とを関連付けた教育 

・生涯にわたって学び続ける意欲の向上 

・社会人としての基礎的資質・能力の育成 

・自然体験、社会体験等の充実 

・発達に応じた指導の継続性 

・家庭・地域と連携した教育 

 

キャリア教育の推進 

図 2-1 キャリア教育が必要となった背景と課題 

出典：「小学校キャリア教育の手引き p.10」文部科学省（平成 22年） 
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表 2-2 主なキャリア教育推進施策の展開 

1999年 12月 中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」 

2002年 11月 国立教育政策研究所「児童生徒の職業観・就労感を育む教育の推進につい

て（調査研究報告）」文部科学省「キャリア教育に関する総合的調査研究者

会議」設置 

2003年６月 「若者自立・挑戦プラン」 

2004年１月 文部科学省「キャリア教育に関する総合的調査研究者会議」報告書 

2004年 12月 「若者自立・挑戦のためのアクションプラン」 

2006年 「若者自立・挑戦のためのアクションプラン（改訂）」 

2007年 「キャリア教育等推進プラン －自分でつかもう自分の人生－」 

2011年 1 月 中央教育審議会答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り

方について」 

出典：「小学校キャリア教育の手引き p.12」文部科学省（平成 22年） 

 

キャリア教育の定義は、「第 6 章 学校教育と職業生活との接続」の中において、「望ま

しい職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身に付けさせるとともに、自己の個性

を理解し、主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教育」とされている14。1990 年末

ごろから、若年層の雇用問題であるフリーター、ニート問題などが、大きく取り上げられ、

若者支援対策としてキャリア教育が推進されてきた。その後、表 2-2 のようにキャリア教

育の推進施策が展開されていった。このように、キャリア教育が推進されたのは、学校か

ら社会への移行をめぐる課題と子供たちの生活・意識の変容の 2 方向の課題から、学校教

育において、社会人として自立した人を育てることが求められたためである（図 2-1）。児

美川は、「1999 年の中央教育審議会答申は、日本におけるキャリア教育の展開が、『進路指

導改革』という性格から、次第に『若者雇用対策』としての性格を強めていく、その分岐

点に位置づくものであった」と述べている（児美川 2012、p.101）。特に大きな契機となっ

たのが、2003 年の「若者自立・挑戦プラン」である。目指すべき社会として、「若者が自

らの可能性を高め、挑戦し、活躍できる夢のある社会」と「生涯にわたり、自立的な能力

向上・発揮ができ、やり直しがきく社会」を挙げ、政府、地方自治体、教育界、産業界が

一体となった取り組みが必要であるとした。このように、日本におけるキャリア教育は、

                                                   

14 「初等中等教育と高等教育との接続の改善について 第 6 章 学校教育と職業生活との接続 第１節 学校教育と

職業生活の接続の改善のための具体的方策（文部科学省 平成 11 年）」より引用 
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さらなる充実を図るため推進されていった。 

 

第 2 節 大学教育におけるインターンシップの位置づけ 

 

 日本においてキャリア教育が推進されていくと同時に、インターンシップの普及も進ん

でいった。文部科学省（平成 25 年）による、「体系的なキャリア教育・職業教育の推進に

向けたインターンシップの更なる充実に関する調査研究協力会議」において、近年、大学

や産業の国際競争力強化の観点から、大学は次代を支える人材育成のために大きな役割を

果たすことが期待されており、その中でインターンシップは、学生が産業や社会について

の実践的な知見を深める機会と考えられている。次頁の図 2-2 は、「インターンシップの普

及及び質的充実のための推進方策について」（文部科学省、平成 25、p.5）を参考に、イン

ターンシップの大学教育における位置づけを表したものである。 

 インターンシップは、大学教育の観点から産学連携教育の一環として行われるものであ

り、大学が主体者となるべきものと考えられる。インターンシップについては、一人一人

の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力を育てるキャリア教育としての側面

が強い形態と、キャリア教育を前提としつつも、専攻分野の知識・技術を深化し、職業へ

の移行を支援するためのより専門教育（または職業教育）としての側面を強めた形態があ

ることに留意する必要がある（文部科学省 平成 25 年「インターンシップの普及及び質的

充実のための推進方策について」p.5）。このように、大学教育において、キャリア教育の

側面が強い形態と専門教育の側面を強めた形態の 2 形態は互いに重なり得るため、例えば、

同じ学科においても、低学年のうちはキャリア教育としての側面が強い形態を組み込み、

高学年に進むにつれてより専門教育（または職業教育）としての側面を強めた形態を組み

込んでいくことも考えられる。更に、インターンシップにおける教育的側面を充実するこ

とも大学の責務と考えられ、大学の側からも企業に対し教育効果の高いインターンシップ

プログラム設計や運営方法を積極的に提案していく必要があると述べている。図 2-2 から

も、大学教育におけるインターンシップが、非常に重要な位置づけとされており、大学の

積極的な関与が望まれていることがわかる。 
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（キャリア教育の側面が強い形態）               （専門教育の側面を強めた形態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 インターンシップの大学教育における位置づけ  

第 3 章 インターンシップ研究のレビュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターンシップ 

(大学が主体者) 

 

 

一人一人の社会的・職業的自立に向け、必

要な基盤となる能力や態度を育てる 

キャリア教育を前提としつつ、専門分野

の知識・技能を深化し、職業への移行を

支援する 

・専門教育から切り離されたものと考えない 

・専門教育と関連付けて実施する必要あり 

・キャリア教育担当者のみに任せない 

・専門教育に携わる教職員も主体的に取り組む 

 

・キャリア教育としての意義を前提にする 

・専門教育の一環として明確に位置づける 

・専門教育における学修を深め、学生の主体

的な学習を促すプログラムとして推進 

企業 大学 

学士課程教育の開拓

の観点 

2 つの形態は、互いに重なり得る 

キャリア教育専門 

教育の強化 

出典：「インターンシップの普及及び質的充実のための推進方策について」文部科学省( 平成 25年)p.5を基に筆者作成 
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第 3 章 インターンシップ研究のレビュー 

 

第 1 節 国内のインターンシップ先行研究 

 

 第 1 章から第 2 章までは、日本のインターンシップの歴史やキャリア教育の始まり、さ

らに、大学の教育におけるインターンシップの位置づけをみてきた。ここからは、教育効

果の視点より国内におけるインターンシップの先行研究を概観し、その問題点を指摘する。

近年インターンシップに関する研究は、多岐にわたり多くの研究がみられる。表 3-1、3-2

は、インターンシップが、キャリア教育へ及ぼす影響や効果に関する主な先行研究を取り

まとめたものである。 

 

1. インターンシップの教育的効果についての研究 

まず、「インターンシップの教育的効果」に関する研究において亀野（2004）は、工学

系大学生とそれ以外の大学生を比較し、大学生のインターンシップへの参加目的、参加目

的達成度、実習期間、インターンシップの満足度などの教育的意義を検討している。研究

の結果、参加目的において、ほとんどの学生が就職活動を目的としており、大学での学習

や生活向上に関することはあまり重視していないことを明らかにしている。また、参加目

的達成度については、就職に関する事項はかなり高いが、学習に関する事項は相対的に低

い結果であった。また、尾川・甲原（2015）は、短期インターンシップの教育効果ついて

検討している。インターンシップ経験後の意識変化では、自分自身と働くことや学ぶこと

を関連付けて認識しており、仕事をする上で必要な知識・能力・態度に関する能力観に変

化が見られた。さらに、大学において学ぼうとしており、各自の課題を発見・整理し、そ

れに応じた学習課題を展望するようになったとしている。さらに、大学の学びに与える影

響について検討している河野（2011）によると、インターンシップ経験者は、対人スキル

や自己管理能力などが身についたと高く評価しているが、大学での専攻に関連した知識や

因果関係を推論する力や文章読解力・表現力といった認知能力やスキルの獲得には効果が

なかった。さらに、インターンシップに対して就職面などの功利的な期待が大きく、大学

での学びにはフィードバックされていない結果となった。三浦（2016）は、短期インター

ンシップの教育効果について、「学習意欲向上効果」と「就業意識向上効果」に着目し分析

している。まず、インターンシップ経験者と未経験者の 4 年間各半期の学業成績の相違を

比較した。インターンシップの経験は、3 年後期及び 4 年前期の GPA を高める効果があっ
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たが、学習意欲効果は明らかにならなかった。また、進路決定率においてもインターンシ

ップ経験者のほうが高い結果となった。 

さらに、インターンシップが学生の成長を促す効果を明らかにした研究に、須永・斎藤・

柳澤（2015）がある。三人は、PROG（ジェネリックスキル測定と学生成長を支援するプ

ログラム）を用い、PBL 型のインターンシップ参加前後を比較した。学生自身が目標項目

を明確にして取り組むことで、成長を感じている結果となった。また、PROG を構成する

3 つの力のうちの「対課題基礎力」が一番高い結果となった。最後に、櫻木・大倉・岩佐

（2016）は、長期インターンシップの教育効果を明らかにした。インターンシップの前後

において、性格の 5 因子、レジリエンス、キャリア・レディネスの 3 つの次元で学生の変

化を測定した。性格については外向性と協調性が向上し、レジリエンスについては統御性

や行動力、問題解決志向などが向上する一方で、他者心理の理解力が減少するという結果

がみられた。また、キャリア意識については，キャリア形成への関心性，自律性，計画性

という 3 つの下位次元すべてにおいて向上が見られた。 

  

2. インターンシップと職業意識についての研究 

 つぎに、「インターンシップと大学生の職業意識」に関する研究において古田（2012）

は、インターンシップ経験とサークル活動が、就職活動生のキャリア適応力に及ぼす影響

を検討した。学生時代にサークル活動に注力した者よりも、注力しなかった者の方が、イ

ンターンシップ経験を通じてキャリア自信を高めることを明らかにした。さらに、学生時

代の諸活動（学業、アルバイト、サークル活動）が、キャリア自信に正の影響を及ぼすこ

とを明らかにした。また、就職活動生を中心に、インターンシップの形態による能力の進

捗を検討した研究において真鍋（2010）は、日常業務型と課題設定型２種類のインターン

シップの経験による社会人基礎力の伸長と、就職活動への活用状況の分析を行った。社会

人基礎力伸長調査では、双方においてインターンシップの効果が明らかとなった。また、

就職活動への活かし方調査では、活かし方にそれぞれ違いが見られた。 

インターンシップと職業レデイネスの関連性について松山・飛田（2008）は、インター

ンシップの形態を「講座型」、「同行型」、「実務型」の 3 つに分類し分析を行った。職業レ

デイネスを高めるには、実務型のインターンシップが効果的であり、さらに、インターン

シップを経験する中で、自己概念の形成を行った学生は職業レデイネスを高めることが明

らかとなった。高良・金城（2001）は、職業レデイネスと進路選択に対する自己効力感を

用いて、インターンシップの前後で大学生の就業意識がどう変化するかを検討した。イン



32 

 

ターンシップに対して満足度の高い者は、低い者に比べて事後調査において有意に高くな

っており、インターンシッププログラムへの関与や満足が、職業レデイネスや進路選択に

対する自己効力感に促進的な影響を与えていることが示唆された。見舘・関口（2014）は、

インターンシップ参加前と参加後に調査を行い、プロアクティブ行動、ネットワーキング

行動を行う頻度が高い学生が、キャリア形成の度合が高まっていることを明らかにした。

また、インターンシップ中に体験した仕事の特徴、受け入れ先のサポート体制、本人が有

する社会的スキルの度合が 2 つの行動を促す要因であるとした。 

さらに、効果的なインターンシップ教育の取り組みを検証した研究として松尾（2015）

は、社会人基礎力を用い、就職や採用を前提とした就業体験に留まらないインターンシッ

プのより効果的な教育プログラムを提示している。まず事前教育で社会人基礎力の意義を

伝え、つぎに研修で社会人の働き方を観察し具体的に理解する、最後に事後教育において

学生の日常生活のなかで社会人基礎力を向上させるために目標を策定させるものである。

つまり、社会人基礎力を結節点として、インターンシップの事前教育、現場研修、事後教

育、一連の流れのもとにインターンシップを発展させることができると述べている。さら

に、インターンシップのプログラムから教育効果を検討した酒井（2015）は、職業観の育

成については、事前授業におけるグループデイスカッションによる効果が大きいことを明

らかにしている。学修への意識向上に関しても同様の結果となった。しかし、インターン

シップ経験による学生の気づきを大学の学びに結び付けるのが課題としている。さらに、

インターンシップの実体験は、職業観の育成や大学での学びよりも能力不足の明確化など、

もっと身近な課題への気づきをもたらすと述べている。プログラム全体の目標や準備段階、

現場、振り返りなど、それぞれの役割を明確にすることが効果的であるとしている。 

 これらの研究は、インターンシップの経験による教育効果や大学での学びに対して、ど

のように大学生の意識が変化するのか、また、キャリア意識への影響やインターンシップ

を介しての能力の伸長を検討している。しかし、キャリア発達課題をどのように解決して

いくのか、どのような要因が影響するかについては不十分であると考えられる。また、対

象者のほとんどが高学年に集中しているため、研究結果が、「就職（採用）」に関する能力

の向上など狭い範囲での検討で終わっている。つまり、キャリア発達の探索段階における

初期の段階が見落とされているという大きな盲点であり、そこに焦点をあてる必要がある

と考える。 
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表 3-1 主な国内のインターンシップ先行研究 1 

(インターンシップの教育的効果についての研究) 

著者 目的 対象者 結果 

亀野 
（2004） 

インターンシップ
の教育的意義や今
後の課題について
検討 

大学生工学系
とそれ以外の
学生 192 名 

インターンシップの参加目的が就職を念
頭においている。また、参加目的別達成度
においても就職に関する事項は高く、学習
に関する事項は低い結果となった。 
 

尾川・甲原 
（2015） 

短期学外インター
ンシップの教育効
果 

短期インター
ンシップに参
加した大学生 1
～3年生 32名 
 

インターンシップの経験が自己・学び・職
業生活を関連付け、能力観に変化が見ら
れ、実践的な活動への積極性が育成され
る。 

河野 
（2011） 

大学ならではの知
や認知面の能力・
スキルの獲得にイ
ンターンシップが
どのような効果が
有る検討 

文系インター
ンシップ経験
者と未経験者
225名 
（3年以上の回
答者計 98名） 
 

インターンシップ経験者は、インターンシ
ップに対し、非日常体験や就職面などの功
利的な面の期待が大きい。また、専攻の関
わりは大きいが、大学での学びにフィード
バックされていない。 

三浦 
（2016） 

インターンシップ
の教育効果につい
て、「学習意欲向上
効果」と「就業意
識向上効果」を実
証分析 
 

インターンシ
ッププログラ
ム受講生２～
３年生 

インターンシップ受講後、成績が向上した
かは明確ではないが、受講後３年前期の学
力に影響が合った。また、インターンシッ
プ経験者のほうが、進路決定率高いことが
明らかになった。 
 

須永・斎藤・
柳澤 
（2015） 

地域ミッションイ
ンターンシップ
（PBL 型）による
受講生の参加前と
後での成長の効果
検証 
(PROG:ジェネリッ
クスキル測定と学
生成長を支援する
プログラム) 
 

「地域ミッシ
ョンインター
ンシップⅠ」受
講１年生 16 名 

学生は自己評価ではすべての項目で成長
を感じていた。学生自身が目標項目を明確
にして取組み、活動後に自己について見つ
め直し、今後の課題確認への結び付けが効
果的であった。PROGの対人基礎力を構成
する「対人基礎力」と「協働力」の伸びが
最も高かった。 

櫻木・大倉・
岩佐 
（2016） 
 
 
 

長期インターンシ
ップにおける学生
の性格 5 因子、レ
ジリエンス、キャ
リア・レディネス
の 3つの次元で学
生の変化を測定
し、また、促進す
る実習内容を分析 
 

長期インター
ンシップを必
修科目として
履修している
２年生 73名 
 
 
 

長期インターンシップが与える教育効果
は、外向性や協調性、行動力や問題解決志
向、さらに統御性などのより社会との相互
作用に即した次元において現れる。また、
職業意識に関して効果が確認された。さら
に、実習内容に関しては、タスク多様性が
正の影響、実習で回る部署数の多さが負の
影響を与える結果となった。 
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表 3-2 主な国内のインターンシップ先行研究 2 

(インターンシップと大学生の職業意識についての研究) 

著者 目的 対象者 結果 

古田 
（2012） 

インターンシップ
経験とサークル活
動が就職活動生の
キャリア適応力に
及ぼす影響 

就職活動中の
大学・大学院生 
回収数 354票 

サークル活動に注力した者より、注力しな
かった者においてインターンシップ経験
のキャリア自信に及ぼす影響が大きい。ま
た、学生時代の諸活動に対する注力度が、
キャリア自信に正の影響を及ぼす。 
 

真鍋 
（2010） 

「日常業務型」と
「課題設定型」２種
類のインターンシ
ップの経験による
社会人基礎力の伸
長と、就職活動への
活用状況の分析 
 

「日常業務型」 
3 年生 52 名 
「課題設定型」 
2.3年生 22名 

「社会人基礎力伸長調査」では、双方にお
いてインターンシップ経験前後で伸長の
結果がでた。「就職活動への活かし方調査」
では、活かし方にそれぞれ違いが見られ
た。 

松山・飛田 
（2008） 

職業レデイネス尺
度を用い、インター
ンシップ体験が学
生の職業意識に及
ぼす変化 

大学 3年生 
472名 
 

職業レデイネスを高めるためには、「実務
型」のインターンシップが効果的である。
また、インターンシップを体験する中で自
己概念の形成を行った学生は、職業レデイ
ネスをより高める。 
 

高良・金城 
（2001） 
 

職業レデイネスお
よび進路選択に対
する自己効力感を
指標とし、インター
ンシップ前後の就
業意識の変化を検
討 

3 大学の大学 
3 年生 398名 

インターンシッププログラムへの関与や
満足が、職業レデイネスや進路選択に対す
る自己効力感に促進的な影響を与えてい
る。 

見舘・関口 
（2014） 

ネットワーキング
行動、プロアクティ
ブ行動を分析し、イ
ンターンシップの
参加前の授業、事前
学習との連携を踏
まえたデザインの
改善 

インターンシ
ップ科目を受
講した大学生
252名 
 

インターンシップ参加中、社員や他の参加
者とのネットワークを積極的に作ること
を事前学習で指導することが重要。 
企業に対し、従業員・他の参加者との交流、
与える課題も自由度が高く、複雑で困難な
ものを依頼することが重要であるとされ
る。 
 

松尾 
（2015） 

就職や採用を前提
とした就業体験に
留まらないインタ
ーンシップの意義
を検討 

インターンシ
ップに参加し
た学生 83名と
インターンシ
ップ科目受講
生 368名 

事前教育で社会人基礎力の意義を伝える
ことが必要。さらに社会人の働き方を観察
し、身に付けるべき具体的内実を理解し、
研修の事後教育において学生生活へ接合
される。 

酒井 
（2015） 
 
 

インターンシップ
のプログラムから
職業観の育成、学修
意欲の向上を検討 

インターンシ
ップの科目履
修生 
（２年生から
履修可能） 

事前授業において、グループデイスカッシ
ョン・グループワークにより職業観、学修
意欲への効果があった。しかし、インター
ンシップの体験では、身近な課題への気づ
きがあることが分かった。 
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第 2 節 海外のインターンシップ先行研究 

 

 続いてここからは、海外のインターンシップ先行研究を概観し、その問題点を指摘する。

海外においてもインターンシップの研究は多く存在する。しかし日本と比べると、インタ

ーンシップの教育的効果に関する研究は少なく、むしろ採用に対するインターンシップの

効果を捉えており、インターンシップを経験した学生への影響、メリットやデメリット、

インターンシップとキャリア開発についての研究がみられる。こうした違いは日本と海外

において、インターンシップに対する捉え方に差異があると考えられる。よってここでは、

比較的多く研究されている「大学生にとってのインターンシップの効果」と「インターン

シップとキャリア開発」についての先行研究を取り上げる。 

 

1. 大学生にとってのインターンシップの効果 

 まず、Knouse, Tanner, and Harris (1999) は、大学の経営学部卒業生 1117 名を対象に、 

卒業時と 6 か月後の 2 時点でアンケート調査を行い、インターンシップ経験者と未経験者

を比較検討した。その結果、インターンシップは、大学在学中の能力を向上させる、また、

卒業と同時に仕事を獲得する機会を高めることの両方に関連性があることが明らかになっ

た。さらに、インターンシップは、学生が在学中にタイムマネジメント、コミュニケーシ

ョン能力、自制心、高い自発力、自己概念など、履修能力を高めることが出来るスキルを

向上させる支援となることが分かった。その上、インターンシップの経験は、学生が仕事

の情報を直接収集する、就職先として候補にあげている企業に対して良い印象を与える、

就職活動に自信が持てる、職業の価値観を磨く、社会的スキルを強化するといったことが

実現可能となる。また、これらは就職の面接試験において有利となると述べている。さら

に、インターンシップ経験者は未経験者より、卒業してすぐに仕事に就いていることが明

かになった。 

 つぎに、大学のマーケテイング学部におけるインターンシップの効果を検討した Weible 

and McClure (2011) は、大学のビジネススクールの学部長、副学部長、教職員にアンケ

ート調査を行い 180 の大学から回答を得た。今までは、大学のマーケテイング学部におい

て、インターンシッププログラムの支援による効果の評価は、大部分が疎かにされてきた。

しかしながら、今回の調査結果では、マーケテイング学部におけるインターンシッププロ

グラムは、学生が授業に臨む態度が向上することにより、クラスルームのデイスカッショ

ンが上達することが分った。また、大学の入学者数の増加や、学部の評価をさらに良くす
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るなどの効果を得ることが明らかになった。さらに、インターンシップ生は、インターン

シップ未経験の学生と比べると、高い給料、より良い地位で優れた組織によって、すぐに

採用されることが示唆されている。  

 また、ビジネススクールのインターンシッププログラムにおける大学生の期待について

検討した Cannon and Arnold (1998) は、大学生は、より実践的なインターンシッププ

ログラムを選んでおり、さらに、大学の学修効果の向上の手段ではなく、新しい仕事の市

場における競争上の優位性を得る手段として考えているのである。つまり、大学生は、イ

ンターンシップを初めての仕事を獲得するためのツールとして捉えている。よって、ビジ

ネススクールは、インターンシッププログラムの戦略的焦点が、今日の雇用市場の現実と

大学生がプログラムに何を期待しているのかを反映させるようにしなければならない。ま

た、インターンシッププログラムの改善のための資金の配分、学生の参加を促すことを熟

考する必要があると指摘している。 

Vèlez and Giner (2015) は、データベース検索した査読論文から、インターンシップ

プログラムに関連のある 57 の論文を選別して分析を行い、学生、雇用主、高等教育機関

に対してのビジネスインターンシップの多様な効果を検討している。まず、学生に関して

は、仕事や社会的能力が高まり、キャリアパスの決定を支援するなど卒業後の雇用の機会

を拡充させている。つぎに雇用主に関しては、採用のコストが抑えられ、手ごろな報酬で

学生の新たな能力の効果を得られることができ、さらに、大学とのより強い連携が利益に

つながるとしている。最後に大学などの高等教育機関に関しては、入学希望の学生を惹き

つけることができ、大学の評価や知名度を高めることができるなどの有効性があることを

明かにしている。 

さらに、海外において会計学教育としてのインターンシップが増加している中、会計学

修士課程の大学院生を対象とした Hart, Kremin and Pasewark (2017) は、 会計監査の

インターンシップが、学生の組織コミットメントと職業コミットメント、公会計において

長期で働く意思へ与える影響を検討した。特定の事務所におけるインターンシップ経験の

中で、繁忙期などによる仕事の増加が、組織コミットメントと職業コミットメントを低下

させることが分かった。一方で、やりがいのある仕事の割り当てやインターン生にとって

望ましい仕事仲間との環境が、組織コミットメントと職業コミットメントを高める要因で

あることが分かった。 

 また、シンガポールの大学における会計学部生のインターンシップの効果を検討した

Beck and Halim (2008) によると、学生は、インターンシップの経験により適応能力、自
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己効力感などの対人スキルや、緊張状態の中で働くこと、コンピュータースキル、授業の

学習への適応、リーダーシップなどの個人的スキルの習得を学習効果として認識している

ことが分った。また、これらの能力は、インターンシップの経験を内省するために業務日

誌を完成させることで促進されている。さらに、インターンシップは学生にとって、会計

士の仕事が適正かどうかを判断するときの支援となり、社会へ移行する準備として学生を

社会に適合させることが明かになった。 

  

2. インターンシップとキャリア開発 

 Beenen and Mrousseau (2010) によると、一般的に米国の大学における MBA のインタ

ーンシップは、経営に関する能力のトレーニングや MBA の学生を採用することに活用さ

れており、その効果については見落とされがちであると指摘している。彼らは、MBA イ

ンターンシップ生の学び、採用の承諾への意志とインターンシップの明確な目標、個人の

自律性と仕事経験との関係性を調査した。その結果、現場の監督者が、インターンシップ

の職務活動を完了させるのに必要とされるスキルと業務内容、さらに明確な目標を設定す

るなど、うまく構築されたインターンシッププログラムには効果があることが分った。さ

らに、個人が仕事に対してどれくらい自律性があるのか、仕事内容の見直しを行うことが

できるのか、また、フィードバックを必要とするのかなど、これまでの仕事経験を考慮す

るべきであると述べている。 

つぎに、大学生の仕事の期待と現実のギャップを縮めるインターンシップのあり方につ

いて検討した Barnett (2012) は、インターンシップは、学生にとって社会人への移行を

円滑に行うための予期的社会化として役に立っていることを明らかにした。また、ビジネ

ススクールにおけるキャリア開発担当者や教員は、ビジネスカリキュラムの一部として、

学生に自信を与えるインターンシップをもっと積極的に取り入れるべきであると指摘して

いる。その理由として、雇用主は、新卒者に対してコミュニケーションスキルなどが不足

していることを不満に思っているが、多くの学生たちは、ソフトスキルについての指導は

ほとんどされないまま卒業するため、仕事へのトランジションがさらに難しくなると述べ

ている。 

 また、O’Brien and Janssen (2005) は、行政の管理職を目指す女子学生のキャリア開発

としてのインターンシッププログラムを検討した。あらゆる行政のトップ管理職の地位は

男性が多く、女性はアソシエイトレベルやトップ管理職を支援する役目に就く状況にある。

しかし、インターンシップの経験は、新しいスキルや「ガラスの天井」を通り抜け、昇進
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するためのネットワーキング能力を学ぶ機会を提供していることが分った。さらに、管理

職になりたいと切望する女性を支援することが出来るとしている。インターンシッププロ

グラムで重要なことは、インターン生の役目を明確にし、管理者はインターン生のメンタ

ー（管理者）としての役目を果たす、メンター（管理者）とメンティー（インターン生）

とのコミュニケーションの時間を作る、過去のインターン生によるピアサポートグループ

が支援するといったことなどを挙げている。 

さらに、Swanson and Tomkovick (2012) は、マーケテイング学部のインターンシップ

における学生の価値やインターンシップ提供者との関係性を明らかにした。まず、学生と

インターンシップ提供者の見解には大きな差異があることが分った。インターンシップ提

供者は、インターンシップにとってより重要な影響を及ぼすものとして、職場環境、イン

ターンシップ生の管理、明確な学びの目標を評価するなどを挙げている。一方で、学生は、

技能の開発、キャリア機会の増加、インターンシップ全体の魅力の項目が高い結果となっ

た。これらのことから、インターンシップ提供者は、インターンシップを定着させるよう

に再検討する過程において、インターンシップの構造上の側面に焦点を合わせることが重

要であるとしている。 

 Brooks, Cornelius, Greenfield and Joseph (1995) らは、インターンシップの経験と大

学４年生のキャリア開発との関係性を検討した。インターンシップの経験は、自己概念の

結晶化との関連が高い度合いで示されたが、職業の情報量、自己効力感、職業決定状態、

職業コミットメントとの関連は示されなかった。その上、職務特性のフィードバック、タ

スクの多様性、その他を関連付ける機会が、最終的にキャリア開発の構成を変化させるこ

とに関連していることが明かになった。これらの結果は、専門的なカウンセリングやイン

ターンシップを手配する管理者、さらに学生にとっての就業体験に対して非常に有益にな

る可能性がある。また、大学生は、タスクの多様性や他者からのフィードバック、その他

の能力を関連付ける機会などキャリアに関連した経験を探し出すことができるとしている。

よって、キャリア開発の重要な側面としての助言や支援をもたらすこととなると述べてい

る。 

 最後に、大学のマーケテイング学部においてのインターンシップの研究として Divine, 

Linrud, Miller and Wilson (2007) は、必修科目としてのインターンシッププログラム

の効果を明らかにした。インターンシッププログラムを必修科目にすることで多くの効果

を得られるが、特に平均以下の成績、対人能力が不足している学生たちは、仕事場の厳し

さを捉え社会の現実を把握することにより、大学に戻った際、以前よりも真面目に勉強す



39 

 

る意欲が引き出されることが分かった。よって、成績の低い学生は、インターンシップの

ような実習経験により最大の効果を得られることが分かった。また、必修科目としてのイ

ンターンシップは、学生がネットワーキング行動やその他の活動を早めに従事することを

促し、最も効果のある経験をもたらすことが分った。また、学生は、キャリア開発につい

て早くから考え始め、その結果として、学生の市場価値を高め、就職率が高くなることが

示された。  

 これらの研究では、インターンシップの経験により、学生の職業スキルの習得、大学授

業の学習能力の向上、また、将来の職業選択への支援などに効果があることが挙げられて

いる。さらに、大学や企業の立場から、より有効なインターンシップのあり方を検討して

いる。一方で、日本と異なる点として、海外のインターンシップは、研究対象者が MBA

やビジネススクール、マーケテイング学や会計学を学んでいる学生が多いため、その他の

大学生のインターンシップ経験の影響を検討した研究は非常に少ない。つまり、サンプル

に偏りがあり、研究結果が大学生全般に当てはまるかは妥当性において低くなると考える。

さらに、海外のインターンシップは採用の要素が多いため、インターンシップ後の採用へ

の影響や企業の雇用主にとっての利点などについての検討が多く行われている。 
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 表 3-3 主な海外のインターンシップ先行研究 1  

(インターンシップの効果についての研究) 

著者 目的 研究対象者 結果 

Knouse, 

Tanner, and 

Harris  

(1999) 

インターンシップ
と大学の成績とそ
の後の雇用機会と
の関係性を検討 

大学の経営学部
卒業生 1117 名 
インターンシッ
プ経験者と未経
験者の比較 

インターンシップ経験者と未経験者を
比較した結果、インターンシップは、タ
イムマネジメントやコミュニケーショ
ン能力など学生の履修能力を向上させ
る。また、インターンシップ経験者は、
未経験者よりも卒業と同時にすぐに仕
事を見つけている。 

Weible, 

McClure 

（2011） 

大学のマーケテイ
ング部におけるイ
ンターンシップの
効果を明らかにす
る 

大学のビジネス
スクールの学部
長、副学部長、
教職員にアンケ
ート調査 

大学のマーケテイング学部におけるイ
ンターンシップの効果は、大部分が疎か
にされてきた。調査の結果、インターン
生は、そうでない学生と比べてすぐに採
用され給料や地位も高い。また、入学者
数の増加や学部の評価をよくするなど
の効果も明らかとなった。 
 

Cannon and 

Arnold 

(1998) 

 

 

 

ビジネススクール
の大学生がインタ
ーンシップに期待
することを分析 

3 つの大学のマ
ーケテイング専
攻の大学生 164
人 

大学生は、インターンシップを初めての
仕事を獲得するツールとして捉えてい
る。よって、ビジネススクールは、イン
ターンシッププログラムにおいて、雇用
市場と大学生がプログラムに何を期待
しているのかを反映されるようにしな
ければならない。 
 

Vèlez and 

Giner(2015) 

データベース検索
した査読論文から
抽出した論文を分
析し、学生、雇用
主、大学にとって
のビジネスインタ
ーンシップの効果
を検討 

データベース検
索した査読論文
360からインタ
ーンシッププロ
グラムに関連あ
る論文 57編 

ビジネスインターンシップは、学生にと
っては、卒業後の雇用機会を広げ、雇用
主は、採用コストが抑えられ、大学との
連携が出来る。また、大学は、将来性の
ある学生を惹きつけ、知名度を上げるこ
とが出来ることが示された。 

Hart, 

Kremin and 

Pasewark 

(2017) 

繁忙期の公認会計
事務所におけるイ
ンターンシップに
参加した大学院生
の組織コミットメ
ントと職業コミッ
トメントへの影響
を検討 

大手の会計事務
所のインターン
シップに参加し
た会計学修士課
程の大学院生
127名 
 

インターンシップにおいて、やりがいの
ある仕事の割り当てや望ましい仕事仲
間との環境が、組織コミットメントと職
業コミットメントとを高めることが示
された。また、インターンシップを経験
することで、公認会計士として長期で働
こうとする意思を持つことが分かった。 

Beck and  

Halim 

(2008) 

 
 
 
 
 

シンガポールの大
学の会計学部生の
インターンシップ
の経験による職業
スキルと会計専門
職としての期待値
などの効果を検討 

8 週間のインタ
ーンシップを経
験した会計学部
の大学生 250名 

会計学部の学生は、インターンシップの
経験で、個人的スキルと対人的スキルを
学ぶことを認識している。さらに、会計
専門職としての職業スキルや適切な見
通しを持てることを学んでいることが
分った。 

 



41 

 

表 3-4 主な海外のインターンシップ先行研究 2 

(インターンシップとキャリア開発についての研究) 

著者 目的 対象者 結果 

Beenen and  

Mrousseau 

(2010) 

 

 

MBA インターン
シップのトレーニ
ングや採用以外の
効果を検証 

ビジネススク
ー ル 3 校 の
MBA インター
ンシップ生 

MBA インターンシップにおける明確な目
標、個人の自律性、以前の職務経験を考慮
した職務活動を完了させるのに必要とす
るスキルと業務内容などの設定が重要で
あることが分った。 
 
 

Barnett 

(2012) 

 
 
 
 
 

仕事への期待と現
実のギャップを狭
めるためのインタ
ーンシップのあり
方を検討 

卒業のための
インターンシ
ップを修了し
たビジネスス
クールの学生
65 人 

コミュニケーションなどのソフトスキル
を習得するインターンシップは、ビジネス
スクールにおいて、大学から社会への円滑
な移行のために役立っていることが分っ
た。キャリア開発のプログラムとして、積
極的に取り入れるべきと述べている。 
 
 

O’Brien and 

Janssen 

(2005) 

 
 
 
 

女性が行政の管理
職に就くためのス
キルや能力を学べ
るインターンシッ
ププログラムを検
討 

総合大学の過
去 10 年間の行
政のインターン
シップに参加し
た女子学生の
データ 

女性が行政の管理職に就けるため、キャリ
ア開発としてのインターンシッププログラムを
検討した。メンター（管理職）としての役割を
明確にし、メンティ－（インターン生）とのコミ
ュニケーション、また、以前のインターンシッ
プ生によるピアサポートグループの支援が
重要であることが分った。 
 
 

Swanson 

and 

Tomkovick 

(2012) 

 

 

マーケテイング学
部のインターンシ
ップンを学生と提
供者からの視点で
分析 

インターンシ
ップ提供者 140
人とインター
ンシップ生 336
人 

インターンシップ生と提供者の間には、イ
ンターンシップの重要な項目に差異がみ
られた。インターンシップを定着させるた
めには、インターンシップの構造上の側面
に焦点を当てることが重要であるとして
いる。 
 

Brooks, 

Cornelius, 

Greenfield, 

and Joseph 

(1995) 

 

 

 

大学 4 年生のキャ
リア開発とインタ
ーンシップ経験の
関係性を明らかに
する 

大学のキャリ
アサービスオ
フィスを利用
した大学 4 年
生 165人 

インターンシップの経験は、自己概念の結
晶化との関連が高い度合いで示されが、職
業の情報量、自己効力感、職業決定状態、
職業コミットメントとの関連は示されな
かった。 

Divine, 

Linrud, 

Miller, and 

Wilson 

(2007) 

 

大学のマーケテイ
ング部における必
修科目としてのイ
ンターンシップの
効果を明らかにす
る 

マーケテイン
グ学部、学生、
インターンシ
ップを提携し
ている雇用主 

大学のマーケテイング学部における必修
科目としてのインターンシップの効果は、
特に平均以下の学生の学習意欲に大きな
効果があることが分かった。さらに、ネッ
トワーキング行動や他の活動も早めに従
事することで、学生の市場価値を高める効
果があることが分かった。 
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第 4 章 大学生のキャリア発達課題 

 

 本章では、生涯発達心理学における大学生のキャリア発達課題について概観する。日本

のインターンシップはキャリア教育の一環として推進されてきたが、インターンシップの

研究において、キャリア発達研究の視点は今まで見落とされてきた部分であり、十分に考

慮してこなかった。よって、大学生の年齢が、スーパーのライフ・ステージ理論、ならび

にエリクソンのライフサイクル理論の中でどのように位置づけられているのか、どのよう

なキャリア発達課題があるのかをみていくことが探究すべき重要な領域であると考える。 

 

第 1 節 キャリア発達理論 

  

1. スーパーのライフ・ステージ理論 

 スーパー（Super, D.E.）は、キャリア発達に役割と時間の考え方を取り込み、それに影

響を与える決定要因とその相互作用を含む包括的概念として、ライフ・スパン、ライフ・

スペースの 2 つの次元を持つライフ・キャリア・レインボーを提唱した。人は、ライフ・

スパンとライフ・スペースという 2 つの次元の交点の中で生きており、ともに個人の現在

の位置づけを認識する座標として、個人のキャリアの方向性を計画するのに役立てること

ができる（渡辺 2007、p.38）。また、スーパーは、「キャリアとは、『一生涯を通して個人

によって演じる一連の役割とその組み合わせである』と定義している。多くの人々が一生

涯に経験する主な 9 つの役割とは、『子供』、『学生』、『余暇をすごす者』、『市民』、『労働

者』、『配偶者』、『専業主婦』、『親』、『年金生活者』である。つぎに、役割を演じる生活空

間としての 4 つの舞台は、『家庭』、『地域社会』、『学校』、『働く場』である。個人は生涯

を通して、これらの舞台で複数の役割を演じており、その結果、その人ならではの人生、

つまりキャリアを構成している」と述べている（Super 1980、渡辺 2007 pp.38-39）。 

さらに、キャリア発達を人間の発達と関連付け、ライフ・ステージを「成長・探索・確

立・維持・解放」の 5 つの段階に分類した。（1）成長段階（0～14 歳）は、身体的発達、

自己概念の形成を主として、自己の興味・関心・能力等に関する研究を行う発達段階であ

る。仕事に関する空想、欲求が高まり、職業世界への関心を寄せる時期でもある。（2）探

索段階（15～24 歳）は、いろいろな分野の仕事があること、そのための必要条件を知り、

自己の興味・関心などに合わせ、ある特定の仕事に絞り込んでいく段階である。その仕事

に必要な訓練を受け仕事に就く段階である。（3）確立段階（25～44 歳）は、キャリアの



43 

 

初期の時期で、特定の仕事が定着し、責任を果たし、生産性を上げ、その仕事に従事し、

職業的専門性が高まり、昇進する段階である。（4）維持段階（45～64 歳）は、確立した

地位を維持し、さらに新たな知識やスキルを身に付けその役割と責任を果たす時期である。

キャリア上の成功を果たすことができれば、自己実現の段階となる。この時期の最後には、

退職後のライフキャリア計画を立てる。（5）解放段階（65 歳以上）は、有給の仕事から離

脱し、新たなキャリアライフを始める。地域活動、趣味、余暇活動を楽しみ、家族との交

わりの時期である。 

大学生の年齢と合致する段階は探索段階（15～24 歳）であり、いろいろな分野の仕事が

あること、そのための必要条件を知り、自己の興味・関心などに合わせある特定の仕事に

絞り込んでいく段階である（寿山 2012）。各段階における発達課題は、表 4-1 に示す通り

である。渡辺は、「個々の主要なライフ・ステージにおける課題は、複数の主要な発達的課

題の連続として描写される」と述べている（渡辺 2007、p.41）。 

 

表 4-1 キャリア発達諸段階と発達課題 

発達段階 発達課題 

成長段階（0～14歳） 
どのような人なのかについて考えを発達させる。 

仕事世界への志向性や働く意味の理解を発達させる。 

探索段階（15～24歳） 

職業的好みが具現化される。 

職業的好みが特定化される。 

職業的好みを実行に移す。 

現実的な自己概念を発達、より多くの機会についていっそう学ぶ。 

確立段階（25～44歳） 

希望する仕事をする機会を見つける。 

他者との関わり方を学ぶ地固めと向上。 

職業的地位の安定を築く。 

永続的な地位に落ち着く。 

維持段階（45～64歳） 

自らの限界を受容する。 

働き続ける上での新たな問題を明らかにする。 

本質的な行動に焦点を当てる。 

獲得した地位や利益を保持する。 

解放段階（65歳以上） 

職業外の役割を開発する。 

よい退職地点を見出す。 

常々やりたいと思っていたことをやる。 

労働時間を減らす。 

出典：「キャリアの心理学」渡辺（2007）p.42-43から抜粋 
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2. エリクソンのライフサイクル理論 

 エリクソンは、人間の実存は相互に補完し合う 3 つの体制化過程、すなわち、身体を構

成する器官系を階層的に体制化する生物学的過程、自我統合によって個人的経験を体制化

する精神的過程、個々人の相互依存性を文化的に体制化する共同的過程、以上 3 つの相互

関係を基礎として、個人の全生涯にわたる発達段階について述べている。さらに、人間の

生涯を発達に関する 8 つの段階に分けられ、各年齢段階に応じた固有の発達課題と危機が

存在するとしたライフサイクル理論を提唱した。青年期の課題は、「アイデンティティ（自

己同一性）」を確立する事である（表 4-2）。危機とは、特定の段階にある人は、ある特定

の要素に特に敏感で、それゆえに自我のある特定の能力を発達させる契機となることもあ

れば、それが引っかかりとなってしまって、その能力の未発達を実感させられることにな

るかもしれない。その境目が、危機だということである（Erikson, E.H. 訳 西平・中島 

2001、星 2011）。さらにエリクソンは、青年期について以下のように述べている。 

 

青年期とは、子ども期（乳児期～青年期）の最後の締めくくりとなる段階である。し

かし、青年期の発達過程は、その個人が子ども期の同一化を新しい種類の同一化に従属

させた時に、初めて最終的に完結する。この新しい同一化は、社会性を身に付け、同じ

年代の若者たちと共に、その間で競争的な徒弟期間を過ごす中で達成される。そこには

子ども期の陽気な遊び心や若者特有の実験的な熱意といった特徴はもはや見られない。

それらの同一化は、恐ろしいほどの切迫感を伴って、若い人々に選択や決心を強制する。

そして、その選択や決心はますます緊迫感を強め、より決定的な自己定義・撤回できな

い役割パターン、さらには、人生へのコミットメントに若者を導く。この場面で、若者

やその若者が属する社会が試すべき課題は恐ろしく大きい。各個人や各社会において、

青年期の持続期間・激しさ・儀式化が大きく異なることは当然である。社会は、個人の

求めに応じて子ども期と大人期の間に心理・社会的なモラトリアム（社会的猶予期間）

を提供し、この期間中に内的アイデンティティの永続するパターンが、相対的に完成す

るよう予定されている。 

この期間に個人は、自由な役割実験を通して、社会のある特定の場所に適所を見つけ

る。適所を見つけることによって、若者は内的連続性と社会的斉一性の確かな感覚を獲

得する。この感覚が、子どもだった時の自分とこれからなろうとしている自分との間の

橋渡しをし、自分について自分が抱いている概念と属している共同体がその人をどう認

識しているのかを調和させるのである（Erikson, E.H. 訳 西平・中島 2001,pp.124-125）。 
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表 4-2 心理・社会的危機 

老年期

Ⅷ 

       統合 

対 

絶望、嫌悪 

英知 

成人期

Ⅶ 

      生殖性 

対 

停滞 

世話 

 

前成人

期Ⅵ 

     親密 

対 

孤立 

愛 

  

青年期

Ⅴ 

    同一性 

対 

同一性混乱 

忠誠 

   

学童期

Ⅳ 

   勉強性 

対 

劣等感 

適格 

    

遊戯期

Ⅲ 

  自主性 

対 

罪悪感 

目的 

     

幼児期

初期Ⅱ 

 自律性 

対 

恥、疑惑 

意志 

      

乳児期

Ⅰ 

基本的信頼

対 

基本的不信 

希望 

       

出典：「ライフサイクル、その完結」E.H.エリクソン/J.M.エリクソン 村瀬・近藤（訳）（2001）p.73 

 

表 4-3 青年期特有の課題 

課題 

（1）猛烈な勢いで強さを増す衝動に対して最も重要な自我防衛を維持する。 

（2）就労の機会のために最も重要な「葛藤なし」の成果（仕事の業績や学業の成績）を確実に得る方法

を学ぶ。 

（3）子ども期の全ての同一化をある種の特別な方法で統合し、同時に社会のより広範な領域から与え

られる役割に従う。 

出典：「アイデンティティとライフサイクル p.125」Erikson, E.H.(著) 西平・中島(訳)（2011）から筆者作成 
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また、若者のアイデンティティ形成については、 

「その若者の斬新的な成長と変化がその人にとって重要な意味を持ち始めた人々にも、

重要な意味を持つという仕方で、一人の人間として機能と地位が与えられる」というこ

とが、若者のアイデンティティ形成にとっては重要なのである。こうした意味における

承認が、青年期に特有の課題に取り組んでいる自我にとっては不可欠なサポートとなる

という点は、精神分析において十分に認識されていない（Erikson, E.H. 訳 西平・中

島 2011,p.125）。 

このように、青年期の課題は、アイデンティティを確立することである。「自分とは何か」

「自分はどのような人間になるのか」と自問自答をして、試行錯誤を繰り返しながら自分

の将来について模索していくのである。この時期に自分の将来像がうまく見つけ出せない

と心理的混乱が起きるのである。いわゆるアイデンティティの危機、アイデンティティの

拡散による不登校、大学生活不適応、アパシー（無気力反応）、ひきこもり、などの様々な

問題が起こりうる。 

 

第 2 節 大学適応問題 

 

先にも述べたが大学生の年齢は、スーパーのキャリア発達理論における探索段階にあた

る。将来に向けて、企業や仕事に関する情報などを収集し、自分の興味や関心のある業界

や職種を選択し、自己概念の発達などの課題を解決していく重要な期間である。低学年、

高学年それぞれに達成しなければならない課題を考察する。 

 

1. 学業の適応問題 

学業の適応問題として下山（1995）は、日本の大学生の青年期後期は、Erikson (1959)

が示した、古典的な青年期後期の状態とは質的に異なる独特なモラトリアム状態にあると

指摘している。日本の大学生の授業や学業に関する意欲低下は、大学という枠内で一時的

に退行し、思春期に達成できなかった仲間関係や異性関係の形成といった青年期前期や中

期の課題を、サークルやクラブなどの課外活動で一時的に試している状態と考える。むし

ろ、大学そのものに関する意欲の低下がみられる場合は、深刻な発達的問題やスチューデ

ント・アパシーなどの心理的障害との関連性が高くなるとしている。よって、授業などの

教育的機能よりも大学という環境が重要な心理的意味を持つとしている。 

大学生における学業の形骸化という問題を、疎外感という心理・社会的側面で捉えた山
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口（2002、2003）は、大学生の学業における違和感や距離感といった認知的感情を「学業

的自己疎外感」と定義し尺度を作成した。学業的自己疎外感には、学部違和感、学業距離

感、時間拘束感、授業疎外感の 4 つの関連し合う領域があり、それぞれ高い信頼性が確認

されている。不適応的な学業態度（授業の欠席や転学・転部意識、退学意識）との関連は、

学業の時間的負担や授業内容の難しさや興味のなさといったことよりも、学業が本人にと

ってどれほど意義があり、重要だと意味づけられているのかが重要であると述べている。

よって、学業活動に自分なりの意味づけをして、コミットしていくことが必要であり、大

学側の支援も不可欠であると指摘している。 

さらに、大学新入生が学業生活適応、学習意欲の喚起をどのように行っているのか変遷

過程を明らかにした溝上（2004）は、大学を学業の場とみなす意識は学生の多くに見られ

ており、学業意欲には、学業の目的を持ちそれを実行していることが重要であるとしてい

る。一方で、学業への積極的な期待や目的がなくとも、大学新入生の授業意欲は低くない

傾向が示された。しかし、入学期から 1 回生後期、2 回生 5 月以降と段階を踏んで低下す

る傾向が見られたとしている。 

このように、大学生における授業や学業に対する意欲低下の状態の多くは、大学授業の

内容に対する興味や意欲の低下を示すことではなく、学生自身が学業生活に意義を見出せ

ないでいる状態のことを示しているのであろう。つまり、学生が学業意欲低下の状態を和

らげるには、学生自身が学業生活に意味づけを行えるような支援や環境が必要なのである。

特に、大学生低学年は、大学入学前に思い描いていた学業生活とのギャップに悩むリアリ

ティショック状態による意欲低下がみられるといわれている。 

 

2. 学業に対するリアリティショック 

 大学生の学業に対する意味づけに着目した半澤（2009）は、大学生が、入学前に抱いて

いた学業イメージと入学後に経験した学業生活のズレを、「学業に対するリアリティショッ

ク」とした。大学には既存のカリキュラムや学業文化が存在し、学生が感じている学業の

ズレを大学側が調節を行うことは事実上困難である。よって、学生と大学の環境との間に

不均衡状態が生じ、この不均衡状態から生じた違和感が学業に対するリアリティショック

であると考えられる。さらに、学業に対するリアリティショックを測定するための尺度を

作成したところ、「教員不満」、「講義内容不満」、「時間束縛感」、「履修不自由感」、「講義水

準不満」の 5 つの下位尺度からなることが明かになった。「教員不満」は、大学教員の教

授法や、教員との関係に対する違和感である。「講義内容不満」は、大学生が求めていた講
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義と、大学が提供した講義の間の齟齬による違和感である。「時間束縛感」は、講義や課題

に取り組まなければならない時間が日々の生活の中で多く占めることである。「履修不自由

感」は、興味や関心の無い講義や専門科目とは異なる講義を受講しなければいけないこと

に対する違和感である。最後に、「講義水準不満」は、大学で学んだ学業の水準が高校まで

の勉強と変わらないものであったことに対する違和感である。特に、「履修不自由感」は、

学業意欲低下との関連が強い結果となった。研究の対象者が大学 1、2 年生のため専門科

目の講義が少なく、学問の意欲を鈍化させている可能性があると述べている。 

さらに半澤（2009）は、大学生の学業に対する意味づけに着目し、学業適応について検

討した。学業を重要なものとして意味づけている大学 1 年生における学業初期適応過程に

おいて、学業に対するリアリティショックとその対処というモデルが生成された。対処行

動として、「専門科目以外の活動の重視」と「将来展望」の 2 つのカテゴリーが存在する

ことが示唆された。「専門科目以外の活動の重視」とは、現在は自分が学びたい内容を大学

で学ぶことが出来ないので、専門科目の学びではなく、それ以外の取り組みで大学生活を

充実させようとする大学生の行動や態度を表したカテゴリーである。また、「将来展望」と

は、現在は自分が学びたい内容を大学で学ぶことは出来ないけれども、それは仕方がない

ことであり、学びたいことはこの先学ぶことが出来るであろうという展望をもつことを表

したカテゴリーとして捉えている。換言すれば、将来期待していた学びに取り組み、目標

に向かっているのであろう自分を想定することで、現在はその学びに取り組めていないと

いう状況を捉えなおそうとするものだとしている。 

 このように、学業に対するリアリティショックの原因の一つと考えられる大学のカリキ

ュラムの構成や学業文化などは、調節することが困難な状況である。よって、多くの大学

生は入学前には学業に対する期待があったが、徐々に授業に対する満足感が低くなると共

に、学業に対する適応感も低下するのであろう。よって、大学生の学業に対する意味づけ

や将来の展望をさらに後押しする環境の提供が必要であるのではないだろうか。 

  

第 3 節 職務探索 

  

竹内・竹内（2010）によると、職務探索行動研究は、主に 2 つの概念を中心に検討が行

われてきている。一つは、就職活動中の個人の自己理解や職業理解、キャリアガイダンス

などのキャリアに対する情報探索活動を意味するキャリア探索行動（career exploration）

に焦点を当てた研究であり、もう一つは、一定期間における特定の職務を探索する上で必



49 

 

要な行動（履歴書やエントリーの送付及び、学校のキャリアセンターの利用など）を、ど

の程度行ったかを指す集中的職務探索行動（job search intensity）に関する研究である。 

キャリア探索とは、職業、仕事、組織についての情報を入手することができる意図的行

動や認識と定義されている。また、キャリア探索過程には、最低 4 つの構成要素が含まれ

ている。それぞれの要素とは、（1）個人がどこで探索するのか、（2）個人がどのように探

索するのか、（3）個人がどれくらい探索するのか、（4）個人が何を探索するのかである。

さらに、個人は、様々な情報源からキャリアの情報を収集することが出来るが、環境と個

人の 2 つの情報源が主要となる。キャリア探索の測定尺度として、Career Exploration 

Survey(CES)が挙げられる。CES は、探索がキャリアの決定やキャリア開発、さらに仕事

満足感、コミットメント、退職などの仕事の結果にどのように作用するかどうか、さらな

る理論の開発と実証研究を目的としている。また、CES は、探索に関する理論、ストレス、

モチベーション、職業選択などを解明する概念の枠組みに基づいている（Stumph, 

Colarelli and Hartman 1983）。 

一方で、安達（2010）は、同尺度はすでに就職活動を開始した者や、活動を終えた者か

ら得た記述をもとに項目が作成されているため、本格的に就職活動を始めていない学生の

探索状況を調べるには不向きだとしている。そこで、キャリア選択の初期段階にある学生

をターゲットにしたキャリア探索尺度（Initial Stage Career Exploration Inventory: 

ISCEI）を作成している。ISCEI の特色は、自己と環境に他者から学ぶという新たな軸を

加えた三側面からキャリア探索を理解できる点である。また、情報収集や他者から学ぶと

いうかたちで、外の世界へ向けて探索を行うことの重要性が示された。 

Harren (1979) は、職務探索と職業的アイデンティティに影響を及ぼすキャリア意思決

定モデルを提唱した。新規参入者のキャリア意思決定について、「気づき（awareness）」、

「計画（planning）」、「コミットメント（commitment）」、「実現（implementation）」の

4 つの段階を提示している。最初の気づきの段階で、就職活動段階での新規参入者（新卒

予定者）が現在置かれている状況下での自己評価を行い、キャリア選択することの重要性

を認識する。計画段階は、探索（exploration）と結晶化（crystallization）の過程の拡大

と低下の交互によって特徴づけられる。自己や環境についての情報探索活動を行うことを

通じて、様々なキャリア上の可能性を考える。その中からキャリア上の選択肢を狭めてい

き、自己の職業についてのアイデンティティを固め高めていく。コミットメントの段階で

は、前段階までに策定された計画にもとづいての具体的な行動と計画の吟味が行われる。

最後の実現段階では、現実が予測できないことはあるものの、就職活動の具体的な結果と
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して、新規参入者に成功感や満足度がもたらされる（竹内・高橋 2010、p.49）。 

 また、キャリア探索は内発的動機づけとの関係も示されている。Robitschek and Cook 

(1999) は、大学生（女性 107 人、男性 98 人）を対象に、Harren (1979) のキャリア意思

決定モデルの「気づき（awareness）」、「計画（planning）」の段階における分析を行った。

特に自己成長主導の高い大学生は、さらに環境探索を行う可能性が高く、より職業的アイ

デンティティを具体化している。また、大学生の自己成長主導は、彼らの環境からさらに

キャリアの情報を収集し、職業の自己概念の成長における成功をもたらす可能性があるこ

とが明かになった。 

 さらに、新規参入者が入社前に行った職務探索行動は、入社時点の職業的アイデンティ

ティを高め、入社時点の職業的アイデンティティが入社 1 年後の職業的アイデンティティ

を規定し、入社 1 年後の職業的アイデンティティが組織適応を促進する。つまり、新規参

入者の職業的アイデンティティが入社前の職務探索行動と組織適応とを結びつける要因と

言える。さらに入社前の職務探索行動は、就職活動の結果ばかりではなく、入社後のキャ

リア発達（組織社会化）に対しても重要な役割を果たす（竹内・高橋 2010）。 

 このように、職務探索行動は、就職活動で内定を獲得するという短期的な行動と捉える

のではなく、職業的アイデンティティを高め、その後の組織適応まで繋がる重要なもので

あることを認識しなければならない。よって、大学 1 年生から自己成長を高め、職務探索

行動を促す支援が必要であると考える。 

 

第 4 節 学校から仕事へのトランジション 

  

 溝上によると、学校から仕事へのトランジション（移行）は、「フルタイムの学校教育

（Full-time schooling）を修了して、安定的なフルタイムの職（Stable-time work）に就

くこと」と定義されると考える。日本で、学校から仕事へのトランジションが一般化した

のは 1960 年代以降のことである。子供が労働から解放され、学校教育を通して職業を選

択し人生を形成するというライフコースが、庶民・農家の子供にまで浸透するようになっ

た。新規学卒者の一括採用、学校の職業紹介・斡旋機能、会社独自の OJT 

(On-the-job-training)、Off-JT (Off-the-job-training) を組み合わせた企業内教育の充実、

日本的雇用システムなどに支えられた日本独自のトランジションが構造化されていった。

しかし、バブルが崩壊し、労働市場や雇用システムが大きく様変わりし、情報化・グロー

バル化が急速に進んだ 1990 年代以降、このような学校教育を終えると同時に安定的なフ
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ルタイムの仕事（正規雇用）へと移行する構造が大きく崩れてしまった。若者の契約・派

遣社員、アルバイト、フリーターなどの非正規雇用の問題は、このような状況に絡んで社

会問題化しているものの一つである。日本ではまさに学校から仕事へのトランジションが

以前のように機能しなくなった状況を問題視して、トランジションに関する研究や支援が

盛んにされるようになっている（中原・溝上 2014、p.65）。 

 中原によると、大学と仕事との接続・移行を扱う研究は、School to work transition（SWT）

研究とよばれている。これまでの多くの SWT 研究においては、「所属する社会階層/進学

した大学と就職・就業機会」などのいわゆる「地位・属性データ」の関連性を問うことに

主眼があった。しかし、従来の研究ではあまり注目されてこなかった点も存在すると指摘

している。いわゆる「地位・属性データ」ではなく、「意識・行動データ」の利用である。

端的には、「どのような意識のうえで、大学生活を過ごし、大学で学んだ学生が、どのよう

な企業に入ってどのようなキャリアや行動をとるのか」を探究することであり、「大学での

経験（意識・行動）」と「企業におけるキャリア・組織行動」の二項関係をよりミクロに問

うことである (中原・溝上 2014、pp.3-4)。 

 大学生活の過ごし方と初期キャリアでの成否との関連を探究した木村（2014）は、大学

生活や就職活動、最初の配属先で成功を収めていた人は、大学生活を振り返った際に、「豊

かな人間関係」を重視した過ごし方をしていた者が多い傾向にあったとしている。多様な

人々との出会いを求め、正課内・正課外での様々な活動に取り組み、そのことに喜びを見

出す学生像が読み取れると述べている。しかし、大学は、学生の正課外での活動や人間関

係にまで踏み込むことは困難である。学生が、社会とのつながりを認識し、自分のキャリ

アを自ら形成することができるように支援することがキャリア教育の目的であるならば、

学生の正課内・正課外活動の両方を視野に入れた支援のあり方を模索することが求められ

ると指摘している。 

 つぎに舘野（2014）は、大学時代に個人が保持している社会的ネットワークが、入社後

の組織適応に対してどのような影響を与えるかについて検証を行った。近年、大学教育で

は、大学の中で同じ学部の学生と学ぶだけでなく、地域や企業に所属している人たちと連

携して学習する方法も増えてきている。これらの学習方法が提供する価値は、学習者が問

題解決を行うというだけでなく、「異質な他者とともに学ぶ」といった「だれと学ぶのか」

という議論に関連するものであるとしている。特に、大学時代の経験を予期的社会化とし

て捉え、人間関係における異質な他者の役割に注目した。調査結果は、豊かな人間関係を

重視する人がもっとも組織社会化していたことが分った。また、異質な他者とつながるこ
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とは、自分の回りのことだけに限らず、さらに広い視野で自分の組織について捉えること

ができる可能性が示唆された。今後、異質な他者との出会いを学びにつなげていくために

は、大学教育において、どのようなデザインが必要にあるかについてもさらに検討してい

く必要があるとしている。 

 さらに、保田・溝上（2014）らは、大学 1、2 年生時の「将来の見通し」が、大学時代

の過ごし方や学習、その後の企業での躍進にどのように影響しているのかを検討した。大

学 1、2 年生時に将来の見通しを持っていることは、自ら学ぶ姿勢や学習に主体的に取り

組む態度に繋がり、影響は小さいながらも組織への適応を促進していた。また、企業での

躍進は、おもに組織要因に規定されるという結果になったが、大学 1、2 年生時にキャリ

ア意識を持つことは初期キャリアにおける組織社会化に直接的な影響を及ぼしていた。よ

って、将来の見通しを現在の生活や行動にまで繋ぐことは容易でなはいが、初年次から意

識させ、かつ実行をともなわせることは、学習にとってもその後の学生のキャリア進展に

とっても大切な事である。大学教育の目的の一つとして、より具体的な将来像を見出せる

よう、学生に計画的かつ実行をともなうキャリア支援を提供することが重要になってくる

と思われるとしている。 

 このように、学校から仕事へのトランジションの研究において、大学生活での人間関係、

地域や企業に所属している人たち（異質な他者）との繋がり、大学 1、2 年生からキャリ

ア意識を高く持つことなどの大学時代の意識や過ごし方などが、組織参入後の初期キャリ

アでの組織社会化や仕事のパフォーマンスに影響を与えることが明かになった。本章では、

大学生のキャリア発達課題として、大学適応問題、職務探索、学校から仕事へのトランジ

ションの研究をみてきた。個人が学校から円滑に社会へ移行を行い、迅速に組織の一員と

して活躍するには、大学生活の早い段階でキャリア意識を高める環境を提供することは、

大学に求められている支援であると言える。では、どのような環境が、大学生が学業に意

味づけを行い、自己成長を高め、職務探索行動を促し、キャリア意識を高めることができ

るのであろうか。 

寿山（2012）は、大学生のキャリア発達段階はスーパーのキャリア発達論における探索

段階（14～24 歳）に当たり、そのことを十分に理解した上でのキャリア教育が必要とされ

る。特に、「キャリアデザイン」「キャリア形成」「インターンシップ」などのキャリア科目

は、その他の教養科目や専門科目よりもキャリア発達を促すと述べている。すなわち、イ

ンターンシップが、大学生のキャリア発達課題を達成するのに効果的な方法の一つと考え

られるであろう。 
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以上を踏まえ、次章から、インターンシップと大学生のキャリア発達課題との関係性を

検討する。まず、研究Ⅰでは、大学生低学年、高学年のインターンシップへの意識・捉え

方について検討を行う。つぎに、研究Ⅱでは、大学 1 年生に着目し、インターンシップに

おいてどのような動機づけタイプに分かれるのか、また、職業決定の状態や学習意欲がど

のように変化するのか検討を行う。さらに、研究Ⅲでは、大学生の自ら学ぶ意欲を高める

要因として、インターンシップにおける職場の他者からの支援に着目し、どのような関連

性や影響があるのか検討する。最後に、研究Ⅳでは、高学年に着目し、1 日インターンシ

ップを経験した者と未経験者とを比較して、就職活動におけるキャリア意識に違いがある

のか検討を行う。 
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第 5 章 大学生低学年と高学年のインターンシップ観について（実証研究Ⅰ） 

 

第 5 章では、大学生低学年、高学年がそれぞれのキャリア発達の課題を取り組むにあた

って、インターンシップの効果的な側面を明らかにする。よって、まず大学生のインター

ンシップへの意識・捉え方について実証的検討を行う。 

 

第 1 節 研究目的 

  

1. 大学生低学年と高学年のキャリア発達課題 

 大学 4 年間は、「自分とは何か」「自分はどのような人間になるのか」と自問自答を行い、

試行錯誤を繰り返しながら、アイデンティティを確立していく時期である。また、この時

期は、キャリア発達における「探索段階」であり、将来の職業選択を導く思考や行動が始

まる重要な時期である。低学年では、いろいろな分野の仕事があることや、そのための必

要条件を知る段階にあたる。さらに、高学年になるにつれて自己の興味・関心などに合わ

せ、ある特定の仕事に絞り込んでいく段階となる。このように、大学生は、1 年生から 4

年生にかけてじっくりと職務探索のプロセスを踏んでいくのである。 

また、第 4 章第 2 節で述べたように、大学生のキャリア発達過程において、低学年は、

高校から大学へのトランジション、大学への適応、学業に対するリアリティショックなど

の課題がある。大学生は、高校生時代の慣れ親しんできた環境から離れ、期待に胸ふくら

ませて大学生活を始める。しかし、一方で大学そのものに関する意欲の低下（下山 1995）、

学業における違和感や距離感といった学業的自己疎外感（山口 2002、2003）、入学前に抱

いていた学業イメージと入学後に経験した学業生活のズレである学業に対するリアリティ

ショック（半澤 2009）などの問題を抱える大学生も多いと言われている。 

つぎに、高学年になると、成人式を迎え大人社会の仲間入りとなる。大学生活において

は、サークル活動の先輩として後輩の世話をする、アルバイトではリーダーとして仕事を

任される、大学の授業では専門科目が増え、将来の職業選択に向けてゼミ活動を選択して

いく。これらを経験しながら自分のキャリアを考え、特定の職業領域に関心を持ち将来設

計を立てていく。このように、高学年では、大人になる不安を抱えながらも就職活動が目

の前に迫り、いよいよ将来に向けての職務探索がより現実的なものとなる。これらのこと

から、大学生低学年と高学年では、それぞれの年齢が抱えるキャリア発達課題が違うと考

えられる。そこで本章では、低学年と高学年の差異に注目して研究を進める。 
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図 5-1 研究Ⅰ「インターンシップ観」 

 

2. インターンシップ観 

 寺田（2014）は、キャリア教育の問題として、職業への準備・移行過程における「実像」

を膨らませることが重要であり、キャリア・職業の世界の認識、キャリアモデルとの出会

いが大切であると述べている。このような意味において、大学生のキャリア発達課題を達

成するのに効果的な方法の一つとして、インターンシップが考えられる。近年、キャリア

教育はその必要性のために、小学生の段階から実施されている。現代の大学生はすでに長

年にわたりキャリア教育や職業教育を受けており、インターンシップに対するイメージや

考えをすでに抱いている。Wanous（1992）によると、個人が組織に参入後、離職せず働

くには、個人の能力と組織が求める能力とのマッチング、個人が求める職場環境と組織風

土とのマッチングが重要であると指摘している。インターンシップに関しては、学生のイ

ンターンシップへの意識・捉え方と大学が提供するインターンシップとのマッチング、学

生が求めるインターンシップと受け入れ企業とのマッチングが重要であると考える。 

そこで本研究では、学生のインターンシップへの意識・捉え方をインターンシップ観と

する。インターンシップにおける低学年と高学年のインターンシップ観を明らかにするこ

とで、大学生がキャリア発達の課題を取り組むにあたって、効果的な支援の方向性がみえ

てくるのではないかと考える。 

 

3. インターンシップへのコミットメント 

さらに、インターンシップへのコミットメントについて述べる。そもそもコミットメン

トには、ある対象に関わり合う、深く関与するなどの意味がある。学生が、インターンシ
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ップに対して、どのようにコミットしようとしているかは、インターンシップ観と強い関

係があると言える。コミットメント研究の中でも、組織コミットメントの研究は盛んに行

われている。石田（1997）は、組織コミットメントからの影響を左右する代表的なモデレ

ータを検討している。その中の一つに、職業イメージが挙げられる。Birnbaum & Somers 

(1986) が行った看護婦を対象とした調査から、職業イメージに合う職務の場合には、組織

コミットメントは高くなり、職業イメージに合わない職務の場合には、仕事への取組みの

低下が予想されるとしている。このことからインターンシップの場合は、学生のインター

ンシップに対しての考えとインターンシップの内容が合う場合は、インターンシップへの

コミットメントも高くなるだろう。逆に、考えに合わないインターンシップの内容の場合

は、コミットメントが低くなるだろう。つまり、学生が抱いているイメージや考えとイン

ターンシップの内容がマッチングしない場合は、満足度が低く学びや気づきが少なくなり、

教育としての効果が薄れると考える。そこで本研究では、組織コミットメントを参考に質

問項目を作成し、インターンシップ観と関わりのあるインターンンシップへのコミットメ

ントを検討していく。 

これらのことから、本研究では、大学生のインターンシップへの意識・捉え方に着目す

る。大学生低学年は、どのような理由でインターンシップに参加するのか、低学年と高学

年のインターンシップ観に違いがあるのか、インターンシップ観と大学授業の学修態度、

インターンシップへのコミットメントとの実証的検討を行う。  

  

第 2 節 研究方法 

 

1. 予備調査 

近畿大学経営学部キャリア・マネジメント学科で、ビジネスインターンシップを受講し

ている 1 年生と 2 年生を対象に予備調査を実施した。科目担当教員の協力を得て、インタ

ーンシップに対しての意識調査を行った。実施時期は、2016 年 4 月 8 日～28 日である。

ベーシックコース前期授業の初日、または 2 回目の授業内で、「インターンシップに期待

すること」と題して自由形式で書いてもらった。1 年生 129 回答、2 年生 102 回答が得ら

れた。表 5-1 は、主な回答結果を表したものである。科目担当教員と協議し、回答結果よ

りインターンシップ観を表していると思われる 10 項目を厳選し、さらに 4 項目を追加し

た 14 問からなる尺度を作成した（表 5-1）。さらに、予備調査より課題は以下の 3 つとし

た。 
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課題 1. 低学年と高学年では、インターンシップ観に違いがある 

課題 2. 低学年の学生ほど学び中心的インターンシップ観が高い 

課題 3. 学修態度が積極的な学生ほど学び中心的なインターンシップ観が高い 

 

 

表 5-1 「インターンシップに期待すること」主な項目 

主な項目 1年生 2年生 合計 

企業で働く意味や社会の仕組みを知る 42 26 68 

社会人としての知識やマナーを学ぶ 48 13 61 

社会（企業）が求める人材を知る 21 0 21 

企業の仕事内容を知る 11 2 13 

どのような職種があるのか、将来つきたい職種をみつける 21 24 45 

将来設計や社会人になった時役立てたい 27 25 52 

就活や職業適性に役立てたい、視野を広げたい 20 18 38 

自分に足らない能力を得るため、長所・短所を知るため 23 18 41 

大学生活の向上、自分の成長のため 30 29 59 

アルバイトで得られない事を経験したい 9 29 38 

注：複数回答を集計                                       筆者作成 

 

 

2. 本調査 

（1）調査対象 

 近畿大学経営学部キャリア・マネジメント学科で、ビジネスインターンシップを受講し

ている 1 年生と 2 年生（回収率 88％）、ならびに、経営学部の経営、商、会計、キャリア・

マネジメント学科の 3 年生と 4 年生（回収率 96％）を対象にアンケート調査を行った。実

施時期は、2016 年 7 月 8 日～23 日である。回答者の属性は、男性が 184 人（57.3％）、

女性が 137 人（42.7％）であった。学年については、1 年生 111 人（34.5％）、2 年生 82

人（25.5％）、3 年生 94 人（29.3％）、4 年生 34 人（10.6％）であった。また、学科につ

いては、キャリア・マネジメント学科 278 人（86.6％）、キャリア・マネジメント学科以

外 43 人（13.4％）であった。 
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（2）分析指標 

インターンシップ観 

予備調査の回答結果ならびに、科目担当教員との協議によりインターンシップ観を表し

ていると思われる項目を厳選し、14 項目からなる尺度を作成した（表 5-2）。「非常にそう

思う」から「全くそう思わない」までの 5 点尺度で回答してもらった。 

 

大学授業の学修態度 

インターンシップ観の有効性を測定する指標として、大学授業の学修態度について尋ね 

た。学修態度を尋ねる尺度は、畑野（2011）の「授業プロセス・パフォーマンス」尺度 9

項目を用いた（表 5-3）。「非常にそう思う」から「全くそう思わない」までの 5 点尺度で

回答してもらった。 

 

インターンシップに対するコミットメント 

 同じくインターンシップ観の有効性を測定する指標として、インターンシップに対する

コミットメントについて尋ねた。インターンシップに対するコミットメントを尋ねる尺度

は、組織に対するコミットメントを参考に独自に作成した（表 5-4）。「非常にそう思う」

から「全くそう思わない」までの 5 点尺度で回答してもらった。 

 

属性変数 

 本研究では、性別、学年、アルバイト経験の有無も変数とした。 

 

第 3 節 結果 

 

 まず、インターンシップ観を測定する項目の因子分析を行い、因子の抽出には最尤法を

用いた。固有値 1.0 で因子の抽出を打ち切ったところ 2 因子を得た。さらにプロマックス

回転を施した後、他の因子との整合性を勘案し、因子負荷量が .35 以上の項目を取り上げ

たところ、第 1 因子は 11 項目、第 2 因子は 3 項目となった（表 5-2）。それぞれの因子は、

その内容から判断して、第 1 因子を「学び中心的」、第 2 因子を「功利的」と命名した。

それぞれの信頼性係数 α は .91 と .56 であった。同じく、大学授業の学修態度を測定する

項目の因子分析を行い、因子の抽出には最尤法を用いた。固有値 1.0 で因子の抽出を打 

ち切ったところ 2 因子を得た。さらにプロマックス回転を施した後、他の因子との整合性
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を勘案し、負荷量の絶対値が .35 以上の項目を取り上げたところ、第 1 因子は 4 項目、第

2 因子も 4 項目となった（表 5-3）。それぞれの因子は、その内容から判断して、第 1 因子

を「積極的」、第 2 因子を「消極的」と命名した。それぞれの信頼性係数 α は .77 と .71

であった。最後に、インターンシップへのコミットメントを測定する項目の因子分析を行

い、因子の抽出には最尤法を用いた。固有値 1.0 で因子の抽出を打ち切ったところ 2 因子

を得た。さらにプロマックス回転を施した後、他の因子との整合性を勘案し、負荷量の絶

対値が .35 以上の項目を取り上げたところ、第 1 因子は 3 項目、第 2 因子は 2 項目となっ

た（表 5-4）。それぞれの因子は、その内容から判断して、第 1 因子を「主体的」、第 2 因

子を「他律的」と命名した。それぞれの信頼性係数 α は .87 と .60 であった。 

 つぎに表 5-5 は、今回の調査で用いた変数間の相関係数を示している。まず、学年を中

心にみると、学年と「学び中心的インターンシップ観」の間には負の相関（r＝-.11）が、

学年と「主体的コミットメント」の間には負の相関（r＝-.16）がみられる。つぎに、大学

授業の学修態度を中心に考察すると、積極的学修態度と「主体的コミットメント」との間

には、正の相関（r＝.19）がみられる。消極的学修態度と「功利的インターンシップ観」

との間に正の相関（r＝.27）がみられる。インターンシップ観を中心に考察すると、学び

中心的インターンシップ観と「主体的コミットメント」との間には、正の相関（r＝.45）

がみられる。さらに功利的インターンシップ観と「他律的コミットメント」との間に、正

の相関（r＝.46）がみられる。 
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表 5-2 インターンシップ観の因子分析の結果 

項目 F1 F2 

F1：学び中心的 

インターンシップは自分を成長させる機会だ 

 

.830 

 

-.087 

インターンシップは社会人としての知識、ルールやマナーを学ぶ就業体験だ .785 -.131 

インターンシップで大学生活では接しない企業の従業員と接することは重要だ .769 -.092 

インターンシップはアルバイトで得られないことを体験できる機会だ .767 -.007 

インターンシップは自分に足らない能力を得るためや長所・短所を知るための就

業体験だ 

.755 -.008 

インターンシップは将来設計や社会人になった時に役立つ経験だ .746 .038 

インターンシップは企業で働く意味や社会の仕組みを知る就業体験だ .732 -.076 

インターンシップは業界や企業の仕事内容を知る機会だ .662 .080 

インターンシップは社会（企業）が求める人材を知る機会だ .589 .164 

インターンシップは大学生活の向上、学習意欲を喚起する機会だ .532 .131 

インターンシップはどのような職種があるのか将来就きたい職種をみつける機

会だ 

F2：功利的 

.528 .166 

将来就職したい業界（企業）のインターンシップ以外は意味がない -.256 .591 

インターンシップは就職活動のための就業体験だ .248 .589 

インターンシップは就職活動で他の大学生と差をつけるための就業体験だ .309 .390 

因子間相関  F1  .336 

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 
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表 5-3 大学授業の学修態度の因子分析の結果 

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 

 

 

 

表 5-4 インターンシップに対するコミットメントの因子分析の結果 

項目                                                 F1    F2 

F1：主体的 

インターンシップは経験しておくべきだ 

インターンシップは重要である 

インターンシップは良い制度だ 

F2：他律的 

インターンシップを経験しないと世間体が悪い 

インターンシップを経験しないと不安になるだろう 

 

 

.913 

.891 

.724 

 

-.173 

.342 

 

 

-.122 

-.059 

.107 

 

.712 

.579 

 

因子間相関      F1   .335 

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 

 

 

 

 

項目                                                 F1    F2 

F1：積極的 

レポートは満足がいくように仕上げる 

課せられたレポートや課題を少しでも良いものに仕上げようと努力する 

課題は納得いくまで取り組む 

授業には意欲的に参加する 

F2：消極的 

単位さえもらえればよいという気持で授業に出る 

レポートや課題はただ提出すればいいという気分で仕上げることが多い 

授業はただぼうっと聞いている 

課題には最小限の努力で取り組んだ 

 

 

.829 

.788 

.666 

 .376 

 

-.001 

-.160 

 .040 

 .141 

 

 

  .017 

  -.043 

 .027    

  -.154  

 

.769 

.592 

.584 

.548 

 

因子間相関    F1       -.428 
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表 5-5 主要変数間の相関係数 

変数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

1 性別          

2 学年 .10         

3 学科 -.01 -.49**        

4アルバイト -.02 .22** -.10       

5 積極的 .10 -.08 .02 -.03      

6 消極的 -.14 .02 -.14** .14** -.35**     

7学び中心的 -.11 -.11* .06 -.06 .08 -.01    

8 功利的 -.07 -.02 -.13* .06 .03 .27** .25**   

9 主体的 .03 -.16** .11* .02 .19** -.11* .45** .28**  

10 他律的 -.07 -.11* -.01 .02 .12* .09 .12* .46** .31** 
N＝321  性別（男性＝1 女性＝2） 学年（1 回生＝1 2 回生＝2 3 回生＝3 4 回生＝4） 

学科（キャリア・マネジメント学科＝1 他学科＝0）アルバイト（経験あり＝1 なし＝0） 

**；p＜.01 *；p＜.05 

 

 

 

第 4 節 考察 

 

本研究では、大学生低学年と高学年のインターンシップ観に着目した。低学年と高学年

のインターンシップ観に違いがあるのか、大学授業の学修態度とインターンシップ観との

関係、さらにインターンシップ観とインターンシップへのコミットメントとの関係を検討

した。予備調査の回答結果から科目担当教員との協議により、インターンシップ観を表し

ていると思われる項目を厳選した。実に多くのインターンシップに対する考えがあり、基

本的な就業体験を希望するものから、インターンシップをきっかけとし成長を望むものま

であった。多くのインターンシップの研究は、学生がインターンシップに参加する目的や

参加後の学生が得た能力の向上などに着目している。しかし、本研究では、学生のインタ

ーンシップ観を明らかにすることで、学生の学びたい気持ちに合ったインターンシッププ

ログラムとのマッチングが可能となる。つまりマッチング効果により学生は、学ぶ意欲が

高まり、インターンシップで多くの学びや気づきを得ることになるであろう。これこそ、

キャリア教育の一環としてのインターンシップであり、まさに大学生のキャリア育成に効

果が高まる取り組みであると言える。さらに、予備調査の回答結果を厳選した 14 項目を

用いて、本調査を行ったところ、因子分析の結果 2 つの因子が抽出された。第 1 因子は、

「成長させる機会」、「学ぶ就業体験」、「知るための就業体験」などの内容から、「学び中心
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的」と命名した。第 2 因子に関しては、「就職活動のため」、「将来就職したい業界」など

の内容から、「功利的」と命名した。「学び中心的」は、大学では学べない社会・企業の知

識やルールを学びたい、大学生活における自分の成長を望み自分の能力を知るために学び

たい、このような純粋な思いがみられる。一方、「功利的」は、就職活動が目的となり、イ

ンターンシップが就職活動、業界の選択のための学びと捉えていることがみられる。 

 本研究では、さらに今回の調査で用いた変数間の相関係数を算出した（表 5-5）。まず、

学年に関してだが、「学年」と「学び中心的インターンシップ観」が有意な負の相関を示し

ていることは興味深い点である。つまり、学年が上がるほど、インターンシップ観が学び

中心的でなくなることを示しているのである。低学年のインターンシップ観は、社会の仕

組みや働く意味など、基本的な知識や技術を習得したい「学び中心の考え」である。一方、

高学年になると、「学び中心の考え」より「就職活動に直結した考え」が強くなる。さらに、

「学年」と「インターンシップに対してのコミットメントが主体的」が有意な負の相関を

示した。つまり、学年が上がるほど、インターンシップに対して主体的でなくなるのであ

る。低学年は、入学して間もないため、学びへのモチベーションが高く、純粋に学びたい

気持ちが強いと考えられ、インターンシップそのものを楽しもうとしている。一方、学年

が上がると希望業界・企業の仕事内容理解に集中するため、就職活動を見据え、インター

ンシップに参加すると考えられる。つまり、高学年でインターンシップに参加することは、

すでに就職活動の始まりと考えているため、低学年と比べてインターンシップに対するコ

ミットメントが主体的でなくなると考えられる。 

つぎに、「積極的学修態度」と「インターンシップへのコミットメントが主体的」が有意

な正の相関を示している。大学での学びの意欲が高い学生は、インターンシップと大学の

授業を関連付けており、インターンシップで多くの事を学ぼうと積極的に取り組んでいる。

一方、「消極的学修態度」と「功利的インターンシップ観」が有意な正の相関を示している。

大学での学びが消極的な学生は、インターンシップと大学の授業を切り離して考えており、

就職活動のために行うものと捉えている。最後に、「学び中心的インターンシップ観」と「イ

ンターンシップへのコミットメントが主体的」が正の相関を示している。インターンシッ

プ観が学び中心的考えの学生は、純粋に学びたい気持ちが高いためインターンシップを主

体的にとらえている。一方、インターンシップ観が功利的な学生は、インターンシップそ

のものを楽しもうとせず、就職活動に直結した考えのため、インターンシップに対して他

律的になる。 

これらの結果から、本研究の意義は以下の 3 つである。まず第 1 に、大学生のインター
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ンシップ観を明らかにしたことである。インターンシップ観に「学び中心的」と「功利的」

が見出されたことの意義は大きいと思われる。インターンシップが多様化の中、学生が多

くの学びや気づきを得るためには、学生とインターンシップのマッチングが重要となって

くる。さらに、低学年は、学び中心的インターンシップ観が強く、学年が上がるほど学び

中心的でなくなることが示された。これは、近年、インターンシップの実施学年は、3 年

生が主流であることが要因のひとつであると考えられる。大学生の就職活動は、日本独自

の新卒一括採用という社会的構造により同時期にスタートする。そのため、インターンシ

ップは 3 年生の夏休みに集中する。さらに、近年は、就職活動の選考スケジュール変更に

より、秋・冬以降のインターンシップに参加する 3 年生が増えている。よって、インター

ンシップと就職活動の間がますます短くなり、インターンシップが就職活動のための学び

に集中するのであろう。これらのことから、低学年のインターンシップは、決して早過ぎ

る就業体験ではない。キャリア発達の視点で考えると、大学 1 年生はすでに自我と職業を

探索する時期である。まさに、学生の学びたい欲求に対し、キャリア教育と就業体験を結

び付けた純粋な学びを与えられる機会となり、将来設計の土台作りができる。 

第 2 に、大学の学修態度とインターンシップへの考えとの関連について明らかにしたこ

とである。学修態度が積極的なほど、インターンシップへのコミットメントが主体的にな

ることが示された。また、学修態度が消極的なほど、インターンシップ観が功利的である

ことが分った。インターンシップは、社会・企業の仕組みや仕事を知る機会のみならず、

大学生活を改めて見直す機会でもある。学生が、インターンシップに期待する中には、「イ

ンターンシップをきっかけに成長を望む」ということもある。よって、キャリア教育の一

環であるインターンシップを決して教育と切り離した個別のイベントとしてはならない。

学生が、大学の授業とインターンシップを関連付け、多くの学びや気づきを得て、インタ

ーンシップ経験後も学ぶ意欲を向上させることが、主体的な職業選択ができる人材の育成

へと繋がる。 

 第 3 に、インターンシップ観とインターンシップへのコミットメントについて述べる。

インターンシップ観が学び中心的なほど、インターンシップへのコミットメントは主体的

である。逆に、インターンシップ観が功利的なほど、インターンシップへのコミットメン

トは他律的であることが示された。インターンシップ観が学び中心的考えの学生は、学び

たい気持ちが高いため、インターンシップに対して主体的である。一方、インターンシッ

プ観が功利的考えの学生は、インターンシップそのものを楽しもうとせず、就職活動に直

結した考えのため、インターンシップに対して他律的になる。これらのことから、大学生
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低学年からのインターンシップは、1～4 年に学ぶキャリア教育との連携により、大学生の

主体的な職業選択や職業意識を長期的かつ段階的に育成できる機会となりうると言えるで

あろう。 

 本研究では、低学年はインターンシップにおいて、学び中心的インターンシップ観が強

く、インターンシップに主体的になり、さらに、学修態度が積極的なほどインターンシッ

プへのコミットメントが主体的になることが示された。つまり、低学年では、インターン

シップで「自ら学びたい」という主体的に学ぼうとする自発的な意識や行動が示された。

本研究の結果を踏まえた上で、第 6 章では、大学 1 年生を対象として、初年次インターン

シップをさらに深堀していく。大学１年生の動機について、自己決定理論に基づく動機づ

けタイプと大学生の職業決定の状態、大学授業の学修態度との関連性について、実証的検

討を行う。 
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第 6 章 動機づけタイプと大学生の職業決定の状態との関連性 ～初年次イン

ターンシップに着目して～（実証研究Ⅱ） 

 

第 1 節 研究目的 

 

 研究Ⅰでは、低学年はインターンシップにおいて、学び中心的インターンシップ観を強

く示し、学修態度が積極的なほどインターンシップへのコミットメントが主体的になるこ

とが確認された。そこで、研究Ⅱでは、初年次教育の効果が期待される大学 1 年生のイン

ターンシップに着目する。 

溝上（2006）によると、学生は、座学的な基礎的専門科目の学習だけでは、将来との関

連が意識できず学習への動機づけが弱い。さらに、インターンシップやボランテイア活動

などの社会の現場で活動して、自分の興味や関心を人生の上で位置づけ、大学の学びと接

続することが学習意欲を高めるとしている。よって、入学して間もない大学 1 年生が、イ

ンターンシップを経験することでどのようにキャリア発達が促されるのか明らかにする必

要があると考える。 

そこで本研究は、大学 1 年生がインターンシップを経験すると、職業決定の状態がどの

ように変化するのか検討する。さらに、インターンシップにおいて、どのような動機づけ

タイプに分かれるのか、職業決定の状態や大学授業の学修態度とどのような関連性がある

のか実証的検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 研究Ⅱ「動機づけタイプと職業決定の状態」 
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1. 動機づけタイプの基礎となる自己決定理論（self-determination theory） 

就職活動を控えた高学年と比べると、入学して間もない大学１年生のインターンシップ

に参加する理由や学びは、個々により違いがあると予測される。そこで、自己決定理論の

観点から大学１年生のインターンシップにおける動機づけタイプをみていく。 

Deci & Ryan（2000）は、従来の動機づけの枠組みである内発－外発の概念から、さら

に自律性の概念を重要視した。外発的動機づけと内発的動機づけは、自己決定性、自己調

整の程度により一次元連続帯上に位置すると仮定している。さらに自己決定理論の中で、

有機的統合理論（organismic integration theory）と呼ばれる下位理論がある。自己決定

からモチベーションが生じる度合を分類したもので、非動機づけ、外発的動機づけ、内発

的動機づけの順に自律性が高くなる。 

自律性が全く存在しない段階が、非動機づけ（an motivation）である。活動する意志が

欠如している状態であり、全く活動を行わない。つぎに、外発的動機づけ（extrinsic 

motivation）である。特に、外発的動機づけにおいては相対的自律性の中で、大きく変化

することができることを提案しており、自律性の程度による 4 つの違う段階を明らかにし

ている。最も自律性の低い段階は、外的調整（externally regulated）と呼ばれている。こ

のような行動は、外的な要求を満たすためや報酬随伴性に応ずるために実行される。つぎ

に自律性の低い段階は、取り入れ的調整（introjected regulation）である。外的な調整を

取り入れているが、自分のものとして十分に取り入れられていない段階である。さらに自

律性の進んだ段階が、同一化的調整（identified regulation）である。行動の目標や調整を

意識的に価値づけることに反映し、このような行為が受け入れられる、または、個人的に

重要なものとして所有される。外発動機づけの最も自律的な段階は、統合的調整

（integrated regulation）である。同一化的調整が、自己に完全に吸収された時に起こる

変化であり、自己が持っている他の価値や欲求と一緒に調和に至らせる。最後に、内発的

動機づけ（intrinsic motivation）は、内在する満足のために活動を行うことであり、最も

自律性が高く自己決定の原型的な過程を表すものである。 

 

2. 自己決定理論に基づく動機づけタイプと職業意識との関連性 

萩原・櫻井（2008）は、大学生の職業選択と関わりがある「やりたいこと探し」の動機

を明らかにし、その動機の自己決定性と進路不決断との関連性を検討した。まず、やりた

いこと探しの動機は、非自己決定的な「他者追随」、自己決定の面で中間的な「社会的安定

希求」、自己決定的な「自己充足志向」という 3 つの側面から構成されることが明らかに
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なった。また、やりたいこと探しの動機尺度を作成し個人差を検討したところ、「自己決定

的動機群」「非自己決定的動機群」「低動機づけ群」の 3 つが明らかになった。さらに、進

路不決断の側面で最も適応的であるのが自己決定的動機群であり、非自己決定的動機群と

低動機づけ群は、進路不決断の面で問題を抱えている可能性が示唆された。 

つぎに、自己決定理論に基づくアルバイト動機づけ尺度を作成した加藤ら（2002）は、

アルバイト学生を対象に、アルバイト場面における動機づけタイプを抽出し、職務満足感

との関連を明らかにした。役職レベルの高いアルバイト学生において、自己決定の程度が

高い動機づけによってアルバイトがなされていること、役職レベルが上がるほど動機づけ

が高くなっていること、さらに、アルバイトの仕事に対する動機づけが、職務内容や対人

関係に関連していることがわかった。また、吉崎・平岡（2015）は、動機づけと自己効力

感からみたキャリア探索を検討している。外発的動機づけである統合的同一化的調整のみ

が、キャリア探索との間に強い正の相関を示したと述べている。 

これらの研究は、自己効力感、結果期待、動機づけとキャリア探索との検討や、自己決

定性と進路不決断との関連を明らかにしたものである。しかし、これらは、縦断的な調査

まで行われておらず、自己決定性の動機づけタイプによる職業決定の状態の変化などは明

らかにされていない。 

大学に入学して間もない 1 年生は、学業に対するリアリティショック状態で、学習意欲

が低下している可能性があると言われている。学習意欲を高める方法の一つにインターン

シップがあげられる。そこで、大学 1 年生がインターンシップにおいてどのような動機づ

けタイプに分かれるのか、また、インターンシップの前後を比較し、動機づけタイプによ

り、職業決定の状態にどのような違いがあるのか、さらに、職業決定の状態や大学授業の

学修態度との関連性を検討するため、以下の課題を設定した。 

 

課題 1. 初年次インターンシップの経験は、大学 1 年生の職業決定に影響を及ぼす 

課題 2. 初年次インターンシップにおいて、自律性の高い動機づけタイプほど、職業決定 

を促進させる 

課題 3. 初年次インターンシップにおいて、自律性の高い動機づけタイプほど、大学授業 

の学修態度を促進させる 
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第 2 節 研究方法 

 

1. 本調査 

（1）調査対象 

 近畿大学経営学部で、ビジネスインターンシップを受講している１年生を対象に、イン

ターンシップ前後の 2 時点でアンケート調査を行った。実施時期は、インターンシップ前

は 2017 年 7 月上旬、インターンシップ後は 2017 年 9 月下旬である。授業担当教員の協

力を得て質問紙を授業中に配布した。対象者は、84 名、有効回答数は 71、有効回答率は

84.5％であった。有効回答数のうち性別については、男性が 36 名（50.7％）、女性が 35

名（49.3％）であった。なお、インターンシップは、1 年生の夏休みに約 2 週間、企業で

実習が行われる。 

 

（2）分析指標 

大学に対する期待度 

 まず、大学生の学業への意欲低下状態を測定する指標として、大学生活に対する期待度

を点数で回答してもらった。大学入学前に描いていた期待度を 50 点とし、入学直後の点

数を回答してもらった。 

 

インターンシップの満足度 

 参加したインターンシップの満足度を測定するために 10 点を満点とし、点数で回答し

てもらった。 

 

インターンシップにおける動機づけタイプ 

 インターンシップに参加する大学生の自己決定性の段階を測定するため、畑野（2010）

が作成した「学習動機尺度」18 項目を参考に一部修正し使用した（表 6-1）。「よくあては

まる」から「全くあてはまらない」まで 5 点尺度で回答してもらった。 

 

大学生の職業決定の状態 

 職業未決定とは、進路意志決定過程の諸問題としての不決定のことである。不決定の問

題として典型的な研究領域が「進路未決定（career indecision）研究」である。これは、

一定期間までに意思決定ができないという問題を取り上げた研究であり、進路決定が困難
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であることが端的に表れた事象といえる（若松 2012）。Erikson（1959, 小此木 訳 1973）

は、青年期においてアイデンティティの形成が、重要な発達課題であるとしている。しか

し、下山（1986）によれば、アイデンティティの発達が不十分であるため、職業を決めら

れないという消極的な職業未決定が存在する。そこで、大学 1 年生の職業決定の状態を測

定するため、下山（1986）が作成した「職業未決定尺度」が参考になると考えた。今回は

下山の尺度を一部修正し、尺度 16 項目を使用した（表 6-2）。「よくあてはまる」から「全

くあてはまらない」まで 5 点尺度で回答してもらった。 

 

大学授業の学修態度 

 インターンシップの動機づけタイプの有効性を測定する指標として、大学授業の学修態

度について尋ねた。学修態度を尋ねる尺度に関しては、畑野（2011）の「授業プロセス・

パフォーマンス尺度」9 項目を用いた（表 6-3）。「よくあてはまる」から「全くあてはまら

ない」まで 5 点尺度で回答してもらった。 

 

第 3 節 結果 

 

1. インターンシップにおける動機づけタイプの因子分析 

 畑野（2010）が作成した学習動機尺度が 3 因子構造であることを確認するため、因子分

析を行った。まず、各項目の平均値と標準偏差を算出したところ、5 項目に天井効果が認

められたため除外し、その後因子分析を行った。因子の抽出には最尤法を用い、固有値 1.0

で因子の抽出を打ち切った。畑野が示した 3 因子が忠実に抽出されず 2 因子が抽出された。

さらにプロマックス回転を施した後、他の因子との整合性を勘案し、因子負荷量が .40 以

上の項目を取り上げたところ、第 1 因子は 6 項目、第 2 因子も 6 項目となった（表 6-1）。

第 1 因子を「内発」、第 2 因子を「取り入れ」と命名した。つぎに、α 係数を用いて各下位

尺度の内部一貫性を検討したところ、「内発」は .89、「取り入れ」は .89 であった。 

 

2. 大学生の職業決定の状態の因子分析 

 つぎに、大学生の職業決定の状態を測定する項目の因子分析を行い、因子の抽出には最

尤法を用いた。固有値 1.0 で因子の抽出を打ち切ったところ 3 因子を得た。さらにプロマ

ックス回転を施した後、他の因子との整合性を勘案し、因子負荷量が .40 以上の項目を取

り上げたところ、第 1 因子は 4 項目、第 2 因子は 3 項目、第 3 因子は 3 項目、第 4 因子は
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2 項目となった（表 6-2）。第 1 因子を「将来不安」、第 2 因子を「先送り」、第 3 因子を「安

易」、第 4 因子を「検討」と命名した。つぎに、α 係数を用いて各下位尺度の内部一貫性を

検討したところ、「将来不安」は .74、「先送り」は .78、「安易」は .70、「検討」は .69

であった。 

 

3. 大学授業の学修態度の因子分析 

 同じく、大学授業の学修態度を測定する項目の因子分析を行い、因子の抽出には最尤法

を用いた。固有値 1.0 で因子の抽出を打ち切ったところ 2 因子を得た。さらにプロマック

ス回転を施した後、他の因子との整合性を勘案し、因子負荷量が .35 以上の項目を取り上

げたところ、第 1 因子は 4 項目、第 2 因子も 4 項目となった（表 6-3）。第 1 因子を「消極

的」、第 2 因子を「積極的」と命名した。つぎに、α 係数を用いて各下位尺度の内部一貫性

を検討したところ、「消極的」は .84、「積極的」は .75、であった。 

最後に、表 6-4 は、今回の調査で用いた変数間の相関関係を示している。動機づけタイ

プを中心にインターンシップ前後をみていくと、職業決定の状態において、「内発」とイン

ターンシップ前の「検討」の間に正の相関、インターンシップ後の「先送り」の間に負の

相関がみられる。また、大学授業の学修態度において、インターンシップ前の「積極的」

の間に正の相関、インターンシップ後の「消極的」の間に負の相関、「積極的」の間に正の

相関がみられた。 

つぎに、「取り入れ」に関しては、職業決定の状態において、インターンシップ後の「将

来不安」の間に正の相関がみられる。大学授業の学修態度においてインターンシップ前の

「積極的」の間に正の相関、インターンシップ後の「消極的」の間に負の相関、「積極的」

の間に正の相関がみられた。また、大学に対する期待度とインターンシップ前の職業決定

の状態の「先送り」の間に正の相関がみられる。さらに、インターンシップの満足度とイ

ンターンシップ後の大学授業の学修態度の「積極的」の間に正の相関がみられる。 
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表 6-1 インターンシップにおける動機づけタイプの因子分析結果 

項目 平均 SD F1 F2 

F1：内発     

インターンシップに興味があるから 3.52 1.11 .941 -.134 

インターンシップに関心があるから 3.62 1.10 .941 -.154 

インターンシップがおもしろそうだから 3.18 0.90 .682 .168 

インターンシップを経験することが好きだから 2.90 0.95 .599 .138 

インターンシップならではの楽しさがあるから 3.07 0.92 .598 .170 

インターンシップの内容を知りたいと思うから 3.80 0.88 .518 .114 

F2：取り入れ     

インターンシップを経験しないと安心できないから 2.75 1.09 .075 .947 

インターンシップを経験しないと不安だから 2.90 1.11 .023 .911 

インターンシップを経験しないと将来が不安だから 3.16 1.04 .004 .810 

インターンシップを経験しないと落ち着かないから 2.41 1.04 .311 .594 

周りがインターンシップに参加して焦るから 2.69 1.12 .016 .539 

就職のことを考えると不安だから 3.68 0.92 -.157 .499 

                     因子間相関  F2 .289  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 
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表 6-2 大学生の職業決定の状態の因子分析結果 

項目 平均 SD F1 F2 F3 F4 

F1:将来不安       

これまで自分自身で決定するという経験が少なく職

業決定の事を考えると不安になる 

3.05 1.13 .687 -.085 -.065 -.024 

職業決定といわれてもまだ先の事のようでピンとこ

ない 

3.43 1.14 .584 .132 .008 .284 

将来自分が働いている姿が全く浮かばない 3.09 1.12 .570 .097 -.087 -.079 

自分の将来の職業については、何を基準にして考え

たらよいか分からない 

3.47 1.12 .481 -.052 .232 .152 

F2:先送り       

職業のことは、大学 3～4年生になってから考えるつ

もりだ 

2.27 0.90 -.325 .810 .101 .157 

将来の職業については、考える意欲が全くわかない 1.93 0.92 .166 .761 .021 -.156 

せっかく大学に入ったのだから、今は職業のことは

考えたくない 

2.07 0.95 .254 .661 -.137 -.019 

F3:安易       

生活が安定するなら、職業の種類はどのようなもの

でもよい 

2.56 1.18 .071 .099 .828 -.112 

自分を採用してくれる所なら、どのような職業でも

よいと思っている 

2.21 0.92 .095 .193 .603 -.171 

学歴やツテを利用してよい職業に就きたい 3.25 1.01 -.135 -.105 .572 .148 

F4:検討       

これだと思う職業がみつかるまでじっくり探して行

くつもりだ 

3.85 0.79 .076 .034 -.232 .779 

職業に関する情報がまだ充分でないので、情報を集

めてから決定したい 

4.10 0.85 -.024 -.061 .159 .697 

                  因子間相関  F2 

F3 

F4 

.442 

.452 

.502 

 

.432 

.151 

 

 

.169 

 

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 

 

表 6-3 大学授業の学修態度の因子分析結果 

項目 平均 SD F1 F2 

F1:消極的態度     

単位さえもらえればよいという気持で授業に出る 2.84 0.99 .837 -.028 

レポートや課題はただ提出すればいいという気分で仕上げる

ことが多い 

3.09 0.98 .830 .088 

課題には最小限の努力で取り組んだ 2.85 0.87 .707 .046 

授業はただぼうっと聞いている 

 

2.79 0.92 .689 -.008 

F2:積極的態度     

課せられたレポートや課題を少しでも良いものに仕上げよう

と努力する 

3.82 0.79 -.008 .843 

レポートは満足いくように仕上げる 3.70 0.80 -.102 .818 

課題は納得いくまで取り組む 3.48 0.81 -.045 .641 

プレゼンテーションの際、何を質問されても大丈夫なように

十分に調べる 

3.09 0.90 .188 .385 

                       因子相関            F2 -.410  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 
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表 6-4 主要変数間の相関関係 

項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

1 内発                

2 取り入れ .38**               

3 大学期待度 .21 .10              

4 満足度 .49**  .32** .05             

（実習前） 

5 将来不安 

 

.17 

 

.08 

 

.16 

 

.06 
           

6 先送り -.11 .08 .27* -.02 .35**           

7 安易 -.03 .16 .15 -.00 .26* .39**          

8 検討  .40** .14 .16 .17 .48** .09 .02         

9 消極的 -.23 -.19 .24 -.05 .29* .40** .15 .14        

10 積極的  .32**  .45** .23  .30* -.01 -.01 .42** -.00 -.21       

（実習後） 

11 将来不安 

 

-.07 

 

 .25* 

 

.08 

 

-.09 

 

.35** 

 

.23 

 

.48** 

 

.16 

 

.14 

 

.19 
     

12 先送り -.26* -.19 .02 -.15 .12 .41** .37** -.09 .09 .03 .33**     

13 安易思考 -.06 .14 .05 -.11 .15 .27* .76** .09 .14 .39** .45** .38**    

14 検討 .18 .21 .00 .09 .16 .04 .03 36** -.08 .16 .26* -.15 .14   

15 消極的 -.38** -.36** -.03 -.08 .21 .21 .04 -.01 .59** -.43** .12 .22 .12 -.13  

16 積極的 .34**  .32** .05 .34** -.16 -.23 .18 .08 -.39** .64** -.03 -.13 .15 .21 -.66** 

N＝71    *p＜.05, ** p＜.01 
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4. インターンシップ前後における職業決定の状態の平均値比較結果 

インターンシップ前後による職業決定の状態の比較を表でまとめた（表 6-5、6-6）。ま

ず、大学生の職業決定の状態を測定する項目の因子分析を行い、各因子の項目において、

インターンシップ前後の平均値の差を t 検定で検討した。因子別に結果をみていくと、「先

送り」のみ前後に有意差はみられず、「将来不安」（t（70）＝2.444, p<0.01）、「安易」（t

（70）＝1.737, p<0.05）、「検討」（t（70）＝-1.948, p<0.05）は、インターンシップ前と

インターンシップ後の間に有意差がみられた(表 6-5)。さらに、有意差がみられた各因子別

の質問項目を詳しくみていくと、「将来不安」に関しては、「自分の将来の職業については、

何を基準にして考えたらよいのか分からない」が、インターンシップ前の平均値は 3.52

であったが、インターンシップ後は、2.97 と有意差がみられた（p<0.001）。さらに、「こ

れまで自分自身で決定するという経験が少なく、職業決定のことを考えると不安になる」

が、インターンシップ前の平均値は 3.01 であったが、インターンシップ後は、2.75 と有

意差がみられた（p<0.05）。つぎに、「検討」に関しては、「職業に関する情報がまだ充分

にないので、情報を集めてから決定したい」が、インターンシップ前の平均値は 4.11 であ

ったが、インターンシップ後は、4.31 と有意差がみられた（p<0.05）（表 6-6）。 

 

 

表 6-5 インターンシップ前後の職業決定の状態の変化 

因子名 インターンシップ前 インターンシップ後 t 値 df 有意確

率 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

将来不安 3.271 0.818 3.025 0.649 2.44** 70 0.0085  

先送り 2.094 0.754 2.042 0.713 0.55 70 ns 

安易 2.681 0.825 2.563 0.812 1.74* 70 0.0434  

検討 3.957 0.711 4.121 0.580 -1.95* 69 0.0278  

（n＝71）*p＜.05, ** p＜.01 
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表 6-6 質問項目別インターンシップ前後の職業決定の状態の変化 

因
子
名 

質問項目 インターンシップ前 インターンシップ後 t 値 有意 

確率 

平均

値 

標準

偏差 

平均

値 

標準

偏差 

  

将
来
不
安 

自分の将来の職業に

ついては、何を基準

にして考えたらよい

のか分からない 

3.521 1.080 2.972 0.894 4.236** 0.0000  

職業決定といわれて

も、まだ先の事のよ

うでピンとこない 

3.451 1.093 3.352 1.084 0.701 ns 

将来自分が働いてい

る姿が全く浮かばな

い 

3.099 1.084 3.028 1.000 0.472 ns 

これまで自分自身で

決定するという経験

が少なく、職業決定

のことを考えると不

安になる 

3.014 1.115 2.746 1.052 1.768* 0.0407 

先
送
り 

せっかく大学に入っ

たのだから、今は職

業のことは考えたく

ない 

2.085 0.937 2.014 0.886 0.485 ns 

将来の職業について

は、考える意欲が全

くわかない 

1.915 0.906 1.761 0.726 1.294 ns 

職業のことは、大学 3

～4年生になってか

ら考えるつもりだ 

2.282 0.897 2.352 0.943 -0.727 ns 

安
易 

生活が安定するな

ら、職業の種類はど

のようなものでもよ

い 

2.577 1.203 2.549 1.144 0.225 ns 

自分を採用してくれ

る所なら、どのよう

な職業でもよいと思

っている 

2.183 0.931 2.028 1.042 1.556 ns 

学歴やツテを利用し

てよい職業につきた

い 

3.282 0.959 3.113 0.994 1.467 ns 

検
討 

職業に関する情報が

まだ充分にないの

で、情報を集めてか

ら決定したい 

4.113 0.838 4.310 0.600 -1.721* 0.0448 

これだと思う職業が

みつかるまでじっく

り探して行くつもり

だ 

3.831 0.810 3.901 0.913 -0.582 ns 

自由度はいずれも 70 （n＝71）*p＜.05, ** p＜.01 
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第 4 節 考察 

 

本研究は、初年次インターンシップに着目し、大学 1 年生の職業決定の状態にどのよう

な変化が起こるのかを検討した。さらに、大学 1 年生がインターンシップにおいて、どの

ような動機づけタイプに分けられるのか、また、インターンシップ前後を比較して、それ

らの動機づけタイプと職業決定の状態、大学授業の学修態度との関連性を検討した。 

課題 1 

大学 1 年生の職業決定の状態のインターンシップ前後の比較 

 まず、インターンシップの経験が、大学 1 年生の職業決定の状態にどのような変化を与

えているかみていく。調査対象の大学 1 年生は、将来設計が定まっておらず、職業選択に

関しての知識がほとんどない。また、学業に対するリアリティショックによると思われる

意欲低下状態の学生が多い可能性がある。それが、職業決定の状態の「先送り」に変化が

見られなかった原因の一つと推測できる。 

一方で、働く事の意味や社会そのものが未知の世界と考えている大学 1 年生にとって、

インターンシップの経験により、「将来不安」、「安易思考」の状態が軽減され、「検討」の

状態が促進された。この結果は、インターンシップの現場で、研修担当者や従業員と出会

い、仕事に対する考えや従業員のキャリアなどの話を聞くことで、働くという事を可視化

しているからであろう。また、仕事に対して客観的なフィードバックや賞賛をもらい、与

えられた仕事を完遂することで自信につながり、将来設計の不安が軽減し職業選択を考え

るきっかけとなっていると考える。 

 

課題 2 

自己決定性による動機づけタイプと職業決定の状態 

つぎに、自己決定性による動機づけタイプと職業決定の状態をみていく。内発的動機づ

け（intrinsic motivation）は、内在する満足のために活動を行うことであり、最も自律性

が高く自己決定の原型的な過程を表すものである（Deci & Ryan 2000）。インターンシッ

プ前は、「内発」と「検討」が有意な正の相関を示しており、さらにインターンシシップ後、

「先送り」と負の相関を示している。つまり、最も自律性の高い内発的動機づけタイプの

学生は、初年次インターンシップにおいて、すでに職業決定に向けて積極的に検討しよう

としている。このように、入学して間もない 1 年生だが、内発的動機づけタイプの学生は、

インターンシップそのものを楽しもうとしており、インターンシップの経験を通して、職
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業決定について模索し始めている状態であると言える。 

つぎに、取り入れ的調整（introjected regulation）は、外的な調整を取り入れているが、

自分のものとして十分に取り入れられていない段階である（Deci & Ryan 2000）。インタ

ーンシップ後、「取り入れ」と「将来不安」が有意な正の相関を示している。取り入れ的調

整タイプの学生は、入学して間もない 1 年生のためアルバイト経験が浅く、ほとんど社会

と接する機会がない状態である。そのため、将来設計や職業選択に関する知識も少なく、

企業がどういう所なのか、社会そのものが未知の世界であり、不安を抱えている状態であ

ろう。よって、インターンシップを通じて、将来設計や職業選択に対する不安を解消しよ

うとしている。しかし、自分のものとして十分に取り入れられていない段階であるため、

インターンシップ後も職業決定が未熟な状態なのではないかと考える。 

 

課題 3 

自己決定性による動機づけタイプと大学授業の学修態度 

最後に、自己決定性による動機づけタイプと大学授業の学修態度をみていく。インター

ンシップ前は、「内発」、「取り入れ」と「積極的」が有意な正の相関を示している。このよ

うな結果は、自律性の高い・低い動機づけタイプとの関係性よりも、そもそもインターン

シップに参加しようとする学生は、大学授業の学修態度に積極性があると考えられる。ま

た、インターンシップ後は、「内発」、「取り入れ」と「積極的」が有意な正の相関を示して

おり、「消極的」が有意な負の相関を示しているのは興味深い。このような結果は、インタ

ーンシップの経験の中で、将来に向けて自分の興味や関心の発見、大学の学びとの接続を

行うことにより、さらに学習意欲が喚起されていることを表していると考えられる。尾川・

甲原（2015）によると、インターンシップ経験後の意識変化において、自分自身と働くこ

とや学ぶことを関連付けて認識し、さらに大学において学ぼうとしており、各自の課題を

発見・整理し、学習課題を展望するようになったとしている。 

学生は、インターンシップの実習中、大学の教員やキャリアセンターの職員とはほとん

ど接触がなく、毎日、職場の従業員や実習担当者と過ごす。就業体験を通じて、仕事の目

標設定、時間の管理や効率化、仕事に取り組む姿勢などを学び、さらに、仕事以外のアド

バイス（例えば、大学生活の過ごし方、学生時代にやるべきことなど）を受ける。その結

果、今まで以上に、大学での学びの大切さや時間の過ごし方、今しかやれないことに気づ

かされたのではないだろうか。大学授業の学修態度に関しては、動機づけタイプによる差

異はなく、職場の従業員や実習担当者と過ごすインターンシップの経験そのものが、影響
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していると考えられる。さらに、インターンシップの満足度が高いほど、積極的な大学授

業の学修態度が促されている結果となっている。 

これらの結果から、本研究の意義は以下の 3 つである。まず、第 1 に、初年次インター

ンシップは、大学 1 年生の職業決定の状態に変化を与えることが明らかとなった。大学 1

年生は入学したばかりのため、職業選択に関しては明確ではない。また、大学不適応問題

としての学習意欲の低下などがみられると言われている。そのような状態の中、インター

ンシップを経験することで、社会人を通して、働く意味や社会のしくみなどを理解してい

く。さらに、全く見えていなかった将来に対しての不安が軽減され、職業決定に関しては

前向きに捉える姿勢が現れてきている。よって、初年次インターンシップは、大学 1 年生

の学ぶ意欲を促進させ、将来に向けて不安を軽減し、職業決定を自ら行っていこうと検討

する意識を高める効果があると考えられるであろう。 

 第 2 に、自己決定性による動機づけタイプと職業決定の状態との関連性についてである。

まず、大学 1 年生のインターンシップにおける動機づけタイプは、「内発」と「取り入れ」

の 2 つのタイプに分けられた。まず、内発的動機づけタイプの学生は、入学して間もない

にも関わらず、インターンシップそのものを楽しもうとしており、インターンシップの経

験において、積極的に職業決定を検討していることが分かった。大学 1 年生ではあるが、

インターンシップ経験がきっかけとなり、職業選択について考え始めているのだろう。職

業選択への焦りというよりは、低学年から考えなければならない事に気づいたと思われる。 

つぎに、取り入れ的調整タイプの学生は、将来設計や職業選択の知識が乏しく、どのよ

うに情報収集するべきか、どのように考え行動すべきか全く分からない状態と考えられる。

将来設計が立てられない、将来が不透明で不安な状態であるため、インターンシップを経

験することで、とにかく不安を解消したいと考えているのであろう。しかし、自分のもの

として取り入れられず、インターンシップを経験すると、さらに将来不安の状態が現れて

いる。このように、大学 1 年生は、インターンシップの環境を提供しても個人の動機づけ

タイプによって学びや気づきが異なる。高学年のようにインターンシップが、就職活動の

延長上に位置し、自ら希望する業界や職種を見極める場と考えるならば、インターンシッ

プの目的や学びたい、知りたい内容は明確であろう。よって、大学 1 年生は、事前授業な

どで、インターンシップに参加する意義や目的を自分自身で明確にし、学ぶ意欲を促進す

ることが重要であろう。 

第 3 に、自己決定性による動機づけタイプと大学授業の学修態度との関連性についてで

ある。大学授業の学修態度の変化は、内発的動機づけタイプの学生と取り入れ的調整タイ
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プの学生の両方のタイプで差異は見られなかった。両タイプの学生は共に、インターンシ

ップ前は積極的な学修態度が示され、インターンシップ後は、さらに消極的な学修態度の

低下が示された。この結果は、初年次インターンシップそのものが、学習意欲を喚起する

環境であることを物語っている。 

溝上（2006）は、大学の勉強は、将来やりたいことの実現に向けて、自分で世界を見る、

自分でものを考える、自分を発展させる勉強であると述べている。その一つが、インター

ンシップの経験ではないだろうか。インターンシップの現場で、仕事体験を行い、従業員

の働く姿を間近で見る、社員のキャリアの話を聞くなど、学生が社会を肌で感じる体験と

大学の学びを結び付けられたとき、学修意欲は促進されると考えられる。さらに、インタ

ーンシップは休学や留年などを引き起こす、大学生の学業離れや大学不適応問題の解決策

の一つとして活用できるのではないだろうか。 

近年、少子化や人手不足などの問題により、企業は就職活動前の早い段階から大学生と

の接触を試みる傾向にある。つまり、秋・冬のワンデイインターンシップの増加が目立ち、

インターンシップの内容が採用目的の傾向になりつつある。しかし、日本のインターンシ

ップは、若年層雇用問題、若者の支援を背景に、キャリア教育の一環として推進されてき

た。また、多くのインターンシシップの研究において、職業意識を高めるなどキャリア教

育としての効果が明らかにされている。一方で、就職活動解禁時期の変更により、大学 3

年生の夏休みから就職活動の準備が始まると言われている。それに伴い、大学生がインタ

ーンシップに初めて参加する時期は、大学 3 年生の夏が 41.7％と一番多く、ワンデイイン

ターンシップに参加する割合も全体の約 65％を占めている（就職みらい研究所 2018）。よ

って、自主性をもって職業選択を行える人材を育成していくためには、高学年で初めてイ

ンターンシップを経験するというものではなく、初年次からの教育的効果が期待されるイ

ンターンシップの経験が重要になるのではないだろうか。 

本研究の結果を踏まえた上で、第 7 章では、インターンシップの実習において、どのよ

うな要因が大学生の学ぶ意欲の動機づけとなるのかみていく。職場の他者の支援と大学生

の自ら学ぶ意欲との関連性について、実証的検討を行う。 
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第 7 章 インターンシップにおける職場の他者からの支援と自ら学ぶ意欲との

関連性（実証研究Ⅲ）  

 

第 1 節 研究目的 

 

研究Ⅱでは、初年次インターンシップは、大学 1 年生の職業決定の状態に変化を与え、

インターンシップそのものが、学習意欲を喚起することが分った。さらに、個人の動機づ

けタイプによって学びや気づきが異なることが確認された。よって、研究Ⅲでは、インタ

ーンシップにおけるどのような要因が、大学生の自ら学ぶ意欲に影響を与えるのか検討す

る必要があると考える。 

そこで、本研究では、インターンシップに深く関与している職場の他者（実習担当者、

従業員など）に着目する。学生は、インターンシップの実習中は、大学の教員やキャリア

センターの職員など大学側とはほとんど接触しない。むしろ毎日、職場の他者とのつなが

りを持つ環境で過ごす。佐藤・堀・堀田（2006）によると、実習担当者がいることは学生

の満足度を上げ、学生は担当者の接し方に影響される。さらに、中原（2011）は、人は職

場の他者を通じて様々な支援を受け、能力を向上させると述べている。よって、インター

ンシップにおける職場の他者からの支援と、大学生の自ら学ぶ意欲との関連性について実

証的検討を加えることは意義があると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 研究Ⅲ「職場の他者からの支援と自ら学ぶ意欲」 
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1. 大学生の自ら学ぶ意欲 

 学生が自ら学ぶ意欲と関連することに「動機づけ」がある。鹿毛（2013）は、動機づけ

とは「行為が起こり、活性化され、維持され、方向づけられ、終結する現象」と定義して

いる。また、学習意欲に関しては、次のように述べている。 

 

学習に関連する目標志向的な行動を引き起こす活性化された心理状態であり、動機

づけの個人内要因と個人外要因に規定されつつ、その場、その時に顕れる、学習へと

向かう積極的な心理現象なのである（鹿毛 2013、p.24）。 

 

また、櫻井（2009）は、自ら学ぶ意欲とは、自発的に学ぶ動機のことであり、学習動機

の１つと考えられる。他者からやるように強制されて仕方なく学ぶ「統制的な学ぶ意欲」

と対置される概念であるとしている。 

 では、インターンシップと大学生の学習意欲とはどのような関連性があるのか、先行研

究をみていく。まず、河野（2011）は、文系大学生のインターンシップが、学習意欲や認

知面の能力・スキルの伸長に効果を及ぼしているか検討している。インターンシップ経験

者は、対人スキルや自己管理能力などが身についたと高く評価しているが、インターンシ

ップに対して就職面などの功利的な期待が大きく、大学での学びにはフィードバックされ

ていない結果となった。さらに、尾川・甲原（2015）は、短期インターンシップの教育（学

習）効果について検討している。インターンシップ経験後の意識変化では、自分自身と働

くことや学ぶことを関連付けて認識しており、仕事をする上で必要な知識・能力・態度に

関する能力観に変化がみられた。さらに、大学において学ぼうとしており、各自の課題を

発見、整理し学習課題を展望するようになった。 

また、酒井理（2015）は、インターンシップのプログラムから職業観の育成と学修に対

する意識向上を検討した。学修への意識向上は、事前授業におけるグループデイスカッシ

ョンによる効果が大きいことを明らかにしている。さらに、インターンシップの実体験は、

職業観の育成や大学での学びよりも能力不足の明確化など、もっと身近な課題への気づき

をもたらすと述べている。三浦（2016）は、短期インターンシップの学習意欲向上と就業

意識向上効果を分析している。まず、インターンシップ経験者と未経験者の 4 年間各半期

の学業成績の相違を比較した。インターンシップを受講して成績向上したかは明確ではな

いが、受講直後の 3 年前期の学力には変化があった。しかし、成績の良い学生がインター

ンシップに参加した可能性が高く、学習意欲や就業意欲に効果があるかは明らかにされて



83 

 

いない。 

 

2. インターンシップの職場における他者との関わり 

つぎに、インターンシップの職場における他者との関わりに関する先行研究をみていく。

矢崎・中村（2013）は、インターンシップの研修の型（日常業務型、課題設定型）と動機

から、インターンシップの経験によるコンピテンシー15の変化を検討している。各コンピ

テンシーの変化と研修の型との影響は見られなかった。しかし、課題設定型のような課題

を達成するために、社員や他のインターンシップ生とデイスカッションやプレゼンテーシ

ョン、会話をすることなどが重要であると述べている。つぎに見舘・関口（2014）は、イ

ンターンシップ活動中のどのような要因が、学生のキャリア育成効果を高めているか検討

した。その中で、インターンシップにおいて、社員との座談会、他学生とのグループワー

クなど、交流の機会が多いほど、プロアクティブ行動およびネットワーキング行動が増え、

キャリア形成の度合が高まっていることが明らかになった。 

さらに、酒井佳世（2015）は、短期インターンシップに参加した学生を対象に、インタ

ーンシップの効果を検討している。インターンシップの期間中に社会人との交流があり、

社会人と交流する体験そのものがインターンシップの効果を持ち、社会人において必要と

なる基礎的・汎用的能力（ジェネリックスキル）の理解や習得に繋がるとしている。また、

浅海（2007）は、仕事のタイプと社員とのコミュニケーションの機会から、インターンシ

ップが学生にもたらす要因を明らかにした。コミュニケーションの機会に恵まれた学生は、

より多くの成果を得ており、社長、若手社員など異なるコミュニケーションの機会による

学生への影響には、個別の特徴がみられるとしている。 

以上の研究は、学生が職場の他者（実習担当者、従業員、他の参加学生など）とどのよ

うな交流をすれば学生の意識に効果があるかを検討している。 

よって、本研究の目的は、実習担当者や従業員が交流の場で、学生に向けてどのような

支援を行っているのか、また、どのような支援が効果的であるのかを検討していく。 

 

 

                                                   

15 汎用性のある能力全般をコンピテンシーと捉え、「日本福祉大学スタンダード 4 つの力（伝える力、見据える力、

関わる力、共感する力）のうち、特に 3 年生以上に対して求められている「共感する力」と「関わる力」を取り上げ

る（矢崎・中村 2013）。 
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第 2 節 研究方法 

 

1. 予備調査 

 インターンシップ経験者を対象としたインタビュー調査を行った。先行研究を踏まえ、

インターンシップの経験により、大学生にどのような意識変化が起こっているのか、職場

における他者（実習担当者、従業員など）との交流の場で、どのような支援内容が学生の 

意識に影響を及ぼしているのか具体的に探り、仮説を導き出す。 

 

（1）調査概要 

まず、予備調査として 2016 年 9 月下旬～10 月中旬の間に、近畿大学経営学部でビジネ

スインターンシップを受講しており、インターンシップを修了した 1 年生と 2 年生、男子

7 名、女子 9 名の合計 16 名にインタビューを実施した。インタビューにあたっては、学生

に本研究の目的を説明し承諾を得た。また、許可を得て IC レコーダーで録音と筆記によ

る記録を行い、内容を文章化した。インタビューは半構造化方式で 40 分程度である。調

査内容は、インターンシップで学んだこと、誰からどのような影響を受けたか、インター

ンシップ後の大学生活の変化、学業への影響などである。 

 

（2）調査結果 

インターンシップにおける大学生の自ら学ぶ意欲の変化と職場における他者からの支援 

 

このインターンシップで学んだことは、プレゼンテーションの発表は、回数だなと思い

ました。最初は全く自分の意見など言えず、社員さんから色々なアドバイスをもらいまし

た。実は、発表の多い授業は避けようと思っていたのですが、行こうという気持になりま

した。（A さん：男性 1 年生、IT 企業） 

 

  マネジャーが毎日ついてくれて、自分で努力しないと昇格できない企業なので、英語も

学ぶようになったのを聞いて、すごいなあと思い、自分で動かないとダメだと思った。イ

ンターンシップに行かなければ、企業にも興味わかなかったし、必要だなと思っていたけ

ど TOIEC を受けるのも先延ばしにしていたし、来年もインターンシップに行きたいと思

わなかったかもしれません。（B さん：女性 1 年生、外資系小売業） 
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  他の部署の方にお話を聴いた時、「今しか出来ない事がいっぱいあるから、やった方が

いいよ」って言ってもらい、簿記の勉強を始めました。インターンシップに行ってなかっ

たらやってなかったと思います。（C さん：男性 1 年生、大手百貨店） 

 

  今までは、授業の内容を聞き流していたというか、あまり自分の中にしみてなかったの

です。でも、インターンシップで出会って、改めて大人の人は偉大だなと思いました。人

生積んでいるから話も重みがあって、その後、先生の話を聞いても、すごく話がしみまし 

  た。（D さん：女性 2 年生、外資系小売業） 

 

  毎回 1 日の終わりに話し合う機会が有り、マネジャーが意見を言ってくれます。すごく

ストレートで正直ためになりました。今振り返ってみて気付いたら今の状態で、淡々と毎

日過ごしている感じがしていて、インターンシップ行った後、焦ってきました。ゼミで僕

変ってみたいなと思っています。インターンシップ行くまでは、単位さえとれて卒業さえ

すればいいやと思っていましたが、企業で色々な人や一緒にいった仲間からいろんな刺激

をもらいました。（E さん：男性 2 年生、外資系小売業） 

 

  マネジャーから、人生の先輩のように仕事以外の事も話してくれて、すごく聞き入って

しまいました。大学に入学する前は、「あれを勉強しよう、これを勉強しよう」と思って

いたのですが、入学すると友達や遊びが大事と思うようになりました。インターンシップ

で仕事軸を考えることができ、自分のなかで「大学生活をどうすごしたらいいのか」気持

ちが変わるきっかけになりました。（F さん：男性 2 年生、外資系小売業） 

 

このように、低学年に多いと言われている、A さんのように学びの機会を回避する、D さ

ん、E さん、F さんのように、学習意欲の低下状態がみられる。しかし、職場の社員や研

修担当者から、仕事に対する意見に留まらず、仕事経験や企業での働き方、さらに人生の

先輩としてのアドバイスなどを話す機会が、学生にとって学業や大学生活を改めて振り返

り、学業に対し自ら動き出そうとするきっかけとなっている。以上の予備調査結果より仮

説は以下の 2 つとした。 

 

仮説 1. 職場における他者からの支援と大学生の自ら学ぶ意欲は正の相関を示す 

仮説 2. 職場における他者からの支援と大学生活を見直そうとする意識は正の相関を示す 
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2. 本調査 

（1）調査概要 

ここからは、予備調査で明らかになった、自ら学ぶ意欲、職場における他者からの支援、

ならびに大学生活の見直しの関連性を詳しく検証していく。本調査として、同じく近畿大

学経営学部でビジネスインターンシップを同時期に履修した 1 年生と 2 年生を対象にアン

ケート調査を実施した。科目担当教員の協力を得て、授業中に質問紙を配布・回収を行っ

た。実施期間は、2016 年 11 月下旬～12 月上旬である。学生は後期授業の中で、インター

ンシップ担当者との個別面談、研究レポートの提出、成果発表会など、インターンシップ

での学びの振り返りを行っている。対象者は、182 名、有効回答数は 168、有効回答率は

92.3％であった。回答者の属性については、男性が 92 名（54.8％）、女性が 76 名（45.2％）

であった。学年については、2 年生が 69 名（41.1％）、1 年生が 99 名（58.9％）であった。 

 

（2）分析指標 

大学生活に対する期待度 

 まず、大学生低学年の学業に対するリアリティショック状態を測定する。指標として、

大学生活に対する期待度を点数で回答してもらった。大学入学前に描いていた期待度を

100 点とし、入学直後の点数と現在（インターンシップ後）の点数を回答してもらった（図

7-2）。 

 

大学生の自ら学ぶ意欲 

 仮説 1 の設問項目として、インターンシップ経験後の大学生の自ら学ぶ意欲を測定する

ため、櫻井ら（2009）が作成した「大学生の自ら学ぶ意欲」を測定する尺度の学習行動レ

ベル尺度 16 項目を使用した（表 7-1）。「よくあてはまる」から「全くあてはまらない」ま

で 5 点尺度で回答してもらった。なお、教示文に「インターンシップを経験した後、あな

たの学びの意欲について」という文章を赤字で明記し、インターンシップ経験による変化

を測定出来る様にした。 

 

職場における他者からの支援 

 仮説 1 と 2 の設問項目として、職場における他者からの支援について尋ねた。まず教示

文に「インターンシップ研修中、誰から一番支援を受けましたか」という文章を明記し、

「1.実習担当者 2.経営者などの上層部の人 3.一緒に働く従業員 4.参加したインター
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ンシップの同僚（他大学の学生を含む）5.支援してくれた人なし」の項目から 1 つだけ回

答してもらった（図 7-3）。つぎに、他者からの支援を尋ねる尺度として、中原（2011）の

「他者から受けている支援」尺度 14 項目を参考に一部修正し使用した（表 7-2）。「よくあ

てはまる」から「全くあてはまらない」まで 5 点尺度で回答してもらった。 

 

大学生活の見直し 

 仮説 2 について検討するために、大学生活の見直しについて尋ねた。尺度に関しては、

予備調査のインタビューで得られた回答を参考に独自に作成した（表 7-3）。「よくあては

まる」から「全くあてはまらない」まで 5 点尺度で回答してもらった。なお、教示文に「イ

ンターンシップを経験した後、大学生活で改めて見直したことについて」という文章を明

記し、インターンシップ経験による変化を測定出来るようにした。 

 

第 3 節 結果 

 

1. 大学生活に対する期待度 

まず、大学生活に対する期待度（平均点数）の比較をグラフで表した（図 7-2）。入学直

後の点数平均は 68.8 点、現在（インターンシップ後）の点数平均は 74.0 点と大きな変化

がみられた。平均値の差を、t 検定で検討した結果、入学直後の点数に比べ現在（インタ

ーンシップ後）の方が、有意に高いことが分かった（t=(166)= -2.23,p= <0.05)。このよう

に、低学年インターンシップの経験は、入学直後のリアリティショック状態から回復する

ことが示された。 

 

2. 大学生の自ら学ぶ意欲 

 櫻井ら（2009）が作成した学習行動レベル尺度が 3 因子構造であることを確認するため、

因子分析を行った（最尤法、プロマックス回転）。因子分析の結果、櫻井らが示した 3 因

子が忠実に抽出されず、4 因子が抽出された。因子負荷量が .40 以上を示さなかった 2 項

目を除外して再度因子分析を行い、最終的に４因子構造が妥当であると判断した。第 1 因

子は 6 項目、第 2 因子は 4 項目、第 3 因子は 2 項目、第 4 因子は 2 項目となった（表 7-1）。

第 1 因子を「思慮深い学習」、第 2 因子を「探究学習」、第 3 因子を「目標達成学習」、第 4

因子を「自律学習」と命名した。つぎに、α 係数を用いて各下位尺度の内部一貫性を検討

したところ、「思慮深い学習」は .81、「探究学習」は .70、「目標達成学習」は .72、「自
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律学習」は .64 であった。 

 

3. 職場における他者からの支援 

まず、図 7-3 は、インターンシップ実習中、職場で一番支援を受けた者を表したグラフ

である。一番多いのは「実習の担当者 64 名」、つぎに「一緒に働く従業員 48 名」の結果

になった。 

つぎに、中原（2011）の「他者から受けている支援」尺度を用いた先行研究では、3 因

子構造であり、また、社会人が対象で本調査と異なるため因子分析（最尤法、プロマック

ス回転）による因子構造の確認を行った。因子負荷量 .40 以上の項目を取り上げ、最終的

に 2 因子を得た。第 1 因子は 10 項目、第 2 因子は 4 項目となった（表 7-2）。第 1 因子を

「仕事支援」、第 2 因子を「精神的支援」と命名した。つぎに、各項目の α 係数は、「仕事

支援」は .86、「精神的支援」は .80 であった。 

 

4. 大学生活の見直し 

 さらに、大学生活の見直しを測定する項目の因子分析（最尤法、プロマックス回転）を

行い、2 因子を得た。第 1 因子は 6 項目、第 2 因子は 3 項目となった（表 7-3）。第 1 因子

を「学業の見直し」、第 2 因子を「大学生活の見直し」と命名した。つぎに、各項目のα

係数は、「学業の見直し」は .82、「大学生活の見直し」は .80 であった。   

 

5. 変数間の相関関係の結果 

最後に、表 7-4 は今回の調査で用いた変数間の相関関係を示している。まず、職場にお

ける他者からの支援を中心にみてみると、「仕事支援」と「思慮深い学習」、「探究学習」、

「目標達成学習」の間に正の相関がみられる。また、「精神的支援」と「思慮深い学習」の

間に正の相関がみられる。つぎに、「仕事支援」と「精神的支援」の全てと「学業の見直し」、

「大学生活の見直し」の間に正の相関がみられる。 
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*p=0.03<0.05    

図 7-2 大学生活に対する期待度（点数） 
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図 7-3 インターンシップ実習中、一番支援を受けた人 
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表 7-1 大学生の自ら学ぶ意欲の因子分析結果  

項目 平均 SD F1 F2 F3 F4 

F1: 思慮深い学習       

学んだことを自分や周囲の人に当てはめて考える 3.45 0.85  .802 -.164  .012  .167 

学んだことを身の回りの出来事と関連づけて考える 3.33 0.90  .731  .051 -.046  .053 

学んだことを生活の中で繰り返し思い出して考える 3.19 0.88  .635 -.036  .188 -.002 

学んだことを実生活の中で試してみる 3.18 0.95  .590  .023  .053  .095 

得られた知識が正しいかどうか、色々なケースに当て

はめる 

3.08 0.85  .560  .308 -.212 -.198 

学んだことを明確化するために、友達と話し合う 2.80 1.06  .426  .138  .044 -.218 

F2: 探究学習       

自分の知識やスキルを向上させてくれるものに挑戦し

ている 

3.23 0.98 -.054  .661  .234  .034 

自分の力を試せるような問題に挑戦している 2.66 1.00  .161  .613  .023 -.057 

むずかしい問題でも自分の力で解こうと努力している 3.45 0.93 -.030  .502 -.020  .274 

自分の力で課題を成し遂げたいので、多少時間がかか

っても気にしない 

3.44 0.94  .003  .432 -.042  .197 

F3: 目標達成学習       

自分で目標を決めその達成のために頑張っている 3.12 0.90 -.006  .088  .809 -.016 

就職や進学に向けて、自ら計画を立て勉強に励んでい

る 

2.89 0.84  .009 -.014  .679 -.064 

F4: 自律学習       

一人で解決できることは、できるだけ一人でしている 3.89 0.86 -.002  .131 -.002  .780 

授業中わからないことがあっても、自分でじっくり考

えてからでないと先生には質問しない 

3.31 1.07  .013  .056 -.061  .606 

             因子間相関     F2    .509    

                                             F3    .379  .538   

                                             F4    .154  .143  .216  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 
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表 7-2 職場における他者からの支援の因子分析結果  

項目 平均 SD  F1  F2 

F1: 仕事支援     

自分自身の振り返る機会を与えてくれる 3.63 0.98  .808 -.143 

自分にはない専門的知識・スキルを提供してくれる 3.66 1.06  .759 -.154 

仕事上の必要な他部門との調節をしてくれる 3.40 1.10  .681 -.136 

仕事に必要な情報を提供している 3.95 0.85  .652  .186 

仕事の相談にのってくれる 3.62 0.98  .618  .096 

自分にない新たな視点を与えてくれる 3.89 1.04  .601  .167 

自分について客観的な意見を言ってくれる 3.90 0.97  .506  .243 

研修中、自分の目標や手本となっている 3.80 1.03  .502  .186 

学校生活や将来の職業選択の相談にアドバイスをくれる 3.47 1.11  .474  .012 

自律的に働けるよう、まかせてくれる 3.70 0.91  .447  .143 

F2: 精神的支援     

話しをしていると仕事の息抜きになる 3.83 0.97 -.085  .767 

楽しく仕事ができる雰囲気を与えてくれる 3.95 0.89  .093  .688 

インターンシップ研修中の緊張をほぐしてくれる 3.98 0.92  .028  .680 

インターンシップ研修中、こころの支えになってくれる存在である 3.49 1.05  .142  .612 

                                       因子間相関    F2    .381  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 

 

 

表 7-3 大学生活の見直しの因子分析結果  

項目 平均 SD   F1   F2 

F1: 学業の見直し     

大学授業の内容に興味がでてきた 3.08 1.02  .796 -.084 

来年に向けて専門ゼミや専門科目の選択が増えた 3.05 1.01  .763  .009 

興味ある業界・業種の選択肢が広がった 3.39 1.07  .672 -.057 

今までの授業態度ではだめだと思った 3.38 1.03  .505  .108 

将来の職業について改めて考えるようになった 3.89 0.88  .498  .260 

将来のため何か（資格・英語など）を勉強しようと思った 3.80 0.88  .441  .316 

F2: 大学生活の見直し     

学生の間に色んなことに挑戦しようと思った 4.13 0.76 -.027  .899 

これからの大学生活を有意義に過ごそうと思った 4.17 0.72 -.083  .824 

大学生活に自分なりのやる気や目標ができた 3.82 0.87  .270  .531 

因子間相関        F2    .432  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 
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表 7-4 主要変数間の相関関係 

項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

1 性別          

2 学年 .07         

3 思慮深い学習 -.09  .09        

4 探究学習 -.09  .00 .48**       

5 目標達成学習 -.07  .09 .33** .47**      

6 自律学習 -.13 -.07 .14 .29**  .13     

7 仕事支援 -.04  .06 .35** .16*  .19* .11    

8 精神的支援 .14  .03 .16* .10 -.04 .02  .40**   

9 学業の見直し -.10  .11 .32** .20**  .22** .19*  .41** .25**  

10 大学生活の見直し -.00  .13 .29** .24**  .23** .22**  .42** .21**  .50** 

N＝168 性別 男性＝1 女性＝2  学年 1 年生＝1 2 年生＝2 **；p ＜ .01  *；p ＜ .05 

 

 

第 4 節 考察 

 

1. 職場における他者からの支援と大学生の自ら学ぶ意欲 

 職場における他者からの支援と大学生の自ら学ぶ意欲との関連性についてみていくと、

「仕事支援」と「思慮深い学習」、「探究学習」、「目標達成学習」が有意な正の相関を示し

ている。さらに、職場における他者の中で、一番支援を受けたのは、「実習担当者」であり、

次に「一緒に働く従業員」である。大学生は実習中に接する時間が比較的多い、実習担当

者や一緒に働く従業員から、自律性を促される仕事環境を与えられ、仕事を完遂できるよ

うに指導してもらうことで自信へと繋がると思われる。また、職場における他者からの客

観的なフィードバックにより、自分自身を振り返り、新しい視点を与えられ、自ら学ぶ意

欲が促進している可能性があると考えられる。河野（2011）や三浦（2016）においては、

学習意欲の効果は明らかにされていないが、本研究では異なる結果となった。つまり、低

学年にとって、職場における他者からの支援は、企業や職業に関する基本的な知識を習得

するという単純なものではなく、大学生の自律性を促し、自ら学ぶ意欲に効果があると考

えられる。 
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2. 職場における他者からの支援と大学生活を見直そうとする意識 

職場における他者からの支援と大学生活の見直しとの関連性についてみていくと、「仕事

支援」「精神的支援」全てと、「学業の見直し」、「生活の見直し」が有意な正の相関を示し

ていることは、興味深い点である。職場における他者からの支援が高いほど、大学生活を

見直そうとしている。つまり、低学年の学生はインターンシップの経験で、職場の他者と

話す機会が動機づけとなり、大学生活を見直そうとする意識が高くなるのである。酒井理

（2015）や浅海（2007）が言うように、コミュニケーションの機会が重要であり、社会人

との交流そのものがインターンシップの意味を持つことと思われる。このように、大学入

学後、学業に対するリアリティショック状態であると思われる低学年に対し、大学生活を

見直すきっかけの一つとして、インターンシップの職場における他者からの支援は、大き

な影響を与えると考えられる。本研究で得られた結果を踏まえ、低学年におけるインター

ンシップへの提言として以下 3 点を述べる。 

まず、第 1 に、大学生低学年にとってインターンシップは、学業に対し意味づけを行う

機会となりうる可能性がある。低学年がインターンシップに期待する事の中で、「アルバイ

トで得られない事を経験したい」、「大学生活の向上、自分の成長」、「自分に足らない能力

を得るため、長所・短所を知るため」などの成長願望の項目があげられている（岩井 2016）。

つまり低学年は、インターンシップの機会は、社会を知るための学びや自身の成長を考え

る機会と捉えている可能性がある。よって、低学年におけるインターンシップは、学業に

対し意味づけを行い今後の大学生活に自らコミットする効果があると考えられるであろう。 

第 2 に、職場における他者からの支援と大学生の自ら学ぶ意欲との関連性について述べ

る。職場における他者からの仕事支援が強いほど、学習行動は、思慮深く考え、より積極

的に探究し、さらに目標を掲げ努力することが示された。また、職場における他者からの

精神的支援が強いほど、思慮深く考える学習行動が高くなることも示された。櫻井（2009）

は、安心して学べる人的環境が、自ら学ぶ意欲の動機づけの枠組みには必要であるとして

いる。インターンシップにおいて実習担当者や従業員からの支援が、その役目を果たして

いるのだと考えられる。 

低学年は職業選択に関して未熟であり、高学年のようにインターンシップの場で、自ら

希望する業界や職種を絞り込むには早すぎる段階であろう。そのため、職場の他者からの

支援を通し、彼らを社会人のモデルと捉え、自己のキャリア形成を行っていく。また、低

学年の大学授業内容は、基礎的な科目が多いため、知識を吸収する受動的な学習が多いと

言える。よって、職場における他者が、個々の学生に対して仕事に必要な情報を与え、客



94 

 

観的な意見を伝え、新たな視点を与えるなど自主性を高めてくれる環境は、大学生に振り

返る機会や気づき、新しい視点を与え自ら学ぶ意欲に影響を与えている可能性があると考

えられる。 

 第 3 に、職場における他者からの支援と大学生活を見直す意欲との関連性について述べ

る。職場における他者からの仕事支援と精神的支援が高くなるほど、大学生活の見直しが

行われることが示された。特に低学年は、学業に対するリアリティショックを受け、一時

的に学業を回避している学生が多いと言われている。自我と職業を探索する大事な時期に、

目的もなく大学生活を送ってしまっている状態であろう。よって、インターンシップにお

ける実習担当者や一緒に働く従業員との接触が、自己を振り返り大学生活を見直そうとす

る機会になると考えられる。さらに、自身を振りかえり、客観的な意見を与えてくれ、仕

事をまかせてくれるなどの仕事支援に加え、大学時代やキャリアの話、大学生活へのアド

バイスなど、実習内容とは直接結びつかない支援が、低学年において今後の大学生活を見

直そうとする意識に効果があることが示された。 

これまで第 6 章～第 7 章では、インターンシップにおける大学生低学年の職業意識や学

ぶ意欲などについて検討してきた。第 8 章は大学生高学年に着目し、近年、増加傾向であ

る 1 日インターンシップと大学生のキャリア意識について、実証的検討を行う。 
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第 8 章 １日インターンシップと大学生の就職活動におけるキャリア意識の考

察（実証研究Ⅳ） 

 

第 1 節 研究目的 

 

 研究Ⅱ、Ⅲでは、大学生低学年に着目した。まず、研究Ⅱでは、初年次インターンシッ

プは、大学 1 年生の職業決定の状態に変化を与え、インターンシップそのものが、学習意

欲を喚起する環境であることが分った。しかし、個人の動機づけタイプによって学びや気

づきが異なることが確認された。つぎに、研究Ⅲでは、インターンシップにおいて、職場

における他者（実習担当者や一緒に働く従業員）からの支援があるほど、自ら学ぶ意欲が

促進されることが分った。さらに、職場における他者からの仕事支援と精神的支援が高く

なるほど、大学生活を見直す意識が高くなることが確認された。 

続いて研究Ⅳでは、大学生高学年に着目する。高学年は、発達段階における青年期の終

わりへと近づく時期である。ただし、宮下（2010）によると、この時期は、キンズバーグ

による職業選択の発達段階において、いくつかの職業に絞り込む段階「結晶化段階」から、

具体的な職業を特定し決定する段階「特殊化段階」にあたると述べている。このように高

学年は、就職活動を通していよいよ自らの職業に関して具体的な検討を始める時期である。 

そこで本研究では、近年増加の傾向にある 1 日インターンシップと大学生のキャリア意

識との関連性を検討する。2018 年度において、大学生が「1 日」のインターンシップに参

加した割合は、全体の 65.5％と昨年度に比べると、7.8 ポイントの増加となっている（就

職みらい研究所 2018）。1 日インターンシップが大学生にとってどのようなメリットがあ

るのか、1 日インターンシップに参加した学生と不参加の学生を比較し、キャリア意識と

の関係性について実証的検討を行う。 
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図 8-1 研究Ⅳ「1日インターンシップと職業意識」 

 

 

1. 1 日インターンシップ 

 そもそも、「1 日インターンシップ」とは、どのようなものなのであろうか。2017 年 4

月 10 日、経団連は就職活動のスケジュールにおいて、企業説明会の解禁は 3 月 1 日、採

用面接は 6 月 1 日と 3 年連続同じ時期で行うことを発表した。一方、インターンシップは

5 日間以上とする日数規定をなくし、1 日からの実施を可能とした。その背景として、イ

ンターンシップを通じた学生の囲い込み競争がある。すでに外資系やＩＴ企業が学生の冬

休みに 1 日もしくは 2～3 日のインターンシップを開催しており、できるだけ多くの学生

に接触して、優秀な人材を囲い込もうとしている。一方、経団連に所属している企業は、

日数規定が足かせとなり「採用活動では不利である」との声が相次いでいた16。 

なぜならば、就職活動の直近である冬休みは約 2 週間しかなく、しかも年末・年始を挟

んでいるからである。学生が 5 日間以上のインターンシップに参加する、また企業が 5 日

間以上のインターンシップを開催するのは、日程を考えると非常に困難な時期である。よ

って、通常 5 日間以上のインターンシップとなると、学生が参加しやすい、企業が開催可

能な夏休みに行われることになる。 

さらに企業の新卒採用において、次第にインターンシップに比重を置く企業が増えてき

ている。例えば、インターンシップ参加者のみに限定した説明会や座談会、就職相談会の

開催、さらには、選考の一部を免除、早期選考を行う企業などがある。理由として、経団

連が、2016 年春に卒業する大学生から、採用説明会の開始を 3 年生の 12 月から 3 月に繰

り下げたことが挙げられる。これに伴い、説明会の解禁前にインターンシップの形で事実

                                                   

16 「1 日インターンシップの容認」日本経済新聞 2017 年 4 月 11 日朝刊 

 

仕事へのトランジション 

職業決定 

アイデンティティの確立 
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レディネス 
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上の採用活動を始める企業が増えた17。1 日インターンシップが始まった当初は、企業説

明会とさほど変わらない内容が多く、「インターンシップとは言えない」という多くの批判

があった。しかし、経団連が 1 日を容認する反面、現場体験や助言など教育効果が高い内

容にして、且つその情報を公開するよう求めていることにより、近年では、企業説明会に

加え、仕事体験、業界理解のためのグループワークやグループデイスカッション、社員と

の座談会などが行われており、インターンシップの内容は変化している。つまり、企業が

1 日インターンシップを実施する目的として、学生との接点拡大、学生への企業アピール、

業界・事業の理解を深めてもらう、早期採用などが挙げられる。 

 一方、大学生にとって、1 日インターンシップは、業界を見極める、仕事内容を具体的

に知ることができる機会となる。また、時間を効率よく使うことが出来るため、長期や短

期のインターンシップに比べて、参加しやすいのが特徴である。また、1 日インターンシ

ップが実施される 3 年生の秋・冬は、まだ自分自身の進路が明確に絞られていない時期で

あり、エントリーする企業が決まっていない学生も多い。よって、いくつかの興味ある業

界の 1 日インターンシップに参加して、企業とのマッチングや仕事内容を理解する場とし

て利用することが出来る。 

今日まで日本のインターンシップは、若者の雇用問題（フリーター、ひきこもりなど）

が原因となり、若者の雇用支援のために、また、キャリア教育の一環として企業と大学が

提携し推進されてきた。しかし、大学があまり関与できない 1 日インターンシップが増加

している状況を踏まえると、インターンシップに関する教育全体を改めて考え直すべきで

はないだろうか。 

 

2. 1 日インターンシップの定義 

 2017 年 4 月経団連は、インターンシップの「5 日間以上」とする日数規定を廃止した。

理由としては、会員企業ができるだけ多くの学生に接触して認知度を高められるための配

慮である。しかし、「教育的効果の薄い 1 日限りのインターンシップは実施しない」、「現

場研修などがない名ばかりのインターンシップは認めない」としている18。よって、本研

究の 1 日インターンシップとは、1 日の中で学生が、業界や企業の仕事内容が理解できる、

就職活動の支援としての内容であり、さらに現場での実習が組み込まれているインターン

                                                   

17「1 日インターンへの懸念」 日本経済新聞 2017 年 4 月 29 日朝刊  

18 「インターン日数規定を廃止 経団連、18 年就活から」日本経済新聞 2017 年 4 月 6 日朝刊 
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シップのことを 1 日インターンシップとする。 

 

3. １日インターンシップに関する研究 

 ここからは、1 日インターンシップに関する研究をみていく。1 日インターンシップは、

すでに述べたように、今後ますます普及していくと予測されるが、一方で、その実態を調

査した研究は、筆者が調べた範囲ではほとんど見当たらない。 

杉村（2016）は、1 日インターンシップは 1 日のきわめて短い期間だが、プログラム内

容に工夫を凝らし、就業体験を通じ職場の活気や仕事内容の理解につなげられているとし

ている。さらに、遠方在住者や部活、アルバイトなどの理由で長期間のインターンシップ

に参加しにくい学生に対しても就業体験の機会を与えられるとしている。 

つぎに、高橋（2016）は、高校生を対象に 3 時点（事前・事後・卒業前）におけるアン

ケート調査を行い、1 日インターンシップでどのような影響を受けたか、また、その影響

がどのように変化していったか、さらに、肯定的な影響を受ける生徒の特長を分析した。

高校生における 1 日インターンシップの経験は、実施直後は気づきを得るなど肯定的な影

響を受けていたが、卒業前時点では影響が薄れており「将来を考える」観点のみ継続して

いる結果となった。また、就きたい職業が決まっていない生徒は、1 日インターンシップ

の経験によって、自分が何も準備していないことを自覚したり焦ったりしている。一方、

就きたい職業が決まっている生徒にとっては、職業の適性を判断する指標になりうるとし

ている。これらの研究は、1 日インターンシップのメリットや学生が受けた影響を明らか

にしている。しかし、1 日インターンシップと大学生のキャリア意識に関する関連性まで

は明らかにしていない。 

 

第 2 節 研究方法 

 

1. 予備調査 

 1 日インターンシップの経験者を対象にインタビュー調査を行った。1 日インターンシ

ップの内容が、大学生のキャリア意識にどのような変化を与えているのか具体的に探って

いきたい。 

 

（1）調査概要 

 まず、予備調査として 2017 年 6 月下旬～7 月下旬の間に、近畿大学経営学部 4 回生で 1
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日インターンシップ経験者 14 名（男性 7 名、女性 7 名）を対象に、インタビューを実施

した。インタビューにあたっては、学生に本研究の目的を説明し承諾を得た。また、許可

を得て IC レコーダーで録音と筆記による記録を行い、内容を文章化した。インタビュー

は半構造化方式で 30 分程度である。調査内容は、1 日インターンシップに参加した理由、

参加後の意識変化、就職活動への影響などである（表 8-2、8-3、8-4）。 

 

（2）調査結果 

 

表 8-1 調査対象者の属性 

 参加した時期 参加した業界 

Ａさん（女性） 3年生の秋 金融 

Ｂさん（女性） 3年生の秋 人材派遣 

Ｃさん（男性） 3年生秋と冬 人材関係 

Ｄさん（男性） 3年生の冬 金融 

Ｅさん（男性） 3年生の冬 製薬、食品 

Ｆさん（女性） 3年生の夏と秋 アパレル、不動産、人材派遣 

Ｇさん（男性） 3年生の冬 物流 

Ｈさん（女性） 3年生の秋 金融、不動産 

Ｉさん（女性） 3年生の秋 不動産 

Ｊさん（男性） 3年生の冬 人材、不動産 

Ｋさん（女性） 3年生の冬 ブライダル 

Ｌさん（女性） 3年生の冬 金融 

Ｍさん（男性） 3年生の冬 金融、繊維商社 

Ｎさん（男性） 3年生の冬 金融 
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表 8-2 インタビュー結果「参加理由」 

カテゴリー 主なインタビュー内容 

業界の理解

絞り込み 

3 年の夏に金融で 2 日インターンシップを経験しました。同じ金融のワンデイに参

加し、内定者との座談会でいろいろ話をしてエントリーを決めました。 

（Ａさん女性） 

自分の中で人材かスポーツか 2択まで絞れていたので、本格的に「この企業いい

な」という方にいきました。自分のしたいことと、その企業でできそうなことが、

調べている時にマッチングしました。 

（Ｃさん男性） 

3 年生の夏に参加した短期インターンシップがきっかけで、金融機関に就職し中小

企業の支援をしたいと思い金融のワンデイに参加しました。金融業界に絞れたの

でエントリーしました。 

（Ｄさん男性） 

ブライダル業界で働きたいと思っていました。最初からブライダルに決めていま

した。でもどの会社がいいとか分からなくて、ワンデイに行ってみようと思い行

きました。 

（Ｋさん女性） 

６月の合同説明会で、インターンシップに誘われました。そろそろ就職活動を考

えないといけないと思い行きました。他の業界もみたけど一番は不動産でした。 

（Ｉさん女性） 

短期インターンシップに参加しなかったので、冬のワンデイに参加しました。夏

はこの業界に行きたいとかなかったのですが、冬になると金融業界を考える様に

なりました。 

（Ｌさん女性） 

採用重視 取りあえず行くものなのかと思い行ってみました。ワンデイに行ったら筆記試験

が免除だったので行きました。インターンシップで気に入られたら「来てほしい」

と言われたりしました。採用に直結すると思います。 

（Ｅさん男性） 

就職の選考に有利になるかなと思ったのと、就活の仕組みとかが分かってなかっ

たので、３月になるまで何か思案しなければと焦っていました。 

（Ｍさん女性） 
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表 8-3 インタビュー結果「参加後の意識変化」 

カテゴリー 主なインタビュー内容 

就職活動の

開始 

就活しないとやばいと思った。そのころから就活のことを考え始めた。背中をお

してもらった。 

（Ｂさん女性） 

企業分析をすごくするようになりました。秋のインターンシップがきっかけでし

た。人材系に内定が決まりました。 

（Ｆさん女性） 

周りの高い学歴の人達をみたら、的確な意見を言っていて自分もちゃんとしなけ

ればだめだと意識が変わりました。 

（Ｃさん男性） 

もう、就活始まるんやな～って感じです。何もやってなかったので、面接の練習

が沢山出来ました。 

（Ｊさん男性） 

就活モードになったかなと思います。2 月だったんですけど。 

（Ｍさん女性） 

他大学生と

の比較 

自分がどの位置にいるかが分かる。あせり始めたのは、冬からだったので、１日

とか２日のインターンシップばっかり全部で 5つぐらいの企業に行きました。 

（Ｄさん男性） 

私達の世代は、インターンに行かないといけないと思い行きました。焦りました

ね、他の人がやれていることを自分がやれてないとか、自分の進捗状況が分かっ

たので、「あ～これはやらなければ」と思いました。 

（Ｈさん女性） 

グループデイスカッションの場で他大学の学生と触れ合ったとき、相手は意識も

高くてもう金融の事も預金とか結構知っていました。もう少し金融のこととかち

ゃんと調べないとダメだとそこで思いました。 

（Ｌさん女性） 
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表 8-4 インタビュー結果「就職活動への影響」 

カテゴリー 主なインタビュー内容 

企業の仕事

内容をみる 

自分のやりたいことと仕事内容がマッチングした。会社の説明もあったし、仕事

内容を体感できた。新人社員（去年入社）さんと話す時間が有ってそれがすごく

良かったです。 

（Ｃさん男性） 

銀行って全く何をしているのか分からなかったですけど、自分が働いているとこ

ろとか、イメージがわきやすいと思う。合同説明会の前の準備段階のような感じ

です。 

（Ｌさん女性） 

最初の方はあまり満足度が高くなかったけど、お客様にサービスを提供できると

実感がわいたというのがありますね。行ってなかったら自分の中で、ぼんやりと

した物流業界でしかなかったです。 

（Ｇさん男性） 

企業の雰囲

気や従業員

をみる 

1 日インターンシップに行った企業に内定をもらい、そこに行くことになりまし

た。この会社やったら長く働けそうやなという感覚がしたのがこの会社でした。 

（Ｆさん女性） 

会社の比較とかネットを見るよりも分かり易く、質問もできます。私は会社の雰

囲気を人で見ていたので、実際に行ってみないと分からないので、行った方がい

いと思います。 

（Ｋさん女性） 

  

 

まず、1 日インターンシップの参加理由については、「業界の理解・絞り込み」と「採用

重視」のカテゴリーに分かれた。A さんや D さんのように 1 日インターンシップの中で、

業界や企業との適性などを判断してエントリーを行っている学生がいる一方で、K さんや

I さんのように、元々興味のある業界が決まっており、企業研究のために参加している学

生もいる。また、E さんや M さんは、採用されることが目的としており、業界や企業の理

解というよりは就職に対して功利的な考えで参加している。 

つぎに、参加後の意識変化については、「就職活動の開始」と「他大学生との比較」のカ

テゴリーに分かれた。B さん、J さんや M さんのように、1 日インターンシップの参加が

きっかけとなり、就職活動の始まりを意識し始めている学生がいる一方で、他大学の就職
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活動生と接触することで、D さんや H さんのように、就職活動に対する自分の意識レベル

を認識し、他大学の就職活動生から多くの影響を受けている学生もいる。 

さらに、就職活動への影響に関しては、「企業の仕事内容を見る」と「企業の雰囲気や従

業員を見る」のカテゴリーに分かれた。C さん、L さん、G さんのように、企業の現場で

仕事を体験することで、より深く業界を理解して、将来企業で働いている自分の姿をイメ

ージしている学生が前者に含まれる。また、学生は、1 日インターンシップで初めて企業

の人々と出会う。それまでは、ホームページや四季報などで企業研究を行っているが、実

際に働いている人々の雰囲気や社風などは伝わらない。よって、FさんやKさんのように、

1 日インターンシップで、実際に企業で働いている従業員の雰囲気や社風を感じ取り、質

問をすることで自分自身と企業とのマッチングを行っている学生が後者に含まれる。 

 

2. 本調査 

 ここからは、予備調査で明らかになった結果を詳しく検証していく。1 日インターンシ

ップの経験が、大学生の就職活動に関する意識や職務探索に及ぼす影響を検討する。 

 

（1）調査概要 

本調査として、近畿大学経営学部の進路相談室に来室した 3 年生を対象にアンケート調

査を実施した。職員の協力を得て質問紙を配布・回収を行った。実施期間は、2018 年 2

月中旬～3 月上旬である。対象者は、100 名、有効回答者は 97 名、有効回答率は 97％で

あった。97 名の内、1 日インターンシップ経験者は 46 名（47％）、未経験者は 51 名（53％）

である。また、回答者の属性については、男性が 55 名（57％）、女性が 42 名（43％）で

あった。 

  

（2）分析指標 

1 日インターンシップについて 

 まず、1日インターンシップの実態調査を行うため、「1日インターンシップの参加理由」

ならびに、「1 日インターンシップの形態」についてたずねた。「1 日インターンシップの

参加理由」に関しては、教示文に「1 日インターンシップに参加した理由を教えてくださ

い」という文章を明記し、「1.希望する業界を知る、2.就職活動に向けてエントリーする業

界を絞る、3.興味ある業界（企業）の仕事内容を知る、4.希望する企業で働いている人た

ちの雰囲気を知る、5.希望する業界（企業）とのマッチングをみる、6.就職活動で何をし
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ていいか分からない、7.就職活動（面接、グループデイスカッション）の練習、8.希望す

る企業の人事と知り合いになる、9.選考の一部が免除される、10.採用につながる」の項目

から複数回答してもらった（図 8-2）。つぎに、「1 日インターンシップの形態」に関しては、

教示文に「参加した 1 日インターンシップの内容について教えてください」という文章を

明記し、「1.就職活動支援型、2.会社説明会のみ、3.会社説明会+仕事体験型、4.会社説明会

+グループデイスカッション型、5.採用直結型」の項目から複数回答してもらった（図 8-3）。 

 

大学生の就職活動に関する意識 

つぎに、大学生の就職活動への意識について測定するために、坂柳（1996）が作成した

「職業キャリア・レディネス尺度」27 項目を使用した（表 8-5）。職業キャリア・レディ

ネス尺度は、大学生が自分のこれからの職業選択や就職などについて、どの程度成熟した

考えを持っているのかを測定するキャリア成熟尺度である。「よくあてはまる」から「全く

あてはまらない」まで 5 点尺度で回答してもらった。 

 

大学生のキャリア探索 

 さらに、1 日インターンシップの経験がキャリア探索にどのような違いをもたらすのか

検討する。安達（2008）が、Stumph, Colarelli and Hartman (1983）を参照しながら作

成した「キャリア探索尺度」13 項目を使用した（表 8-6）。キャリア探索とは、職業、仕

事、組織についての情報を入手することができる意図的行動や認識と定義されている。個

人は、様々な情報源からキャリアの情報を収集することが出来るが、環境と個人の 2 つの

情報源が主要となる（Stumph, et al. 1983）。「よくあてはまる」から「全くあてはまらな

い」まで 5 点尺度で回答してもらった。 

 

1 日インターンシップの回数と満足度 

 最後に、1 日インターンシップに参加した学生を対象に、1 日インターンシップの参加

回数と満足度を点数（10 点満点）で回答してもらい、回数、満足度と職業キャリア・レデ

ィネス、職務探索との間に関係性があるのかみていく。 
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第 3 節 結果 

 

1. 1 日インターンシップについて 

 図 8-2 は、1 日インターンシップの参加理由の結果を表したグラフである。一番多いの

は、「興味ある業界（企業）の仕事内容を知る（57）」であり、つぎに「希望する業界を知

る（48）」、「希望する企業で働いている人たちの雰囲気を知る（37）」の結果となった。つ

ぎに、図 8-3 は、学生が経験した 1 日インターンシップの形態の結果を表したグラフであ

る。一番多いのは、「会社説明会+グループデイスカッション型（57）」であり、つぎに「会

社説明会+仕事体験型（31）」の結果となった。 

 

2. 大学生の就職活動に関する意識 

 職業キャリア・レディネス 17 項目について、平均値、標準偏差を算出したところ 4 項

目で天井効果、2 項目でフロア効果がみられたため分析から除外した。つぎに、坂柳（1996）

が作成した職業キャリア・レディネス尺度が 3 因子構造であることを確認するため因子分

析を行った。因子の抽出には最尤法、回転方法にはプロマックス回転を用いた。因子負荷

量が、.40 以上を示す項目を各因子の解釈に用いたところ、坂柳が示した 3 因子が忠実に

抽出されず、2 因子が抽出された。第 1 因子は 5 項目、第 2 因子は 4 項目となった。なお、

因子負荷量が負であった項目については、これを逆転項目とした（表 8-5）。第 1 因子を「目

標型」、第 2 因子を「現実型」と命名した。つぎに、α係数を用いて各下位尺度の内部一

貫性を検討したところ、「目標型」は .80、「現実型」は .70 であった。 

 

3. 大学生のキャリア探索 

 つぎにキャリア探索 13 項目について、平均値、標準偏差を算出したところ 3 項目に天

井効果がみられたため分析から除外した。さらに、安達（2008）が作成したキャリア・探

索尺度が 2 因子構造であることを確認するため、因子分析を行った。因子の抽出には最尤

法、回転方法にはプロマックス回転を用いた。因子負荷量が、.40 以上を示す項目を各因

子の解釈に用いたところ、安達が示した 2 因子が忠実に抽出されず、3 因子が抽出された。

しかし、第 2 因子は 2 項目となったため分析から除外した。その結果、第 1 因子は 4 項目、

第 2 因子は 3 項目となった（表 8-6）。第 1 因子を「自己探索」、第 2 因子を「職業探索」

と命名した。つぎに、α係数を用いて各下位尺度の内部一貫性を検討したところ、「自己探

索」は .88、「職業探索」は .66 であった。 
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 最後に、表 8-7 は今回の調査で用いた変数間の相関関係を示している。職業キャリア・

レディネスを中心にみてみると、1 日インターンシップを経験している学生ほど、「目標型」、

「現実型」の値が高くなっているのがみられる。さらに、1 日インターンシップを経験し

た回数、満足度との関連をみてみると、経験した回数は増えるほど、職業キャリア・レデ

ィネスの「目標型」、「現実型」と職務探索の「職業探索」の値が高くなっているのがみら

れる。また、満足度が上がるほど、職業キャリア・レディネスの「目標型」、「現実型」の

値が高くなっているのがみられる。 

 

 

図 8-2 1日インターンシップ参加理由 （複数回答） 

 

 

図 8-3 1日インターンシップの形態 （複数回答） 
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表 8-5 職業キャリア・レディネスの因子分析結果 

項目 平均 ＳＤ Ｆ1 Ｆ2 

Ｆ1：目標型     

今希望している職業はまたすぐに変わるかもしれない（Ｒ） 3.30 1.12  .830  .249 

どのような職業に就きたいかまだわからない（Ｒ） 2.99 1.26  .805 -.021 

自分は将来どのような職業についているかわからない（R） 3.51 1.22  .572 -.209 

職業の選択・決定では周囲の雰囲気に流されることはない 3.44 1.10 -.463  .248 

どのような職業人になりたいのか自分なりの目標をもっている 3.50 1.10 -.405  .394 

Ｆ2：現実型     

すでに計画に従って就職試験のための勉強をしている 3.03 1.15 -.167 .671 

希望する職業に就くための具体的な計画を立てている 3.30 1.08 -.364  .600 

職業選択や就職は自分の個性と就職機会の両面から十分考えている 3.71 0.97  .161  .486 

自分の将来の職業生活の様子はだいたい想像できる 2.80 1.11 -.386  .419 

                   因子間相関  Ｆ2 -.341  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 

 

 

表 8-6 キャリア探索の因子分析結果 

項目 平均 ＳＤ Ｆ1 Ｆ2 

Ｆ1：自己探索     

自分の長所や短所について考えてみる 4.08 0.87  .882  .019 

自分という人間について考えてみる 4.00 0.89  .816  .017 

これまでの自分の生き方について振り返ってみる 4.08 0.90  .775  .035 

自分が嫌いなこと不得意なことについて考えてみる 4.08 0.81  .754 -.037 

F2:職業探索     

本や雑誌、インターネットなどで仕事や働くことに関連する記事を読む 3.62 1.10 -.052 .844 

興味ある仕事に関する情報を集める 3.98 0.83  .050 .484 

仕事や働くことをテーマにしたＴＶ番組を観たり、講演会を聴きに行く 3.56 1.06  .120 .482 

                     因子間相関  Ｆ2 .131  

因子抽出法：最尤法、プロマックス回転 
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表 8-7 主要変数間の相関関係 

項目 1 2 3 4 5 6 

1 1日インターンシップ       

2 参加回数 .77**      

3 満足度（点数） .94**  .73**     

4 目標型 .36**  .42**  .35**    

5 現実型 .36**  .40**  .35**  .62**   

6 自己探索 .05  .19  .11  .15  .17  

7 職業探索 .17  .25*  .20  .38**  .61**  .15 

N=97   1日インターンシップ（経験あり＝1 なし＝0）  **；p ＜ .01  *；p ＜ .05 

 

 

第 4 節 考察 

 

 本研究は、1 日インターンシップの経験が、職業キャリア・レディネスならびに職務探

索行動とどのような関係にあるのか、また、1 日インターンンシップの経験回数や満足度

により、その違いがあるのかを検討した。 

  

1. 1 日インターンシップについて 

 まず、学生が 1 日インターンシップに参加する理由、ならびに参加した 1 日インターン

シップの形態についてみていく。まず図 8-2 の「1 日インターンシップの参加理由」をみ

てみると、「興味ある業界（企業）の仕事内容を知る」、「希望する業界を知る」、「希望する

企業で働いている人たちの雰囲気を知る」など、興味のある業界や仕事についてさらに詳

しく知ることが、主な参加理由として挙げられている。一方で、「採用に繋がる」や「選考

の一部が免除になる」など就職活動に対する功利的な参加理由は、少ない結果となってい

る。また、図 8-3「1 日インターンシップの形態」では、「会社説明会+グループデイスカ

ッション型」、「会社説明会+仕事体験型」が全体の 8 割を占めている。つまり、学生は 1

日インターンシップについて、就職活動を行う前の準備段階として職業選択を行うために、

業界や企業についての知識、具体的な仕事内容、さらに、企業で働いている人々などの多

くの情報を収集する場として利用していると考えられる。 
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2. 就職活動への意識（職業キャリア・レディネス） 

 つぎに、1 日インターンシップの経験と職業キャリア・レディネスとの関連性をみてい

く。1 日インターンシップを経験した学生ほど「目標型」と「現実型」の値が高くなって

いる。このような結果は、1 日インターンシップの経験による一定の効果があることを示

していると言える。「目標型」の項目から、1 日インターンシップを経験することにより業

界を理解し、どの業界の企業にエントリーするのか、興味のある業界はどこなのかなど絞

り込みを行っていることが分る。つまり、1 日インターンシップは、学生が企業とのマッ

チングを考え、就職活動に向けての目標を設定する機会であると推測される。 

 また、「現実型」に関しては、就職活動への影響として、1 日インターンシップの経験に

より、企業の仕事内容を理解し、自分が働いているイメージを想像していると考えられる。

さらに、1 日インターンシップで初めて、企業の社員や他の大学生と接触することで、よ

り就職活動が現実的なものとなるのであろう。 

近年の 1 日インターンシップは、会社説明会、仕事体験、グループワーク、社員との座

談会などのプログラムが主流となりつつある。1 日と短い期間ではあるが、学生が就職活

動の準備として、企業エントリーの計画を立て仕事内容を深く理解することは、1 日イン

ターンシップが学生のキャリア成熟の形成の一つの支援として、機能を果たしていると言

えるのではないだろうか。 

 

3. 就職活動への準備（職務探索） 

 つぎに、1 日インターンシップの経験と職務探索の関連性をみていく。1 日インターン

シップの経験あり、経験なしに関係なく、職務探索にはほとんど影響がないことが示され

る結果となった。この結果は、すでに、第 4 章の第 3 節で述べた様に、職務探索行動は、

キャリアガイダンスなどのキャリアに対する情報探索活動を意味するキャリア探索行動

（career exploration）と、一定期間における特定の職務を探索する上で必要な行動（履歴

書やエントリーの送付及び、学校のキャリアセンターの利用など）がどの程度行われたか

を指す集中的職務探索行動（job search intensity）の 2 つの概念を中心に研究がされてい

る（竹内・竹内 2010）。しかし、本研究の調査が 2 月に実施されたため、1 日インターン

シップを経験した直後の時期にあたる。つまり、職務探索行動が促されるのは、企業合同

説明会や面接などの就職活動が本格的に始まる時期（3 月）と思われる。よって、調査時

期が原因となり、このような結果になったと考えられるであろう。 

 一方で、1 日インターンシップの経験回数と職業探索との間に有意な正の相関を示して



110 

 

いるのは興味深い。学生が 1 日インターンシップを経験することで就職活動を意識し始め

るのであろう。学生が、1 日インターンシップの回数を重ねていくと多くの他大学生と出

会う。特に、自分よりも就職活動に対する意識が高い他大学生と出会うと、就職活動への

焦りや知識不足など気づきが得られる。おそらく、キャリアセンターの就職関連のイベン

トに参加する、進路相談やカウンセリングを受けようと行動し始めるのであろう。 

つぎに、本研究で得られた結果を踏まえ、1 日インターンシップに関して明らかになっ

たのは以下 3 点である。 

 まず、第 1 に、学生は、1 日インターンシップを就職活動の準備段階として意識し、捉

えていることが分った。経団連が発表している就職活動のスケジュールでは、3 月に採用

説明会が開始され、企業エントリーが始まり、6 月から企業の選考が開始する。まず、興

味ある業界や企業を選び、エントリーしていくなどの職業選択を自分自身で行わなければ

ならない。この大きな決断こそ、いわゆる高学年におけるもっとも重要なキャリア発達課

題であると言える。学生自身がキャリア発達課題を解決するために、自己分析を行い、自

ら最適な企業を見つけ出す作業は決して単純ではない。よって、業界や企業、仕事内容、

働く人々などの情報を収集し、吟味して、エントリーする業界や企業を絞り込む必要があ

る。そのツールとして、1 日インターンシップを利用していると考える。 

 インターンシップの意義の一つとして、学生の主体的な職業選択や職業意識の育成があ

げられる。1 日インターンシップを就職活動の準備段階として活用することで、学生の職

業選択や職業意識を高め、促す効果があると考えられる。 

 第 2 に、1 日インターンシップの経験と職業キャリア・レディネスとの関連性について

である。1 日インターンシップを経験した学生ほど、「目標型」と「現実型」の値が高くな

っていることが示された。学生は、1 日インターンシップを経験することで、就職活動を

どのように進めていくのか、どの業界に絞りエントリーするのかなど、ある程度目標を立

てることが出来る。また、1 日インターンシップにおいて、業界、企業の知識を得ること

が出来、さらに、初めて出会った企業の社員をキャリアモデルと捉え、将来自分自身が働

いている姿を想像することで、職業選択を現実のものと捉え行動していくのである。 

従来、1 日インターンシップは、期間の短さからインターンシップの効果が期待されな

いと言われている。しかし、1 日インターンシップを就職活動の準備と捉え、参加する時

期、プログラム内容、学生の就職活動への意識などを考慮することで、学生のキャリア形

成の一つの支援として、職業選択というキャリア発達課題を達成するのに効果があること

が分った。 
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 第 3 に、1 日インターンシップの参加回数と職務探索との関連性についてである。1 日

インターンシップの参加回数が多いほど、職業探索が促されていることが示された。1 日

インターンシップを数回経験することにより、就職活動に向けて具体的な方向性、やるべ

き行動がだんだんと明確になったと考えられる。また、業界の知識を得て、企業の社員と

直接話をすることにより、興味ある業界が、働いてみたい業界に変化しているのではない

だろうか。さらに、その中からエントリーする企業を決定していくために、職業探索が促

されると考える。 

 このように、1 日インターンシップは、学生の就職活動への意識が高まり始めた時期に

経験することで、就職活動に目標を持ち行動する意識を促すことが考えられる。また、1

日インターンシップを数回経験していくうちに、働いてみたい業界や企業と自分をマッチ

ングしていき、就職活動の次の段階へと進んでいく。つまり、1 日インターンシップを単

独で考えると、従来の短期・長期インターンシップのようなキャリア教育の効果が期待出

来ないのかも知れない。しかしながら、学生が業界・企業の仕事内容を十分に理解し、そ

の仕事内容をやってみたいと思うプログラム内容や、座談会などで社員の雰囲気や社風が

伝わる 1日インターンシップ、さらに学生が就職活動を開始しようとする意識が高ければ、

学生のキャリア意識への効果が十分に期待できる。つまり、職業選択というキャリア発達

課題を達成するツールとして機能するであろう。 

 一方で、大学側は、1 日インターンシップに関与しづらい状況である。今後、キャリア

教育の効果や学生の成長などを把握する方法、1 日インターンシップに参加する学生へど

のように支援すべきか、また、1 日インターンシップの相談にどのように対処すべきかを

考慮していかなければならないと考える。 
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第 9 章 まとめ 

 

本論文の目的は、大学教育におけるインターンシップに着目し、大学生のキャリア発達

課題の視点から、その関連性について探究することであった。このような目的となる背景

には、インターンシップ研究がキャリア教育の実践的効果を示すものが多く、理論的貢献

を示す研究が乏しいということに対する問題意識があったためである。従来、インターン

シップは、キャリア教育の一環として認識されているが、職業意識への効果を考えると高

学年で経験することが望ましく、低学年では時期が早いと考えられてきた。しかし、近年、

大学におけるキャリア教育の開始は早期化され、初年次から行われることが推進されてい

る。よって、本論文では、キャリア発達の探索段階にあたる大学生低学年、高学年のそれ

ぞれ異なるキャリア発達課題をみていき、その発達課題を達成していく手段としてのイン

ターンシップの影響や効果について検討した。 

本章では、本研究で得られた知見を要約し、その理論的、実践的含意を示す。さらに、

本研究の限界と残された課題について考察する。 

 

第 1 節 総合考察 

 

 第 1 章では、本論文におけるインターンシップの定義と意義の確認、ならびに、海外、

日本におけるインターンシップの現状について考察した。その結果、日本のインターンシ

ップの定義は定着しておらず、その意味合いは広範囲に捉えることができる。また、イン

ターンシップの意義については、学生を送り出す大学等、これを体験する学生、学生を受

け入れる企業等それぞれにとって、様々な意義を有するものであることが確認された。 

 つぎに、海外、日本におけるインターンシップの現状についてである。主な海外の国（ア

メリカ、イギリス、中国）では、インターンシップは採用の一環として実施されており、

インターンシップから正社員へ採用される仕組みとなっていることが分った。一方、日本

では、採用目的の海外インターンシップとは異なり、若年層の雇用問題による若者の支援

として、また、キャリア教育の一環として位置づけられており、海外とは全く異なるもの

であることが明かになった。 

第 2 章では、キャリア教育の一環であるインターンシップの背景を明らかにするために、

日本のキャリア教育とインターンシップについて考察した。まず、日本のキャリア教育の
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概念は、1970 年代以降にアメリカで展開された「キャリア・エデュケーション運動」19が

モデルであるとし、文部科学行政関連の審議会報告等において「キャリア教育」という用

語が初めて登場したのは、1999 年の中央教育審議会答申においてであった。1990 年末ご

ろから、若年層の雇用問題であるフリーター、ニート問題などが大きく取り上げられ、そ

のような背景のもと、若者支援対策としてキャリア教育が推進されてきたことが確認され

た。 

 つぎに、大学教育におけるインターンシップである。大学は次代を支える人材育成のた

めの大きな役割を果たすことが期待されており、その中でインターンシップは、学生が産

業や社会についての実践的な知見を深める機会と考えられていることが分った。また、イ

ンターンシップは、大学教育の観点から産学連携教育の一環として行われるものであり、

大学の積極的な関与が望まれている状況であることが明かになった。 

 第 3 章では、国内、海外のインターンシップについて先行研究のレビューを行った。ま

ず、国内の先行研究においては、キャリア教育へ及ぼす影響や効果に関する主な研究を取

りまとめた。多くのインターンシップ研究は、インターンシップによる学生のキャリア意

識への影響や能力の伸長などが検討されていることが分った。しかし、研究対象者のほと

んどが高学年のため、キャリア発達における探索段階の初期段階が見落とされており、キ

ャリア発達の視点においては十分に検討されていないことを問題点として指摘した。 

 つぎに、海外の先行研究においては、日本と海外でのインターンシップの捉え方の違い

から、採用に対する効果を検討している研究が多く存在することが分った。主に、学生の

職業スキルの習得や職業選択へのサポート、さらに大学や企業の立場からより有効なイン

ターンシップのあり方を検討していることが分った。また、研究対象者が MBA やビジネ

ススクールの学生、さらに、マーケテイングや会計を専攻している学生が多いのも特徴で

あり、サンプルに偏りがある問題点を指摘した。 

 第 4 章では、生涯発達心理学の視点から、大学生のキャリア発達課題について考察を行

った。まず、低学年においては、授業や学業に対する意欲低下の状態を取り上げた学業の

適応問題や、入学前に抱いていた学業イメージと入学後に経験した学業生活のズレである

学業に対するリアリティショックなど様々な課題が明かになった。 

つぎに、高学年においては、探索段階における大きな課題である職務探索、また、初期

                                                   

19 アメリカにおいて、「キャリア教育の父」として知られるシドニー・マーランド（Sidney P. Marland, Jr.）が、1970

年以降推進していった。 
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キャリアの組織社会化のための学校から仕事への円滑なトランジション（移行）などが挙

げられた。大学生がこれらのキャリア発達課題を達成していくためには、大学生活の早い

段階で、キャリア意識が高められる環境を提供することが求められており、インターンシ

ップがその効果的な方法であることの重要性を指摘した。 

第 5 章からは、実証研究を取り上げた。本章では、インターンシップにおける大学生低

学年と高学年のインターンシップ観20を明らかにすることを目的とした。さらに、インタ

ーンシップ観、大学授業の学修態度、インターンシップに対するコミットメントとの関係

性を検討した。分析の結果、学年が上がるほどインターンシップ観が学び中心的でなくな

り、インターンシップに対して主体的でなくなることが示された。さらに、インターンシ

ップへのコミットメントが主体的なほど、大学授業の学修態度が積極的であることが示さ

れた。 

これらの結果から、低学年は純粋に学びたい気持ちが強いと考えられ、インターンシッ

プそのものを楽しもうとしていることが分った。また、インターンシップに対しても主体

的になるため、大学の授業態度も喚起され積極的になることが分った。一方、学年が上が

るにつれて、職業選択を考え始め、さらに就職活動を見据えているためインターンシップ

に対して功利的な考えが強くなり、インターンシップに対するコミットメントが他律的に

なることが明らかになった。このことは、高学年になるとインターンシップを就職活動の

一部と捉えていると考えられ、さらに大学授業の学修態度との関連性が低いことが確認さ

れたと言える。 

以上の結果を踏まえると、大学生低学年と高学年では、インターンシップに対しての意

識や捉え方に大きな差異があることが明かになった。大学生の就職活動は、日本独自の新

卒一括採用という社会的構造により同時期にスタートする。よってインターンシップの参

加が 3 年生の夏休みに集中し、就職活動のための学びと捉えられていると考える。しかし、

キャリア発達の視点で考えると、大学 1 年生はすでに自我と職業を探索する時期である。

よって、低学年におけるインターンシップは、まさに、学生の学びたい欲求に対し、キャ

リア教育と就業体験を結び付けた純粋な学びを与える機会となり、キャリア教育連携型で

あると言える。このことは、低学年から多くの学びや気づきができるインターンシップを

提供することが重要であると考える。さらに、キャリア教育の一環であるインターンシッ

プ本来の目的である就業体験の重要性を検討していくことが必要であることを物語ってい

                                                   

20 本研究で取り上げた「インターンシップ観」とは、インターンシップへの意識・捉え方と定義する。 
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る。 

第 6 章では、第 5 章で得られた知見から、キャリア教育の効果が期待される大学 1 年生

のインターンシップに着目した。大学に入学して間もない 1 年生は、学業に対するリアリ

ティショック状態で、学習意欲も低下している可能性があると言われている。よって、大

学 1 年生がインターンシップを経験することにより、職業決定の状態がどのように変化す

るのか検討することを目的とした。さらに、インターンシップにおいて、どのような動機

づけタイプに分かれるのか、職業決定の状態や大学授業の学修態度との間にどのような関

連性があるのか検討を行った。 

分析の結果、職業決定状態の「先送り」以外の「将来不安」、「安易思考」の状態が軽減

され、「検討」の状態が促進されることが分った。また、動機づけタイプについては、「内

発」と「取り入れ」の 2 つのタイプが明かになった。さらにタイプ別にみていくと、「内

発」タイプは、インターンシップ前は職業決定に向けて積極的に検討しようとしており、

さらにインターンシップ後に職業決定について模索し始めている状態であることが分った。

一方、「取り入れ」タイプは、インターンシップ後に職業決定が未熟な状態であることが分

った。大学授業の学修態度に関しては、両タイプ共に、積極的な学修態度が示され、イン

ターンシップ後にさらに喚起されている状態であることが示された。 

これらの結果から、大学 1 年生はインターンシップにおいて、実習担当者や従業員と出

会い、仕事に対する考えや従業員のキャリアなどの話を聞くことで、「働く」ということを

可視化していると考えられる。また、仕事に対して客観的なフィードバックや賞賛をもら

い、与えられた仕事を完遂することで自信につながり、将来設計の不安が軽減し職業選択

を考えるきっかけとなっていると考える。また、大学 1 年生はインターンシップそのもの

を楽しもうとする学生もいれば、インターンシップを通じて将来設計や職業選択に対する

不安を解消しようとする学生も存在することが分った。さらに、大学授業の学修態度の変

化に関しては、両方のタイプで差異は見られなかった。この結果は、インターンシップそ

のものが、学習意欲を喚起する環境であることを物語っている。 

以上の結果を踏まえると、大学 1 年生は、インターンシップを経験することによって、

学ぶ意欲を促進させ、将来に向けて不安を軽減し、職業決定を自ら行っていこうと検討す

る意識が高められることが確認された。しかし、一方で、大学 1 年生は、インターンシッ

プの環境を提供しても個人の動機づけタイプによって学びや気づきが異なることが分った。

このように低学年は、高学年のようにインターンシップの目的が明確ではないため、事前

授業などで、インターンシップに参加する意義や目的を明確にして、不安を軽減すること
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が重要であると考える。さらに、職場の従業員や実習担当者と過ごすインターンシップの

経験そのものが、学習意欲を喚起する環境であると考える。このことは、休学や留年など

を引き起こす、大学生の学業離れや大学不適応問題の解決策の一つとして効果が期待でき

るであろう。つまり、高学年で初めてインターンシップを経験するのではなく、初年次か

らの教育的効果が期待されるインターンシップが重要であるということを指摘した。 

第 7 章では、第 5 章、第 6 章の結果から、低学年におけるインターンシップは、キャリ

ア教育としての効果、学習動機を喚起することが明かになったため、インターンシップに

おけるどのような要因が、大学生低学年の自ら学ぶ意欲に影響を与えるのか検討する必要

があると考え、インターンシップに深く関与している職場の他者（実習担当者、従業員な

ど）に着目した。よって、大学生低学年のインターンシップにおける職場の他者からの支

援と、大学生の自ら学ぶ意欲との関連性について検討することを目的とした。 

分析の結果、まず、低学年がインターンシップを経験することにより、大学生活に対す

る期待度が上がることが分った。つぎに、インターンシップ実習中、一番支援を受けた人

物は、「実習担当者」、つぎに「従業員」であった。職場における他者からの支援と大学生

の自ら学ぶ意欲に関しては、職場の他者からの「仕事支援」が多くなるほど、「思慮深い学

習」、「探究学習」、「目標達成学習」が促されることが示された。また、職場の他者からの

「仕事支援」、「精神的支援」が多くなるほど、「学業の見直し」、「生活の見直し」が促され

ることが示された。 

これらの結果から、大学生低学年におけるインターンシップは、「大学」という組織の境

界を飛び出し学習することで、大学生活そのものを俯瞰し学業や大学生活を見直す機会と

なっていると考える。また、大学生活では出会う機会が少ない職場の実習担当者や従業員

から、自律性を促される仕事環境を与えられ、仕事を完遂できる様に支援してもらうこと

で自信へと繋がり、また、客観的なフィードバックをもらうことにより、自分自身を振り

返り、新しい視点が与えられ、自ら学ぶ意欲が促進していると考えられる。さらに、職場

の他者から、大学時代や職歴の話、大学生活へのアドバイスなど、実習内容とは直接結び

つかない支援が、今後の大学生活を見直そうとする動機づけになっていると考える。 

以上の結果を踏まえると、大学生低学年がインターンシップを経験することは、自ら学

ぶ意欲を喚起するだけではなく、大学生活を見直すきっかけとなることが分った。その要

因となるのが、職場における他者からの支援であった。つまり、低学年がインターンシッ

プに参加するということは、社会の仕組みを学ぶ、職業意識を高める以外に自ら学ぶ意欲

や大学生活を見直す意識に大きく影響することが明かになった。低学年は自我と職業を探
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索する大事な時期であるが、一時的に学業を回避し、目的を失い大学生活を送ってしまっ

ている学生がいると言われている。よって、低学年においてインターンシップを経験する

ことで、職場の他者からの支援によりキャリア発達課題を克服する動機づけを与えられる

ことが確認された。 

第 8 章では、大学生高学年と 1 日インターンシップに着目した。高学年は、発達段階に

おける青年期の終わりへと近づく時期である。この時期は、就職活動を通して職業選択を

具体的に行っていく。また、近年、1 日インターンシップが増加の傾向にあり、参加する

大学生も年々増えている。よって、1 日インターンシップが、大学生にとってどのような

メリットがあるのか、１日インターンシップに参加した学生と不参加の学生を比較し、就

職活動に関する意識やキャリア探索との関係性について検討することを目的とした。 

 分析の結果、大学生高学年は、1 日インターンシップの参加理由として、「興味のある業

界」、「仕事についてさらに詳しく知る」を挙げていた。参加する 1 日インターンシップの

形態については、「会社説明会+グループデイスカッション」、「会社説明会+仕事体験型」

が全体の 8 割を占めていた。つぎに、1 日インターンシップを経験している学生ほど、就

職活動に目標を持ち、具体的な計画を立てていることが分った。また、1 日インターンシ

ップを経験した回数が上がるほど、職業キャリア・レディネスの目標型、現実型と職務探

索の職業探索の値が高くなることが分った。さらに、1 日インターンシップの満足度が上

がるほど職業キャリア・レディネスの目標型、現実型の値が高くなることが分った。 

 これらの結果から、大学生高学年は、1 日インターンシップについて、就職活動の準備

段階として捉えており、業界や企業、働いている人々の情報を収集する場として活用して

いることが分った。また、1 日インターンシップを経験することで、自分と企業のマッチ

ングを考え、エントリーする業界や企業を絞り込んでいることも分った。つぎに、1 日イ

ンターンシップにおいて、企業の社員に接触することで自分が働いているイメージを想像

して、より就職活動が現実的なものと捉えていることが分った。さらに、大学生高学年が、

1 日インターンシップの経験を重ねることで就職活動を意識し始め、就職活動に対して意

識の高い他大学生から触発され、キャリアセンターの就職関連のイベントに参加する、進

路相談やカウンセリングを受けるなどの職業探索が促されることが分った。 

以上の結果を踏まえると、大学生高学年が 1 日インターンシップを経験することは、就

職活動の準備段階を意識しているためであることが分った。高学年はこの時期に、もっと

も重要なキャリア発達課題である職業選択を行わなければならない。すなわち、業界や企

業、仕事内容、働く人々などの情報を収集し、吟味してエントリーする業界や企業を絞り
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込む必要がある。そのツールとして、1 日インターンシップを利用していると考えられる。 

従来、1 日インターンシップは、短期・長期インターンシップのようなキャリア教育の

効果が期待されないと言われていた。しかし、1 日インターンシップを就職活動の準備段

階と捉え、学生の就職活動への高い意識、学生が業界・企業の仕事内容を十分に理解でき

るプログラム内容、社員の雰囲気や社風が伝わる 1 日インターンシップであるならば、学

生のキャリア意識への効果が十分に期待できる。さらに、職業選択というキャリア発達課

題を解決するツールとして機能することも確認された。 

以上の結果から本論文の意義としては、（1）インターンシップ研究とキャリア発達研究

を融合させて考察し、大学教育におけるインターンシップと大学生のキャリア発達との関

連性に焦点を当てたこと、（2）大学生低学年、高学年に対するインターンシップの効果の

違いを実証的に検討し、特に低学年におけるインターンシップ支援の方策を検討する端緒

を開いたことである。このような点は、本論文の独自性を示していると言えよう。 

 

1. 分析結果の理論的含意 

 本論文では、大学教育におけるインターンシップと大学生のキャリア発達課題との関連

性について考察してきた。これまでのインターンシップ研究は、キャリアセンターが主と

なりインターンシップを運営している、主な研究対象者が大学生高学年などの理由から、

キャリア教育における「職業教育」に絞られて研究されてきたのではないだろうか。例え

ば、インターンシップ経験による職業レデイネスへの影響（松山・飛田 2008、高良・金城

2001）、インターンシップの経験による社会人基礎力を（真鍋 2010、松尾 2015）、インタ

ーンシップの教育効果を（亀野 2004、尾川・甲原 2015、三浦 2016）などが挙げられる。 

 そこで、本研究は、大学生の低学年、高学年のキャリア発達課題との関連性に注目した。

今までインターンシップ研究の中で、キャリア発達にまで踏み込んだ研究は行われていな

い。キャリア発達とは、先後継続して生起する職業的行動（職業選択・適応）の根底にあ

る成長・学習の過程をいう（Super, 1957）。また、宮内（1992）によると、キンズバーグ

やスーパーの理論は、1950 年代と 60 年代に提唱されたものであり、アメリカと異なった

社会・経済の構造と文化の特質をもつ日本のキャリア発達プロセスの実証的な解明が重要

だとしている。そこで、青年期から成人初期へのキャリア意識の発達プロセスを検討し、

キャリア発達プロセス論を展開した。大学生の年齢に当たる 18 歳～21 歳は、現実的選択・

適応期の中の現実吟味期としている。大学生は希望するレベル・分野の大学に入った場合、

文系の学部では現実的なキャリア目標の選択が、3 年の終わり頃から 4 年始めになるケー
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スが一般的としている。また、希望するレベルの大学に入れなかった場合は、入学後暫く

挫折感のもとにあっても、キャリア目標、キャリア分野の設定が適切であればやがて立ち

直り、現実的なキャリア目標に向かって進んでいく。しかし、キャリア目標の設定が妥当

でなかった場合は、入学後学習意欲がわかずにキャリア軌道が修正されるケースがみられ

る（柳井 2001、pp.35）。しかし、柳井（2001）は、以前と違い現在の我が国の産業動向

や雇用状況は著しく変化しており、学生のキャリア目標の設定に大きく影響している。そ

のため宮内（1992）の現実的選択・適応期の段階説は、再検討が必要であると指摘してい

る。 

キャリア発達の年齢だけを考えると、大学 1～4 年生は探索段階にあたる。しかし、大

学生は、高校を卒業して働く者、自分の希望する専門を学び職に就く専門学校生とは違う

職業的発達段階を歩むと考えられる。なぜならば、大学生特有の問題や課題（大学適応、

学業的リアリティショック、新卒一括採用に伴う就職活動など）に直面するからである。

よって、スーパーのキャリア発達論における探索段階（15～24 歳）の中で、「大学生の発

達段階」を捉えることが重要であると考える。 

以下、本論文の理論的含意について述べる。まず、第 1 に、大学生低学年、高学年それ

ぞれに克服しなければいけないキャリア発達課題があることに注目したことである。第 4

章で確認したように、大学 4 年間は、キャリア発達の探索段階にあたる重要な時期である。

大学生は、この時期特有の発達課題を 4 年間かけて達成していき、自己のアイデンティテ

ィを確立して自分の将来像を見つけていく。低学年では、大学生活に適応することが課題

となり、アルバイトやサークル活動などを経験し始め、社会や組織に馴染んでいく段階で

ある。徐々に将来の職業について考え始めるが、まだ明確な探索までは行えない状態であ

る。よって、低学年は、「探索段階の未熟状態」であると考える。つぎに、高学年になると、

成人式を迎え社会において大人として認められる。大学生活においては、専門科目の履修

やゼミ活動が始まり、自分の興味と将来の職業を結び付ける作業が始まる。また、アルバ

イト、サークル活動においては「先輩」となり、後輩の育成やアルバイトのリーダーとし

ての仕事を担うようになる。特に 3 年生になると、就職活動のことを考え始め、本格的に

探索行動が始動する時期である。よって、高学年は、「探索段階の成熟状態」であると考え

る。このように、大学生の探索段階には、大学生活を通して様々な課題が存在しており、

4 年間という時間を費やし達成していくのである。 

第 2 は、インターンシップが、大学生低学年の学習動機を喚起することを明らかにした

ことである。半澤（2009）は、大学生低学年は、学業に対するリアリティショック状態に
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なるという。入学前に抱いていた学業イメージと入学後に経験した学業生活のズレを感じ

ており、徐々に授業に対する満足感が低くなると共に、学業に対する適応感も低下するの

である。よって、大学生の学業に対する意味づけを行える環境の提供が重要である。第 7

章で確認したように、学生はインターンシップの現場において、多くの従業員と接し、実

習担当者などから客観的な意見やアドバイスをもらうことで、自分自身を見つめ直す、大

学生活を振り返る機会を与えられる。つまり、インターンシップにおける他者からの支援

が動機づけとなり学習動機が喚起されるのである。 

 このように本論文では、大学生のインターンシップの経験が、キャリア発達課題を達成

する一つの手段として示された。この新たな知見は、今後大学におけるインターンシップ

教育を考えていくうえで、重要な論点となりうるであろう。よって、インターンシップを

職業教育という枠から外すことにより、特に、低学年においては、「純粋な学習動機を喚起

する」という新たな教育論として展開できることを提示したことに意義がある。 

 

2. 分析結果の実践的含意 

 つぎに、本論文の実践的含意について述べる。まず第 1 に、大学側としては、インター

ンシップを職業教育としてのみ捉えるのではなく、大学生のキャリアの発達を支援する施

策として範囲を広げて捉える必要があると考える。第 5 章で確認したように、大学生低学

年と高学年ではインターンシップに対する考えや捉え方に差異がみられる。低学年は、純

粋に学びたい思いがあり、高学年になるほど就職活動を意識した考えとなる。しかし、多

くの大学におけるインターンシップは、キャリアセンターが中心となり実施されているた

め、どうしても大学 3 年生のインターンシップが中心となり、職業教育に偏りがちである。

よって、今後は大学の授業と社会を結び付ける取り組みとして、教員と協力しながら低学

年の学習を動機付けるインターンシップを実施することを検討していく必要があると考え

る。 

 第 2 は、1 日インターンシップについて考察したことである。第 8 章で確認したように、

学生は、1 日インターンシップを就職活動の準備段階と捉え、業界や企業についての知識、

働いている人々の情報を収集する場として活用している。さらに、1 日インターンシップ

の経験を重ねることで職務探索行動が促されることが分った。 

近年、1 日インターンシップは増加の傾向にあり、参加する学生が年々増えてきている

状況である。しかし、1 日インターンシップは、大学が関与しづらい環境であり、企業が

主体となる。よって、学生に対する教育効果を把握することは困難である。今後、企業は
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ますます売り手市場や少子化問題などから、学生との接点の拡大、早期採用のために 1 日

インターンシップの実施を活発に行うと予測される。一方、大学生の中には、インターン

シップを純粋な学びと捉えずに功利的に考え、大学 3 年生になってから初めて 1 日インタ

ーンシップにだけ回数を重ねて参加するという行動が増えると予測される。よって、大学

がそれぞれのインターンシップ（短期、長期、1 日）の特徴や効果をさらに詳しく把握し

て、学年に沿ったキャリア教育の提供を行うと共に、教育効果の高いインターンシップの

提供や、学生がインターンシップをどのように活用することが効果的なのかを指導するこ

とが重要であると考える。また、1 日インターンシップが RJP（Realistic Job Preview 現

実的職務予告）21として捉えられるのであれば、新規参入者の組織参入時の円滑な移行の

一助となりうるであろう。 

 

第 2 節 本論文の限界と今後の課題 

 

 本論文において残された課題として、以下の 3 点を述べる。 

 まず 1 点目は、データの限界性である。本論文において使用したデータは、同じ大学、

同じ学部の学生を対象にした調査のため、専攻によるバイアスが生じている可能性が高い

と思われる。よって、本論文で得られた分析結果の妥当性を検証するためにも他大学、他

学部の学生のデータを使用し検討する必要がある。また、研究Ⅰでは、低学年と高学年の

インターンシップへの意識・捉え方を検討するために、大学 1、2 年生と大学 3、4 年生に

分けてデータを収集した。しかし、大学 2 年生になると大学生活に慣れてくる、アルバイ

トなどの経験で社会に触れる、学部の専門科目を履修するなど、１年生と比べるとさらに

将来設計や職務探索が活発になる状況である。よって、今後は大学生を学年別に分けてさ

らなる調査の実施が必要であろう。 

つぎに 2 点目は、インターンシップと低学年、高学年のキャリア発達課題について、さ

らに分析を広げる必要がある。まず、研究Ⅱでは、大学 1 年生がインターンシップにおい

て、どのような動機づけタイプに分かれるのか、職業決定の状態や大学授業の学修態度と

どのような関連性があるのか検討した。しかし、本研究では、各動機づけタイプと職業決

                                                   

21 新規参入者が組織に参入する前に、組織に関するネガティブな情報を与え、新規参入者が描いていた組織に対す

る初期の期待を減少させることで、参入時に失望させず離職を防ぐことである（Wanous 1992）。 

 



122 

 

定の状態との関連性を明らかにしたが、どのような要因が影響しているのかまでは明らか

にされていない。よって、インターンシップの形態、プログラム内容、従業員の関わり方

などを検討する必要がある。また、研究Ⅲでは、インターンシップにおける職場の他者か

らの支援と大学生の自ら学ぶ意欲を検討した。しかし、本研究では、インターンシップ後

の検証一時点のみであるため、インターンシップの影響による低学年の意識変化などを明

らかにできていない。よって、インターンシップ前後の比較調査や、インターンシップ経

験者と未経験者の比較調査などを検討していくことが求められる。 

つぎに研究Ⅳでは、大学生高学年のキャリア発達課題と 1 日インターンシップに着目し

た。1 日インターンシップを経験した学生と未経験の学生を比較し就職活動におけるキャ

リア意識を検討した。しかし、本研究では、1 日インターンシップの経験と職業キャリア・

レディネスとの関連性を明らかにしたが、職務探索には影響がないことが示された。よっ

て、1 日インターンシップ経験後の就職活動における職務探索行動の調査、ならびに、1

日インターンシップにおけるどのような要因が職業決定に影響しているのか縦断調査を行

い詳しく検討する必要がある。さらに、大学生低学年においてインターンシップを経験し

た学生と、高学年でのみインターンシップを経験した学生を比較し、キャリア発達課題と

の関連性にどのような差異が生じるのか検討することが必要であろう。また、本研究での

実証研究が相関分析のみで行われているため、今後は回帰分析などを使用してより分析を

深める必要性がある。 

最後に 3 点目は、本研究からキャリア教育論へと研究の領域を広げていくことである。

すでに第 2 章において、キャリア教育やキャリア教育におけるインターンシップについて

考察してきた。「1999 年の中央教育審議会答申は、日本におけるキャリア教育の展開が、

『進路指導改革』という性格から、次第に『若者雇用対策』としての性格を強めていく、

その分岐点に位置づくものであった」（児美川 2012、p.101）。この様に、日本のキャリア

教育は、若者の雇用市場の変化と共に、求められる教育内容が変化しており、大学の教員

や職員が学生の支援に対して日々試行錯誤を行っている状況である。このような状況から、

キャリア教育の定義が広範囲に捉えられ、また、キャリア教育論そのものが確立されてい

ない一つの要因として挙げられるのではないだろうか。よって、今後はさらに、キャリア

発達における探索段階にあたる大学生の学年ごとに注目し、キャリア発達理論と教育論を

架橋し、キャリア教育研究の一助となるよう研究を発展させていかなければならない。 

 今後さらに、本論文における考察を発展させていくためには、これらの課題について検

討を重ねていく必要があると考える。 
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 第 3 節 結語 

  

近年、大学生を取り巻くインターンシップの状況は年々変化し続けている。例えば、企

業が学生との接点を目的としたワンデイインターンシップの普及が目立っているが、一方

で、長期インターンシップが徐々に広がりを見せている。その理由として、企業が若い人

材の確保を急ぎ、特に先端技術分野ではインターンシップの学生を社員並みの戦力と考え

ているためである。技術進歩の早いデジタル経済を見据え、人材確保競争が始まっている

のである（日本経済新聞 2018 年 7 月 5 日朝刊）。つまり、日本のインターンシップが、米

国のインターンシップと同様に、人材を見極めることを目的としたインターンシップに偏

り始めてきていることが推測されよう。 

平成 9 年「インターンシップの推進に当たっての基本的な考え方」が三省合意により作

成されてから約 20 年が経過した。フリーター、ひきこもりなどの若者の就業問題を支援

する施策として推進されてきたインターンシップだが、若者を取り巻く社会や雇用状況は

大きく変動している。改めて、大学生にとって教育的効果のあるインターンシップとはど

のようなものなのか、さらに、インターンシップ研究において大学生のキャリア発達に影

響を及ぼす新たな領域の研究を発展させなければいけないと強く思う。 
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